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１ 農業総合研究所の概要 

（１）組織、体制の概要 

本県の農業・食品関係試験研究機関は、明治中期以

降順次設立され、農政及び農業技術の変遷に伴って再

編整備を繰り返しつつ、時代や研究ニーズを踏まえな

がら技術開発に努めてきた。 

この間、農業試験場、園芸試験場、畜産試験場及び

食品研究所が専門場所として、高冷地農業技術セン

ター、中山間地農業技術センター及び佐渡農業技術セ

ンターが地域農業の技術支援を図る農業技術センター

として、それぞれが機能を発揮して、本県の農業・食

品産業を全国トップレベルに発展させる原動力の一つ

となってきた。 

一方、農業・食品産業を巡る国際環境や消費構造が

大きく変化し、高度情報機器の発達と相まって、総合

研究機能が発揮できる研究推進体制が求められるよう

になった。そこで、平成９年に、４つの専門場所及び

３つの農業技術センターに共通する基盤研究部門を統

合し、研究センター及び農業技術センターを分散配置

する「統括型」の農業総合研究所に再編成し、現在に

至っている。 

 

（２）所 在 

新潟県農業総合研究所 

 新潟県長岡市長倉町857 

 〒940-0826  TEL 0258(35)0823 

        FAX 0258(39)8498 

 

新潟県農業総合研究所作物研究センター 

 新潟県長岡市長倉町857 

 〒940-0826  TEL 0258(35)0893 

        FAX 0258(35)0021 

 

新潟県農業総合研究所園芸研究センター 

 新潟県北蒲原郡聖籠町大字真野177 

 〒957-0111  TEL 0254(27)5555 

        FAX 0254(27)2659 

 

新潟県農業総合研究所畜産研究センター 

 新潟県三条市棚鱗178 

 〒955-0143  TEL 0256(46)3103 

        FAX 0256(46)4865 

 

新潟県農業総合研究所食品研究センター 

 新潟県加茂市新栄町2-25 

 〒959-1381  TEL 0256(52)0448 

        FAX 0256(52)6634 

 

 

新潟県農業総合研究所高冷地農業技術センター 

 新潟県中魚沼郡津南町大字中深見乙7910 

 〒949-8311  TEL 025(765)2145 

        FAX 025(765)3018 

 

新潟県農業総合研究所中山間地農業技術センター 

 新潟県長岡市川口牛ヶ島135-1 

 〒949-7505  TEL 0258(89)2330 

        FAX 0258(89)4315 

 

新潟県農業総合研究所佐渡農業技術センター 

 新潟県佐渡市中興甲351 

 〒952-1211  TEL 0259(63)4102 

        FAX 0259(63)3972 

 

（３）組織機構図 

農業総合研究所    管理部 

                企画経営部 

                基盤研究部 

                アグリ・フーズバイオ研究部 

               作物研究センター 

               園芸研究センター 

               畜産研究センター 

               食品研究センター 

                高冷地農業技術センター 

               中山間地農業技術センター 

               佐渡農業技術センター 

 

 

職員数 研究職 112 名 

    行政職  25 名 

（うち農業革新支援担当10名） 

    現業職  50名 

     合 計 187 名 
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２ 共同研究及びプロジェクト研究 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 １ 共同研究   

外部資金  

 

 

001 

002 

(1) 海外植物遺伝資源の民間等への提供促進（戦略的プロジェ

クト研究推進事業） 

 

ア  ナス遺伝資源の特性評価および種子増殖 

イ ナス遺伝資源のうどんこ病抵抗性評価 

平30～令４ 

 

 

〃 

〃 

共同：遺伝資源セ、野

菜花き研、龍谷大、愛

知県、岡山県、高知県 

園研 

 〃 

外部資金  

 

 

 

003 

004 

(2) 畜舎およびふん尿処理過程における臭気対策技術の開発

（戦略的プロジェクト研究推進事業） 

  

 

ア 畜舎用臭気除去装置の開発 

 イ 基本管理の効果検証 

平30～令４ 

 

 

  

 〃 

 〃 

共同：畜産研、九沖

農研、栃木畜酪研、

石川農総研、宇都宮

大他 

畜研 

 〃 

外部資金  

 

005 

(3) 土壌実態調査による土壌管理と土壌炭素量の関係解明（農

地管理実態調査）（農水省委託事業） 

ア 農耕地土壌炭素実態調査 

令元～５ 

  

〃  

共同：農研機構 

 

基盤  

外部資金  

 

 

006 

(4) 直播栽培拡大のための雑草イネ等難防除雑草の省力的防除

技術の開発（戦略的プロジェクト研究推進事業） 

 

ア 寒冷地南部における省力的防除技術の開発 

令元～５ 

 

 

令元～５ 

共同：農研機構中日本

農研、山形県、福島県

他 

作研 

外部資金  

 

 

007 

008 

(5) ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材の開発

（戦略的プロジェクト研究推進事業） 

 

ア ゲノム編集技術を用いた日持ち向上ユリ作出法の開発 

イ ゲノム編集に対応したユリの効率的遺伝子導入法の開発 

令元～５ 

 

 

 〃 

 〃 

共同：大阪大学、理化

学研究所、北海道農業

研究センター他 

バイオ 

 〃 

外部資金  

 

 

009 

010 

(6) イアコーン収穫スナッパヘッドの現地適応化（クラスター

事業） 

 

ア イアコーンの栽培収穫実証および飼料評価 

 イ イアコーンサイレージの現地給与実証試験と二次発酵抑

制効果の検討 

令２～４ 

 

 

 〃 

令３～４ 

共同：農研機構農業機

械研究部門他 

 

畜研 

〃 

外部資金  

 

011 

012 

(7) 新潟県に適した新規大豆品種の育成（新潟市事業） 

 

ア 有色大豆等の栽培試験 

 イ 有色大豆等の加工試験 

令２～４ 

 

 〃 

 〃 

共同：新潟市、農研機

構中日本農研他 

作研 

食研 

外部資金  

 

013 

(8) 革新的な土壌データの取得方法およびデータ高付加価値化

手法の開発 

 ア 革新的な土壌データの取得方法および見える化 

令２～４ 

 

  〃 

共同：農研機構他 

 

基盤 

外部資金  

 

014 

 

015 

016 

 

017 

(9) 鉄還元菌窒素固定の増強による低肥料バイオマス生産 

 

 ア 水田土壌への鉄資材施用による低肥料バイオマス生産技

術の実証 

 イ 鉄資材の施用による温室効果ガス発生量の削減 

 ウ 土壌の鉄還元菌窒素固定を高める最適な鉄資材施用量や

稲わら施用時期の検討 

 エ 鉄資材を散布した水田を畑転換した場合の散布効果の確

認 

令２～６ 

 

  〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

共同：東京大学、産総

研 

基盤 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

外部資金  

 

018 

(10) 儲かる業務用米生産を実現する無コーティング種子湛水

直播技術の確立（イノベーション創出強化研究推進事業） 

ア 北陸地域における無コーティング直播による業務用米低

コスト生産の実証 

令２～４ 

 

 〃 

共同：農研機構東北農

研他 

作研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

外部資金  

 

 

019 

(11) 土壌微生物叢アトラスに基づいた環境制御による循環

型協生農業プラットフォーム構築（ムーンショット型農

林水産研究開発事業） 

ア 北陸サブモデル圃場栽培試験 

令２～11 

 

 

令３～４ 

共同：理化学研究所

BRC、福島大学、東京

大学、福島県他 

作研 

外部資金  

 

 

020 

 

021 

 

(12) 省力樹形に適した果樹品種・系統の選定と最適な栽培管

理方法の開発（イノベーション創出強化研究推進事業） 

 

ア ジョイントV字樹形に適した品種の特性解明と栽培管理

方法 

イ ジョイント樹形における自家和合性品種の省力的着果管

理方法 

令３～５ 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

共同：宮城県、神奈川

県、長野県、静岡県、

福岡県、農研機構 

園研 

 

 〃 

外部資金  

 

 

022 

(13) 農地土壌炭素貯留等基礎調査事業における農地管理技術

検証 

  

ア メタン削減に資する水田の栽培管理技術実証 

令３～７ 

 

 

 〃 

共同：農研機構、北海

道、福島県、長野県、

滋賀県、鹿児島県 

基盤 

外部資金  

 

 

023 

(14) 需要に基づいた計画的・効率的な生産・流通体系の構築

と消費者への価値訴求プラットフォームの提供に関する開

発（戦略的スマート農業技術等の開発・改良） 

ア 需要に基づき計画的・効率的に生産するための栽培管

理技術 

令４～６ 

 

 

 〃 

 

共同：㈱ぐるなび、農

研機構、東京工業大

学、愛知県、岐阜県他 

園研 

外部資金  

 

024 

(15) 子実用とうもろこし（国産濃厚飼料）の安定多収生産技

術の開発 

 ア 温暖地における遅播き栽培向け高能力品種の選定 

令４～６ 

 

 〃 

共同：農研機構、他 

 

畜研 

外部資金  

 

025 

 

026 

(16) マウス体内における異種配偶子生産システムの開発と

その家畜への応用 

 ア CRISPRoff システムを用いた生殖巣および生殖細胞を

欠損した異種胚盤胞保管受容胚マウス作製 

 イ ウシ ES 細胞の作成 

令４～７ 

 

令４～５ 

 

令４～５ 

共同：新潟大学 

 

畜研 

 

 〃 

外部資金  

 

027 

 

(17) 水田メタン・玄米ヒ素等の同時低減技術の開発と関与

微生物群集構造・機能遺伝子の解明 

ア 中部地方の細粒質班鉄型グライ低地土における水管

理・資材施用による水田メタン・玄米ヒ素・カドミウム

同時低減のための栽培管理技術の開発 

令４～８ 

 

 〃 

 

共同：農研機構、富

山、JIRCAS、USDA-ARS 

基盤 

外部資金  

 

028 

029 

(18) 省力的なIPM を実現する病害虫予報技術の開発（委託プ

ロジェクト研究） 

ア いもち病の感染に関与する気象パラメータの収集  

 イ 紋枯病の発生予測システムの適合性の検証 

令４～８ 

 

 〃 

 〃 

共同：農研機構植物防

疫研究部門他 

作研 

 〃 

外部資金  

 

 

030 

031 

032 

(19) ダイズ黒根腐病抵抗性を評価した品種の開発（イノベー

ション創出強化研究推進事業） 

ア 黒根腐病抵抗性QTLを持つ系統の評価 

(ア) 新潟県圃場での抵抗性系統の抵抗性評価 

(イ) 新潟県圃場での抵抗性系統の特性評価 

イ 黒根腐病抵抗性の科学的評価と検定法の改良 

令４～８ 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：農研機構作物研

究部門他、富山県 

 

作研 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

033 

(20) 畜産からの GHG 排出削減のための技術開発 

 

 

ア 低メタン産生牛作出のための育種方法の確立と応用 

令４～８ 

 

 

 〃 

共同：農研機構、東北

大学、広島大学、京都

大学、北海道総研他 

畜研 

県単事業  

034 

035 

(21) 高温耐性新品種育成加速化研究事業 

ア DNA及びRNAマーカー選抜技術の開発 

 イ 高速世代促進技術の開発 

令３～５ 

 〃 

 〃 

共同：石川県立大学 

バイオ 

作研 

県単政策  

 

036 

 

(22) 発酵技術を活用した「次世代魚肉タンパク質食品」の製

造技術の開発（創造的研究推進費） 

発酵技術を活用した「次世代魚肉タンパク質食品」の製造技

術の開発 

令３～４ 

 

 〃 

 

共同：一正蒲鉾（株） 

食研 

食研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単政策  

 

037 

 

038 

039 

 

040 

041

042 

043 

 

(23) 高温・強風障害を克服するための新潟米栽培技術 

 ア  強風（フェーン）被害の予測と対策技術の検証 

 (ア) 強風（フェーン）被害予測システムの検証と利用技術

の確立 

 (イ) 強風（フェーン）被害を回避する栽培体系の確立 

 (ウ) 適期収穫のための簡易な気象観測手法の検討 

 イ  高温障害対策技術の体系化 

 (ア) 登熟期の高温を回避する栽培体系の確立 

 (イ) 穂数350本への誘導 

 (ウ) 高温障害対策技術の評価と体系化 

 ウ  生体分子指標に基づく高温及びフェーン被害の影響把

握及び対策技術の有効性評価  

令３～５ 

 

 〃 

  

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

  

共同：農研機構九州沖

縄農研 

作研 

  

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

バイオ 

 

 ２ プロジェクト研究   

県単事業  

 

044 

045 

046 

 

047 

048 

 

049 

050 

(24) 水田園芸生産安定技術開発事業 

ア 緑肥栽培や有機物投入による土壌物理性改善技術の開発 

（ア）土壌の物理性に及ぼす影響 

（イ）排水効果に及ぼす影響 

（ウ）野菜の生育に及ぼす影響 

イ 転炉スラグの施用による土壌化学性改善技術の開発 

（ア）土壌の化学性に及ぼす影響 

（イ）野菜の生育に及ぼす影響 

ウ 早期畑地化体系の構築・実証とマニュアル作成 

（ア）一般ほ場の土壌の物理性・化学性等の実態 

（イ）砕土率を確保できる耕耘時の土壌水分の簡易判断手法 

令４～６ 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

基盤、園研、作研 

 

作研 

基盤 

園研 

 

園研 

園研 

 

園研 

作研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単事業  

 

 

051 

052 

 

 

053 

054 

055 

056 

057 

058 

059 

 

 

 

060 

061 

062 

063 

 

 

064 

065 

066 

 

 

067 

068 

 

069 

070 

071 

(25) カーボンゼロ実現に向けた農業技術開発事業 

ア 農地への炭素貯留技術の開発 

（ア）各種炭素源の貯留効果の評価 

 a 異なる土壌条件における各種炭化物の分解特性 

 b 有機物資材の炭素貯留効果の評価 

（イ）農地への籾殻や籾殻炭化物の施用による炭素貯留 

技術 

a 水田への籾殻炭化物等の投入効果 

   b 水田転換畑（大豆）への籾殻炭化物等の投入効果 

  c 畑地（野菜）への籾殻炭化物等の投入効果 

  d 準高冷地の黒ボク土における籾殻くん炭量 

  e 果樹園へのせん定枝炭化物等の投入効果 

  f 暗渠疎水材への籾殻炭化物利用技術 

（ウ）農地への炭素貯留量の実態 

ア 温室効果ガス発生抑制技術の開発 

（ア）水田の中干し等のメタン発生抑制効果向上技術の 

開発 

a より効果が高い水管理方法 

  b 多収米栽培への適応技術 

 （イ）新たな一酸化二窒素発生抑制技術の開発 

（ウ）リモートセンシングによるメタン発生抑制技術の 

検討 

（エ）技術の体系化 

 a 水田における炭素貯留、メタン削減体系の実証 

 b 畑地における炭素貯留、N2O 削減体系の実証 

 c 開発技術の LCA 評価・経営評価 

ア 未利用熱源の利用技術の開発 

 （ア）施設園芸における省エネ・省資源化技術の開発 

  a 施設園芸における省エネ技術の開発 

  b 施設園芸における省資源化技術の開発 

 （イ）米菓等の製造工程における省エネ技術の開発 

  a 米菓製造における CO2排出量の把握 

  b 焼成時の排熱回収装置に関する条件検討 

  c もち米菓生地の硬化促進効果の高い製造条件の検討 

令４～６ 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

基盤、作研、園研、畜

研、食研、高冷地、企

画 

基盤 

畜研 

 

 

基盤 

作研 

園研 

高冷地 

園研 

基盤 

基盤 

 

 

 

基盤 

作研 

園研 

基盤 

 

 

基盤 

園研 

企画 

 

 

園研 

園研 

 

食研 

食研 

食研 

県単政策  

 

072 

073 

074 

075 

(26) 園芸産出額拡大技術開発事業 

ア えだまめの特性と最適冷凍技術の開発 

（ア）冷凍方式の選定、冷凍条件の検討 

（イ）収穫時の莢厚分布の検討 

（ウ）基肥少施肥による莢厚肥大への影響 

イ 冷凍えだまめの保存条件の解明と解凍技術の確立 

令２～４ 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

食研、園研、高冷地 

 

食研 

園研 

高冷地 

食研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単政策  

 

 

076 

 

077 

 

078 

 

 

079 

 

080 

 

 

081 

 

082 

 

083 

084 

(27) スマート農業技術の実証と新技術開発 

ア 水稲栽培におけるスマート農業技術の実証と導入指針

の策定 

（ア）開水路用各種給水管理装置の性能評価及び利用効果

の検証 

（イ）ドローン等による画像データを利用した生育診断法

の開発 

（ウ）スマート技術の導入指針の策定 

イ 施設栽培における環境・生育情報を活用した果菜類の

最適管理技術と自動管理技術の開発 

（ア）環境情報・作物情報を活用した栽培管理支援技術の

開発 

（イ）現地実証 

ウ 搾乳ロボットを核とした省力型酪農システムの実証と

利用技術開発 

（ア）PMR の栄養濃度の違いが、乳生産、ルーメン発酵及

び活動量等へ及ぼす影響 

（イ）搾乳ロボット内給与飼料の栄養濃度の違いが、乳生

産、ルーメン発酵及び活動量等へ及ぼす影響 

（ウ）乳牛の個体データによる繁殖情報や疾病の推定法 

エ スマートフォンを活用したえだまめ出荷予測精度向上

実証(炭疽病対策含む) 

令３～５ 

 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

 

令３～４ 

 

令４～５ 

 

令３～５ 

令４ 

企画、作研、基盤、

園研、畜研 

 

作研 

 

基盤 

 

企画 

 

 

園研 

 

〃 

 

 

畜研 

 

〃 

 

〃 

園研 

県単政策  

 

 

 

085 

 

086 

 

087 

 

 

 

088 

089 

 

 

090 

 

091 

092 

(28) 園芸作物の品質を低下させる生理障害の発生原因究明

と発生防止技術確立 

ア 西洋ナシ「ル レクチエ」に発生するブラックエンド

（尻腐れ果）の発生要因解明 

（ア）植物体、土壌の無機栄養状態と障害発生との関連の

解明 

（イ）カルシウム資材の施用が障害発生に及ぼす影響の検

討 

（ウ）果実の組織構造及び生体分子が障害発生に及ぼす影

響の把握 

イ オリエンタル系ユリ切り花に発生する葉先枯れ症状の

発生要因解明 

（ア）障害の発生状況と各要因の関連性検討 

（イ）葉先枯れ症状の再現系の確立 

ウ チューリップ切り花に発生するトップル（花首折曲が

り症）の発生助長要因解明と防止対策の確立 

（ア）植物体内のカルシウム濃度とトップル発生の関係性

の解明 

（イ）栽培条件とトップル発生の関係性の解明 

（ウ）チューリップ用切り花品質保持剤と併用処理効果の

検討 

令３～５ 

 

 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

 

〃 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

園研、バイオ 

 

 

 

園研 

 

 〃 

 

バイオ 

 

 

 

園研 

〃 

 

 

園研 

 

〃 

 〃 

県単政策  

 

093 

 

094 

095 

(29) 中山間地域の園芸産地拡大に向けた山菜の栽培技術の

開発 

ア フキノトウ秋挿し栽培技術の開発 

イ タラノキ立枯疫病の防除対策 

（ア）菌の同定と発生要因の解明、診断方法の開発 

（イ）タラノキ立枯疫病の防除対策 

令３～５ 

 

〃 

 

〃 

〃 

中山間、基盤 

 

中山間 

 

〃 

基盤 

県単政策  

 

096 

097 

098 

(30) 園芸分野における有機農業の実践・参入を容易にする

支援技術の開発 

 ア 有機栽培が容易な園芸品目（園研） 

   有機栽培が容易な園芸品目（佐渡） 

 イ 不織布や防虫ネットを用いたトンネル栽培による害虫

防除効果 

令４～６ 

 

 〃 

 〃 

 〃 

園研、佐渡 

 

園研 

佐渡 

佐渡 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単政策  

099 

(31) 胴割耐性水稲品種育成のための DNA マーカーの開発 

 ア 胴割耐性水稲品種育成のための DNA マーカーの開発 

令４～５ 

 〃 

バイオ、作研 

バイオ、作研 

県単政策  

 

100 

 

101 

 

102 

 

(32) 日本なし自家和合性新品種と西洋なし「ル レクチ

エ」の苗木安定供給技術確立 

 ア マメナシ実生台木の安定増殖と高品質接ぎ木苗生産技

術確立 

 イ 優良系マメナシ台木のクローン増殖技術のリニューア

ル 

 ウ 日本なし新品種に適したジョイント栽培用大苗の養成

技術確立 

令４～６ 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

園研、バイオ 

 

園研 

 

バイオ 

 

園研 

 

※農業総合研究所の略称            ※次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、 

企 画：企画経営部              本表で用いた課題名を用いる。 

基 盤：基盤研究部 

バイオ：アグリ・フーズバイオ研究部 

作 研：作物研究センター 

園 研：園芸研究センター 

畜 研：畜産研究センター 

食 研：食品研究センター 

高冷地：高冷地農業技術センター 

中山間：中山間地農業技術センター 

佐 渡：佐渡農業技術センター 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

１ 共同研究 

(1) 海外植物遺伝資源の民間等への提供促進 

研究の背景と目的 

東南アジアのナス遺伝資源について、日本国内で

の利用を促進するため、その特性を評価するととも

に種子の増殖を図る。 

 

001 ナス遺伝資源の特性評価および種子増殖 

  （千野・宮嶋・棚橋・長谷川） 

供試した 23 系統の多くは、紫及び緑色を呈し、果

形は倒卵や洋ナシが多かったが、こん棒や円筒など果

形が長い果実も多く見られた。系統内の形質分離は１

系統で認められた。12 系統で目標の 100g 以上の種子、

６系統で50g以上の採種量を得られた。 

 

002 ナス遺伝資源のうどんこ病抵抗性評価 

（宮嶋・千野） 

 ナス遺伝資源 80 系統のうどんこ病抵抗性を診断し

た結果、ナス種１系統とナス属の近縁種５系統で抵抗

性をもつ個体がある可能性が示唆された。 

 

(2) 畜舎およびふん尿処理過程における臭気対策技

術の開発 

研究の背景と目的 

畜産業の健全な発展のためには畜産経営に起因する

苦情の過半を占める悪臭問題を可能な限り減少させる

必要がある。畜産農場からの臭気拡散を防止するため

には、農場内の悪臭の拡散状況を可視化・予測する技

術と、ふん尿処理施設や畜舎等の臭気発生源における

対策を合わせた総合的な対策技術の開発が必要である。

そこで豚舎から発生する臭気を対象に、畜舎用臭気除

去装置と簡易かつ一般的な臭気対策による臭気軽減技

術を開発する。 

 

003 畜舎用臭気除去装置の開発 （小見） 

先行研究で試作した装置をもとに小型化し内部構

造を改良した臭気除去装置を開発した。実際に豚を

飼育している環境下において装置を稼働させ、豚舎

から発生する主要な悪臭物質であるｎ酪酸を装置通

過前後で 80％程度除去することができた。室内設

置型に加えてルーフファン設置型の装置も開発し、

畜舎条件に応じた選択が可能となった。 

 

004 基本管理の効果検証 （小見） 

豚房内の清掃頻度の違いによる臭気の発生状況を

比較した。清掃を行わないと肥育後期に臭気発生量

が急増し、清掃を行う豚房と比べてｎ酪酸濃度が８

～26 倍となった。 

ミスト噴霧する水へ炭酸水素ナトリウムを 0.5％

添加することで臭気低減効果が向上した。市販の消

臭資材と比較しても安価であること等から添加資材

として有用であることが示唆された。 

 

(3) 土壌実態調査による土壌管理と土壌炭素量の関

係解明（農地管理実態調査） 

研究の背景と目的 

温室効果ガス排出量については、温室効果ガスイン

ベントリを毎年作成し、国連気候変動枠組条約事務局

に提出することが義務付けられている。この温室効果

ガスインベントリ報告に必要なデータを収集するため、

新潟県の農地・草地における土壌の炭素量や土壌炭素

の含有量に影響を及ぼす有機物管理の方法など農地管

理の実態調査を実施する。 

 

005 農耕地土壌炭素実態調査 （水野・門倉・本間） 

基準点ほ場の土壌炭素貯留量は、わら堆肥区および

総合改善区の１層目で前年よりも増加していた。定点

調査の水田における土壌炭素貯留量は前回調査時と大

きな差はなく、稲わらのすき込みにより土壌中の炭素

量が維持されていると考えられた。 

 

(4) 直播栽培拡大のための雑草イネ等難防除雑草の

省力的防除技術の開発 

研究の背景と目的 

県内の現地水田において、雑草イネに有効とされる

除草剤の体系防除効果を確認する。また、除草剤と併

せて中央農研等で開発された対策技術の被害低減効果

を明らかにし、雑草イネの防除体系を確立する。 

 

006 寒冷地南部における省力的防除技術の開発 

（服部） 

雑草イネ種子の水田における寿命は水稲２作程度で、

２作目の夏以降の生存種子は見られなかった。 

有効除草剤による体系防除と抜き取りの実施により、

多発生ほ場でも３年程度で 10 株/10a 以下の発生量ま

で雑草イネを低減できる可能性が示された。 

 

(5) ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材

の開発 

研究の背景と目的 

新潟県と農研機構野菜花き研究部門はユリにおいて

花弁の老化を制御する遺伝子を同定し、標的遺伝子を

ノックダウンすることで、切り花の日持ちが延長する

ことを明らかにしている。そこでユリにおけるゲノム

編集技術を確立するとともに、花弁の老化を制御する

遺伝子をゲノム編集によりノックアウトして日持ちが

延長したユリを育成する。 
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007 ゲノム編集技術を用いた日持ち向上ユリ作出法の

開発              （野水・佐藤） 

日持ちに関係する遺伝子を標的とする改良した２種

類の Cas9 カセットをそれぞれ導入した「アカプルコ」

と「ティアラ」の形質転換体のうち、両アレル変異系

統を特定網室で球根養成した。 

 

008 ゲノム編集に対応したユリの効率的遺伝子導入法

の開発             （野水・佐藤） 

「カサブランカ」の茎頂にパーティクルボンバート

メント法により導入する遺伝子の形状を環状から線状

に変更して導入し、遺伝子導入後の茎頂を５日または

10 日間、その後ハイグロマイシン濃度を 15mg/l また

は 20mg/l を添加した選抜培地で培養することで形質

転換体が得られた。 

 

(6) イアコーン収穫スナッパヘッドの現地適応化 

研究の背景と目的 

我が国の畜産経営において約９割を輸入に依存して

いる濃厚飼料の代替として、国内産トウモロコシで調

製されるイアコーンサイレージが注目されている。し

かし、従来のイアコーン利用は TMR として給与される

ことが多く、分離給与での給与事例は少ない。そこで、

イアコーンサイレージの飼料評価とともに、分離給与

での問題点の把握・整理と給与方法を開発する。 

 

009 イアコーンの栽培収穫実証および飼料評価 

（清水） 

今年度は、雌穂収量および合計乾物収量が３か年

の試験期間の中で最も多かったが、多収条件でも問

題なく機械収穫は実施できた。また、カビ毒含量

は、デオキシニバレノール、フモニシンが昨年より

低い数値であった。これは、今年度のトウモロコシ

の収穫ステージが前年（完熟期）より若干早かった

（黄熟後期）ことによるものと考えられた。このこ

とから、イアコーン用トウモロコシは、黄熟期に刈

取ることでカビ毒のリスクを下げられると考えられ

た。 

 

010 イアコーンサイレージの現地給与実証試験と二次

発酵抑制効果の検討          （清水） 

イアコーンサイレージの現地給与実証試験を行っ

た結果、慣行区と給与区で乳量及び各種乳成分で大

きな違いはみられなかった。今年度は２戸の酪農家

で実施したが、どちらの酪農家からも牛の食いつき

は良かったという感想を頂けた。 

二次発酵抑制試験では、酢酸生成型乳酸菌製剤を

添加することで、酵母数は開封後４日程度までは添

加区が無添加区より低い傾向であり、増殖速度も添

加区は無添加区に比べて 24 時間程度遅れていた。 

 

 

(7) 新潟県に適した新規大豆品種の育成 

研究の背景と目的 

新潟県における大豆の作付面積は、圃場の排水不良

や地力低下による収量及び品質の低下から約4,000ha

まで減少している。今後、有色素大豆の遺伝資源等を

活用して収益性の向上を図るため、栽培特性、加工性

の高い有色素大豆品種の選抜を目指す。 

 

011 有色大豆等の栽培試験          （藤田・川上） 

新潟県に適する有色素大豆を評価した結果、「里の

ほほえみ」よりも裂皮粒が少なく外観品質が良好であ

ることを主とし、その他百粒重や立毛中の障害程度な

どで形質が優れていた、黒大豆品種「黒丸くん」およ

び赤大豆系統「北陸４号」を、有望度が高いと評価し

た。 

 

012 有色大豆等の加工試験 

（諸橋・奥原・大源・堀井） 

中日本農研が育成した大豆「北陸５号」の豆腐加工

適性は可、煮豆加工適性は不可、納豆加工適性は不可

であった。「黒丸くん」の豆腐加工適性は可、煮豆加

工適性可、納豆加工適性は不可であった。 

 

(8) 革新的な土壌データの取得方法およびデータ高付

加価値化手法の開発 

研究の背景と目的 

革新的な土壌データの収集方法と土壌データに新

たな価値を付与するシステムを開発する。本年は過

去に実施したほ場整備前の土壌調査結果をデジタル

化するとともに、新たに土壌調査を実施し e-土壌

図 PRO や土壌インベントリーPRO の開発に資する。 

 

013 革新的な土壌データの取得方法および見える化 

（本間・門倉・水野） 

土壌温度・水分および土壌窒素動態モデル開発の

ため、場内基準点で取得した各種データを提供する

とともに、土壌調査 100 地点を実施し、機械学習を

用いて予測土壌図を作成した。 

 

(9) 鉄還元菌窒素固定の増強による低肥料バイオマス

生産 

研究の背景と目的 

水稲生産において重要な役割を担っている鉄還元

菌について、その窒素固定能力を既存の鉄資材を用

いて高める検証を行い、低肥料バイオマス生産技術

としての有効性を評価する。また、畑転換した場合

の鉄資材散布効果についても検討する。 

 

014 水田土壌への鉄資材施用による低肥料バイオマ

ス生産技術の実証 （大峽・谷内田・廣田・前田） 
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４年もしくは５年前に散布した鉄資材は、作土中

に残存しており、次表層へは流亡していないことが

示唆された。水稲の生育や収量、窒素吸収量にも鉄

資材施用効果が認められたことから、鉄資材の散布

による土壌の窒素供給力の向上は継続していること

が示唆された。 

 

015 鉄資材の施用による温室効果ガス発生量の削減 

（大峽・谷内田・廣田・前田） 

鉄資材の施用で６月までのメタンガス発生量が鉄

無施用区に比べて削減され、最終的な積算排出量も

１～３割程度削減された。一酸化二窒素の排出量は

作付け期間を通じてほぼ０であった。 

 

016 土壌の鉄還元菌窒素固定を高める最適な鉄資材

施用量や稲わら施用時期の検討  

（大峽・谷内田・廣田・前田） 

鉄資材を200㎏/10a施用することで、乾物重や窒

素吸収量の増加傾向が認められたが、それ以上施用

量を増やしてもさらなる生育量の増加は認められな

かったことから、鉄資材の最低施用量は 200kg/10a

であることが示唆された。 

 

017 鉄資材を散布した水田を畑転換した場合の散布

効果の確認      （谷内田・大峽・前田・廣田） 

 鉄資材を施用した水田土壌を畑状態にしてこまつ

なを栽培しても収量の増加は認められなかったこと

から、畑転換した場合は、鉄資材の施用効果は期待

できないことが示唆された。 

 

(10) 儲かる業務用米生産を実現する無コーティング

種子湛水直播技術の確立 

研究の背景と目的 

北陸地域の粘質水田において、無コーティング籾の

代かき同時浅層条播栽培が鉄コーティング直播栽培 

(慣行) と同等の苗立ち性や収量性を有することを検

証する。 

 

018 北陸地域における無コーティング直播による業

務用米低コスト生産の実証          （古川） 

 無コーティング根出し籾の代かき同時籾浅層土中

播種は鉄粉衣種子の田面播種よりも発芽が速く、苗

立率も高かった。品質・収量性は同等であった。但

し、作土が軟弱な場合、代かき同時播種時に種籾が

沈降して発芽不良となること、播種後の深水により

浮き苗や転び苗が発生しやすいことが確認された。 

 

(11) 土壌微生物叢アトラスに基づいた環境制御によ

る循環型協生農業プラットフォーム構築 

研究の背景と目的 

大豆の高位安定生産には、排水性や地力の他、様々

な要因が複合的に関与していると考えられ、植物－微

生物－土壌環境の関連性について「マルチオミクス解

析」で因果関係を解明するために、各種データの収集

が図られている。本研究では主に大豆地上部の生育お

よび収量データの収集を行う。 

 

019 北陸サブモデル圃場栽培試験    （藤田・川上） 

大豆栽培において、無施用・化成肥料施用・牛ふん

施用の３条件を設定し、大豆地上部の生育および収量

データを収集した。各データによる子実重との単相関

から、開花期の生育量確保と、成熟期の分枝節数確保

が増収につながると解析した。 

 

(12) 省力樹形に適した果樹品種・系統の選定と最適

な栽培管理方法の開発 

研究の背景と目的 

省力樹形を実際に導入した品種は一部の主要品種

に限られており、今後これらの省力樹形を普及させ、

国内の果実生産量を増やすために、品種特性に合わ

せた栽培方法を開発する必要がある。そこで、西洋

ナシのジョイント V字樹形の普及に向けた技術を開

発するとともに、ニホンナシ自家和合性品種のジョ

イント樹形による省力的着果管理技術を確立する。 

 

020 ジョイント V字樹形に適した品種の特性解明と

栽培管理方法         （大村・若桑） 

「ラ･フランス」の側枝管理方法の確立に向けた結

果枝の剪定において、長梢を誘引した積極利用の方が

形成された花芽における長果枝の割合が高い傾向が認

められた。また、エテホン処理による花芽増加効果は

見られなかった。 

雪害対策として前年効果が認められた地下水を利用

した消雪方法において、前年より吐水量を減らしても

十分な消雪効果が確認された。 

 

021 ジョイント樹形における自家和合性品種の省力

的着果管理方法        （大村・若桑） 

自家和合性品種の「新美月」と「新王」は、「幸

水」と比較して摘果にかかる作業時間に差はなく、 

人工受粉を省略することで作業時間が約 30％削減

されることが確認された。 

 

(13) 農地土壌炭素貯留等基礎調査事業における農

地管理技術検証 

研究の背景と目的 

水田土壌におけるメタン等の温室効果ガス排出削

減に効果が期待されている中干し期間の延長及び稲

わらの秋すきこみについて、知見が乏しい寒冷・積

雪地域を中心に実証を行い、温室効果ガスの排出削
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減効果や水稲の生育・収量等に与える影響を明らか

にする。 

 

022 メタン削減に資する水田の栽培管理技術実証 

（大峽・谷内田・廣田・前田） 

 稲わらの秋すき込みによりメタンガスが削減される

ことが示唆された。一方、中干しの前倒しによって、

中干し終了時までのメタンガス発生量は少なくなるが、

中干し終了後の発生量が多くなり、最終的な積算排出

量も多くなった。一酸化二窒素は作付け期間を通じて

ほぼ発生は認められないことから、メタンガスとのト

レードオフは考慮しなくてよいことが示唆された。稲

わらの春すき込みでは、中干しの前倒しで水稲の茎数

増加が抑制され、収量も少なくなったが、秋すき込み

区ではそのような傾向は認められなかった。 

 

(14) 需要に基づいた計画的・効率的な生産・流通体

系の構築と消費者への価値訴求プラットフォーム

の提供に関する開発 

研究の背景と目的 

現在の農業生産体系はプロダクトアウトが主流のた

め、需給のミスマッチが大きな問題となっている。そ

こで、需要予測や供給データ等を活用した需給マッチ

ング技術、需要に基づき計画的・効率的に生産するた

めの各種予測モデルを活用した栽培管理技術などの開

発を行う。 

 

023 需要に基づき計画的・効率的に生産するための栽

培管理技術              （遠藤・種村） 

イチゴ「越後姫」の供給予測技術の構築に向け、各

花房の開花時期および収穫時期の予測モデルについて

検討した。 

 

(15) 子実用とうもろこし（国産濃厚飼料）の安定多

収生産技術の開発 

研究の背景と目的 

温暖地である新潟県における主要な作物である水

稲及び大豆との競合を回避した栽培体系を構築する

ために、田植え後大豆播種前の播種（５月下旬～６

月上旬）－稲刈り後大豆収穫前の収穫（９月下旬～

10 月上旬）を想定した、遅播き栽培向け高能力品

種を選定する。 

 

024 温暖地における遅播き栽培向け高能力品種の選定

（小柳） 

RM93～123 の品種について６月上旬播種と４月下

旬播種における生育特性、収量性、子実水分推移等

のデータを収集した。本地帯での遅播き栽培向け品

種は、「P1690」と「34N84」が有望であると考えら

れた。また、RM とステージ進行に関する知見や、6

月上旬播種と 4月下旬播種の栽培上の相違点に関す

る知見を得た。 

 

(16) マウス体内における異種配偶子生産システム

の開発とその家畜への応用 

研究の背景と目的 

 異種胚盤胞補完法やエピゲノム編集技術などを用

いてマウス体内で異種の配偶子を生産するシステム

をラットから構築し、ウシへ応用することでそれら

の産子を取得する技術開発を行う。 

 

025 CRISPRoff システムを用いた生殖巣および生殖

細胞を欠損した異種胚盤胞補完受容胚マウス作製 

（中川） 

 新潟大学において addgene 社より購入した

CRISPRoff プラスミドを用いて CRIDPRoff ベクター

の構築に成功し、キメラ産子の獲得にも成功。 

 

026 ウシ ES 細胞の作成         （中川） 

 新潟大学でウシとマウスの凝集キメラ胚を作成す

る目的のため当センターで作成した体外受精卵ある

いは体内受精卵を凍結保存したストロー52 本を大

学に提供した。大学ではウシとマウスの異種間凝集

キメラ胚の培養に適した培養条件などの検討が行わ

れた。 

 

(17) 水田メタン・玄米ヒ素等の同時低減技術の開

発と関与微生物群集構造・機能遺伝子の解明 

研究の背景と目的 

 農業分野からの温室効果ガスの排出削減や食の安

全安心の確保は重要な課題である。水田は主要なメ

タン排出源であると同時に、そこで生産されるコメ

中の無機ヒ素およびカドミウム含量は食品由来の摂

取量のそれぞれ約 70％、40％を占めており早急な

低減技術の確立が求められている。そこで、メタン

排出とコメ中ヒ素・カドミウム濃度の同時低減技術

を確立する。 

 

027 中部地方の細粒質班鉄型グライ低地土における

水管理・資材施用による水田メタン・玄米ヒ素・

カドミウム同時低減のための栽培管理技術の開発

（本間、水野、門倉） 

出穂前後各３週間に落水処理を行うことで玄米総

ヒ素、無機ヒ素とも減少したが、Cd 濃度は上昇し

た。メタンフラックスは分析中。 

 

(18) 省力的な IPM を実現する病害虫予報技術の開

発 

研究の背景と目的 

化学農薬の使用量を削減するためには、個々のほ
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場における病害虫の発生リスクを把握することが重

要となる。そこで水稲病害虫を対象に、メッシュ農

業気象データ等の予測情報を利用して、圃場単位で

の病害虫の発生を予報する技術を開発する。 

 

028 いもち病の感染に関与する気象パラメータの収

集                （堀・下條） 

 ６時間程度の葉面結露の持続が葉いもちの感染に

つながったと推定された。結露は概ね湿度 90％以

上で開始・継続する傾向で、降雨や風で中断した。 

 

029 紋枯病の発生予測システムの適合性の検証 

（下條・堀） 

１km メッシュ稲病害発生予測システムによる紋

枯病の発生予測は、地点によって適合性に差が見ら

れるため、さらに検討が必要である。 

 

(19) ダイズ黒根腐病抵抗性を強化した品種の開発 

研究の背景と目的 

ダイズ黒根腐病については、排水改善など様々な対

策技術が講じられているが、条件によっては発病抑制

効果が明確に現れず、決定打となる防除技術が見いだ

せていない。近年、野生種ツルマメから本病抵抗性遺

伝子座が検出され、大豆に抵抗性を付与することで発

病抑制効果が認められている。そこで、新潟県優良品

種「里のほほえみ」などに本病抵抗性を付与した系統

に対して抵抗性を評価する。 

 

030 新潟県圃場での抵抗性系統の抵抗性評価 

（藤田・川上） 

 抵抗性系統 17 系統のうち、「えんれいのそら」

に集積した２系統および「里のほほえみ」に集積し

た２系統が、標準品種と比較して大豆黒根腐病の発

病度が低下する傾向が確認されたが、QTL 複合型系

統による抵抗性の効果は判然としなかった。また、

黒根腐病発病圃場の土壌分析を行い、「石灰飽和度」

および「交換性加里」に発病度との相関関係が確認

された。 

 

031 新潟県圃場での抵抗性系統の特性評価 

（藤田・川上） 

 育成地から供試された、ダイズ黒根腐病抵抗性遺

伝子座を付与する前の５系統（エンレイ系統２系統、

里のほほえみ系統３系統）について、栽培特性や収

量・品質を調査し、供試系統の有望順位を評価した。

エンレイ系統では収量が良好な系統を、里のほほえ

み系統では青立ちが少なく収量が良好な系統を有望

度１位と評価した。 

 

032 黒根腐病抵抗性の科学的評価と検定法の改良 

（下條・堀） 

大豆の根部を剝皮した際の表皮下の着色度合いと、

黒根腐病菌 DNA 量に関係が見られたが、従来法によ

る評価値との関係については、少発生条件下では判

然としなかった。 

 

(20) 畜産からのGHG排出削減のための技術開発 

研究の背景と目的 

農林水産分野における GHG 排出量のうち、家畜の

消化管内発酵や家畜排せつ物管理等の畜産由来が３

割を占めるため排出削減が求められている。牛の呼

気中メタン排出量には個体差があり、その遺伝率が

高いため、低メタン産生牛作出のための育種方法を

確立し、GHG 排出削減技術を開発する。 

 

033 低メタン産生牛作出のための育種方法の確立と応

用                  （宮腰） 

搾乳ロボットの飼槽に、牛の呼気を収集し、呼気

中のメタンと二酸化炭素濃度を測定できる分析装置

を取り付け、延べ 59 頭を供試し３回の解析を行っ

た。何れの回も平均メタン排出量は既報と同程度で

あることが確認された。 

 

(21) 高温耐性新品種育成加速化研究事業 

研究の背景と目的 

「新之助」や「ゆきん子舞」などの県育成品種か

ら高温耐性に関与する特徴的な遺伝子配列を特定し、

品種育成時に高温耐性の付与などを評価できるマー

カーを開発する。さらに、人工気象器及び世代促進

温室の利用により戻し交配を年２～３回まで実現で

きる世代促進技術を開発する。 

 

034 DNA及びRNAマーカー選抜技術の開発 

（白矢・佐藤・石橋） 

「新之助」、「ゆきん子舞」などの複数の高温耐

性品種における DNA 配列の比較解析により耐性に関

わる配列を特定し一部マーカーを開発した。また、

前年にマーカー候補として選抜された 27 遺伝子が、

本年もその発現量と白未熟粒発生率に相関が示され

た。 

 

035 高速世代促進技術の開発 

（金井・橋本・石橋） 

 夏期の温室内の高温による不稔を回避するために

は、４月 26 日頃が播種晩限と推測された。秋期の

交配では、交配種子 50 粒を得るために必要な交配

親の株数は 29 鉢であった。また、連続戻し交配の

実証では稔実割合の高まる交配方法の確立が課題で

あった。 

 



15 

－ I - 15 － 

(22) 発酵技術を活用した「次世代魚肉タンパク質

食品」の製造技術の開発（創造的研究推進費） 

研究の背景と目的 

水産練り製品は肉食の普及により生産量が減少し

続けており、全国シェア１位を占める新潟県の水産

練り食品メーカーにとって、新たな需要の創出が必

要である。そこで、これまで水産練り製品の製造に

利用されてこなかった乳酸発酵技術を導入した機能

性食品の製造技術を開発する。 

 

036 発酵技術を活用した「次世代魚肉タンパク質食

品」の製造技術の開発 

（小林和・松原・奥原） 

グルコースと酵母エキスを補填したかまぼこを乳

酸発酵させることで、魚肉タンパク質が分解されて

アンジオテンシン変換酵素阻害活性が増加すること

を確認した。更に、乳酸発酵によるタンパク質の分

解はかまぼこの表面から進行するため、単位重量当

たりの表面積を増大させることで、発酵を促進でき

ることを明らかにした。結果、基本的な製造技術を

確立した。 

  

(23) 高温・強風障害を克服するための新潟米栽培技

術 

研究の背景と目的 

温暖化の進展に伴い、猛暑日の頻度やフェーンリス

クが高まることが予想される。想定外の高温・強風

（フェーン）に遭遇しても品質低下を抑えられる技術

を開発するとともに、品質低下要因となる生体分子を

明らかにし、発現挙動を数値化することで被害リスク

の評価指標を構築する。 

 

037 強風（フェーン）被害予測システムの検証と利用

技術の確立           （佐藤・古川） 

県内４か所において、フェーンが懸念される場合に

配信される警戒情報を基に、８月～９月の予測と実測

の整合性を検証した結果、精度よく予測できているこ

とを確認した。 

 

038 強風（フェーン）被害を回避する栽培体系の確立

（佐藤・古川） 

日中、遮光し送風機と除湿器を利用することで蒸散

強制力が高まり、フェーン被害を再現できた。現地２

か所でフェーン警戒情報に基づいてパラフィン入り肥

料を散布したが、無処理区においても玄米品質の低下

が小さく、施肥効果は判然としなかった。ポット試験

でケイ酸の被害軽減効果が示唆された。 

 

039 適期収穫のための簡易な気象観測手法の検討 

（服部） 

安価な家庭用温湿度計と飽差表を用いて飽差を容易

に求めることができた。強制通風式気象観測器に比べ

て、やや高い飽差値を示すが、水稲登熟後期に問題と

なる６～９ｇ/㎥を超える高い飽差の発生を捉えるこ

とができた。 

 

040 登熟期の高温を回避する栽培体系の確立（今井） 

 移植時期が遅い程、品質が向上する傾向が見られた。

移植後に低温であった場合、収量が著しく低下するこ

とがわかった。栽植密度、肥料の違いで収量・品質に

大きな差は見られなかった。 

 

041 穂数350本への誘導         （古川） 

気象の影響で全処理区の茎数が少なく推移した。基

肥減肥や深植による初中期の生育抑制は、茎数・穂数

不足を助長した。ただし、補償作用により総籾数は適

性範囲であった。 

 

042 高温障害対策技術の評価と体系化   （佐藤） 

高温登熟対策として水管理や窒素施肥の被害軽減効

果を検証した。早期中干しと出穂期後飽水管理で、ま

た出穂期前追肥の品質改善効果が確認できた。生育量

が小さいほど白未熟粒は減少し、玄米タンパク質含有

率が高いほど基部未熟粒が減少した。 

 

043 生体分子指標に基づく高温及びフェーン被害の

影響把握及び対策技術の有効性評価  （白矢） 

遺伝子発現解析により、出穂期後の高温環境によ

るデンプン及び細胞代謝の低下が白未熟粒発生要因

であることが示唆された。また、フェーンの再現試

験及び現地試験において、デンプン分解酵素や脱水

ストレスに関係する遺伝子の発現変動がみられ高温

登熟と同様の影響があることが推察された。 

 

 

２ プロジェクト研究 

 

（24）水田園芸生産安定技術開発事業 

研究の背景と目的 

県内の水田は、土壌の物理性や化学性に問題があ

る事例が多く、野菜の安定生産にはこれらの改善が

急務と考えられた。転換畑での野菜生産を安定・向

上させるため、野菜の栽培に適した土壌に早期に改

善するための技術を開発する。 

 

044 土壌の物理性に及ぼす影響    （平原・林） 

緑肥（ソルガム）の作付けにより、透水性の改善

が確認された。 

 

045 排水効果に及ぼす影響     （藤牧・高浪） 
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緑肥を投入した試験区は、畝内の土壌水分が低い傾

向が見られた。 

 

046 野菜の生育に及ぼす影響  （長谷川・相川） 

  緑肥の場内試験を行い、生育量と最大入根深を調

査した。１㎡当たり平均乾物重はソルガムが 562g

セスバニアは 340g で、ソルガム/セスバニア比は

1.65 となった。土壌への最大入根深はソルガムが

125cm に対し、セスバニアが 45 ㎝であった。 

 

047 土壌の化学性に及ぼす影響 （長谷川・相川） 

転炉スラグの施用が土壌の化学性に及ぼす影響を

調査した。転炉スラグや消石灰、慣行苦土石灰施用

区を設けたが、いずれの区もタマネギ収穫後の pH

（H2O）が 6.0 前後に矯正された。消石灰区は４月

の越冬生育期と同様に K2O、CaO、MgO、塩基飽和度、

石灰飽和度が他区より高かった。 

 

048 野菜の生育に及ぼす影響  （長谷川・相川） 

 現地での石灰質資材の施用がタマネギの収量に及

ぼす影響を調査した。酸度矯正のための転炉スラグ

多量施用区は規格球生調整重に影響し、最も小さ

かった。消石灰区も転炉スラグ多量施用区に次いで

小さかった。一方、ポット試験では逆に転炉スラグ

が最も大きく、次いで消石灰、苦土石灰となった。 

 

049 一般ほ場の土壌の物理性・化学性等の実態 

（相川・長谷川） 

 現地の転換畑の実態調査を行った。FOEAS 施工初

年であるが排水不良の事例、落水口の深さが確保さ

れていない、畑面の均平が取れていない等の事例が

あった。また、転換直後の転換畑土壌は低 pH、リ

ン酸および塩基類が不足している傾向があった。 

 

050 砕土率を確保できる耕耘時の土壌水分の簡易判断

手法               （林・平原） 

迅速法での含水比は、重粘土を除き従来法の含水比

とよく合っており、精度よく測定できた。重粘土では、

補正を行うことで精度を高めることができると考えら

れた。 

 

(25) カーボンゼロ実現に向けた農業技術開発事業 

研究の背景と目的 

農業分野における温室効果ガスの発生抑制技術が求

められている。そのため、水田や畑地、施設園芸、米

菓製造等の農業分野において、温室効果ガスの削減を

実現するいくつかの技術を開発する。水田や畑地では、

炭素貯留と温室効果ガス削減の体系化を図り、その効

果を実証する。 

 

051 異なる土壌条件における各種炭化物の分解特性 

（門倉・本間・水野） 

 有機物の連年施用による土壌炭素量の変化は、細粒

質表層灰色グライ低地土では増加傾向、中粗粒普通灰

色低地土では連用開始初期に低下した後、維持されて

いた。籾殻くん炭施用により土壌 pH、EC、有効態ケ

イ酸、交換性加里が増加した。 

 

052 有機物資材の炭素貯留効果の評価   （小柳） 

 T-C・ADF-C・ADL-C または灰分・ADF・ADL をパラ

メータとした有機質資材全般に適用できる炭素貯留モ

デル式を構築した。また、籾殻と剪定枝について炭化

前後それぞれの炭素集積率をシミレーションした結果、

炭化物の炭素貯留性は連用開始後数年～10 年後には

炭化前資材を上回ると推察された。 

 

053 水田への籾殻炭化物等の投入効果 

 （門倉・本間・水野） 

 籾殻くん炭の 1t/10a 以下の施用は水稲、土壌への

影響は小さいと考えられた。籾殻 500 ㎏２回施用では

土づくりおよび炭素貯留となる可能性があった。 

 

054 水田転換畑（大豆）への籾殻炭化物等の投入効果

（藤田） 

炭素貯留源として籾殻くん炭資材を10a当たり現物

750kg 施用した結果、生籾殻施用および無施用の場合

と比較して、一酸化二窒素発生量および全生育期間

のGHG総量に差は見られず、大豆生育および収量にも

差はなかった。籾殻くん炭は大豆栽培において炭素

貯留源として有効であると考えられた。 

 

055 畑地（野菜）への籾殻炭化物等の投入効果 

             （相川） 

籾殻くん炭を750㎏/10a施用したが、施用当年か

ら、エダマメ、ブロッコリーの生育及び収量に影響

しなかった。ポット試験では 1.2t/10a の籾殻くん

炭施用でエダマメの生育が抑制された。 

 

056 準高冷地の黒ボク土における籾殻くん炭量 

（西土・前田） 

黒ボク土ほ場への籾殻くん炭の投入量が

750kg/10a、1200kg/10a と増加するにしたがい、土

中の炭素貯留量は増加し、枝豆の生育には影響がな

かった。ポット試験では 23,000kg/10a の投入に

よって生育と収量に影響が生じた。 

 

057 果樹園へのせん定枝炭化物等の投入効果 

（橋本） 

せん定枝炭化物等を 50kg/樹施用したが、施用し

た当年は日本ナシの生育及び果実品質、土壌条件に
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大きな影響を及ぼさず、炭素貯留に有効であると考

えられた。 

 

058 暗渠疎水材への籾殻炭化物利用技術 

（高浪・本間・門倉・水野） 

暗渠排水疎水材に籾殻くん炭を使用した場合、生

籾殻と比較して排水量は低くなったが、排水完了ま

での所要時間に変化が見られず、排水能力に差はな

いと考えられた。 

 

059 農地への炭素貯留量の実態       （本間） 

過去に実施した定点調査および土壌モニタリング調

査と昨年県内で実施した農業カーボンニュートラル研

究基礎調査事業の結果から、砂丘未熟土の炭素貯留量

の漸減傾向がみられた。 

 

060 より効果が高い水管理方法 

（門倉・本間・水野） 

慣行よりも中干し開始を早めた期間のメタン発生量 

は減少したが、中干し終了以降は慣行区よりもメタン

発生量が増加し、生育期間をとおした発生量は慣行区

よりも多くなった。 

 

061 多収米栽培への適用技術       （古川） 

 単位精玄米重当たりのGHG排出量に品種間差が認め

られた。また、有機質入肥料により排出量が増加傾向

となった。地下灌漑によるGHG排出抑制効果は判然と

しなかった。 

 

062 新たな一酸化二窒素発生抑制技術の開発 

（堀川） 

植物繊維資材を県内畑地主要４土壌（ライシメータ）

に施用した。N2O 発生抑制効果が期待されるダニ類

の増加は確認できず、ガス発生量も抑制されなかっ

た。ガス発生量は黒ボク土が多く、砂丘地未熟土では

少なかった。 

 

063 リモートセンシングによるメタン発生抑制技術の

検討           （水野・門倉・本間） 

ドローンに搭載されたサーモカメラにより水管理の 

異なるほ場を撮影した結果、田面水の有無により２℃

の温度差が確認され、中干し状況把握の可能性が示唆

された。マルチスペクトルによる中干し適期判定では、

水稲生育とpNDVIに相関が認められた。 

 

064 水田における炭素貯留、メタン削減体系の実証 

（門倉・本間・水野） 

 籾殻または籾殻くん炭を施用し、慣行および適期中

干しを行った結果、メタン発生量に資材間差は認めら

れなかった。 

 

065 畑地における炭素貯留、N2O 削減体系の実証 

（相川） 

砂壌土畑地への籾殻くん炭750㎏/10aおよび混合

複合たい肥の施用はエダマメ・ブロッコリーの成長

と収量に影響しなかった。また N2O 発生量の抑制効

果も認められなかった。 

 

066 開発技術の LCA 評価・経営評価    （守屋） 

新潟県における水稲栽培の LCA を「農産物の GHG

簡易算定ツール」を用いて行った。その結果、コシ

ヒカリ慣行栽培における温室効果ガス排出量は

1,068.1 ㎏-CO2e／10a と試算された。 

 

067 施設園芸における省エネ技術の開発 

（遠藤・種村） 

化石燃料を使用せず、再生可能エネルギー（地中

熱・空気熱）で運用する施設園芸用暖房システムを構

築し、省エネ・CO2 排出削減効果ついて検討した。一

次エネルギー消費量、CO2 排出量、ランニングコスト

が低減できる可能性が示唆された。 

 

068 施設園芸における省資源化技術の開発 （堀川） 

キュウリ栽培において、耐病性品種と JAS 有機に使

用可能な殺菌剤および天敵の使用による化学農薬使用

低減の可能性について検討し、天敵利用により農薬散

布回数を削減できる可能性が示唆された。 

 

069 米菓製造における CO2排出量の把握 

（髙橋・知野・大野） 

素焼うるち米菓１kg 製造に要する CO2排出量はソ

フト型が約 1.8kg、堅焼が約 1.7kg で、ともに焼成

の CO2 排出量比率が最も高かった。素焼もちあられ

1kg 製造に要する CO2排出量は約 1.2kg で、CO2排出

量比率が最も高い製造工程は乾燥であった。 

 

070 焼成時の排熱回収装置に関する条件検討 

（髙橋・知野・大野） 

熱回収装置モデルによる排熱回収量は、全工程合

計でガス熱量の約 9.3％と推算された。水量が半分

だと温度上昇は 1.9 倍となり、熱回収量への影響は

少なかった。滞留板設置で熱回収量は 1.7 倍増加し

た。 

 

071 もち米菓生地の硬化促進効果の高い製造条件の

検討          （髙橋・知野・大野） 

もち米菓生地の水分を 39～40％にした場合、生

地硬度は増加する一方で米菓品質は低下するが、蒸

練時の蒸気圧増加に米菓品質低下を抑える効果が見

られ、生地水分と蒸気圧の組み合わせで米菓品質の
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低下を抑えつつ生地の硬化を促進できる可能性が示

唆された。 

 

(26) 園芸産出額拡大技術開発事業 

研究の背景と目的 

県産えだまめの更なる出荷量増加や価格維持のた

め、冷凍えだまめによる通年販売が県内業者から要

望されている。そこで、冷凍に適したえだまめ品種

の栽培・調製方法から冷解凍技術までを一貫して開

発し、高品質な県産冷凍えだまめ製造技術を確立す

る。 

  

072 冷凍方式の選定、冷凍条件の検討 

（太刀川・大源・佐藤） 

冷凍えだまめの適正なブランチング処理時間は、

莢厚９mmで 105秒間、10mmで120秒間、11mmで135

秒間であった。食塩水でブランチング処理する場合

は、食塩濃度 1～２％で 15 秒間、３％～７％で 30

秒間を真水の処理時間から短縮することで生鮮えだ

まめと同等の硬度が得られることが判明した。 

 

073 収穫時の莢厚分布の検討     （佐藤・竹田） 

作型別の最大莢厚を明らかにし、４月下旬から７

月下旬までの期間のうち、４月下旬および６月下旬

播種で 10mm を超える莢厚を得られることを示した。 

  

074 基肥少施肥による莢厚肥大への影響  （前田） 

  「新潟系 14 号」において、基肥施肥量を 1/3

（5kg/10a）に減らした場合、収量はやや減少する

ものの莢厚の肥大速度には影響せず、積算温度から

の莢厚推定が可能と考えられた。 

 

075 冷凍えだまめの保存条件の解明と解凍技術の確

立                    （太刀川・大源・佐藤） 

冷凍えだまめの貯蔵時に発生する冷凍焼けは、作

製した冷凍焼けチャートの活用で数値化することが

でき、-35℃での貯蔵により長期間抑制できた。ま

た、冷凍えだまめの硬度及び莢色を保持できる加熱

解凍方式は、沸騰水、蒸し、または過熱水蒸気で

あった。 

 

(27) スマート農業技術の実証と新技術開発 

研究の背景と目的 

近年のスマート農業技術や ICT の進展はめざまし

く、これらの技術は農業の様々な課題の解決に有効

な手段となり得る。今後、普及を進めるには、その

有効性を実証するとともに利用性を高める必要があ

る。 

 

 

076 開水路用各種給水管理装置の性能評価及び利用

効果の検証           （林・平原） 

 フロート式水位センサによる開水路用自動給水機

は、慣行と同程度の精度で湛水管理及び飽水管理が

可能であり、収量及び品質も慣行の水管理と同程度

に確保できると考えられた。飽水管理は地面に塩ビ

パイプを設置することで、かん水開始を制御できた。

水管理時間は、自動給水区で長くなったことから、

水見の計画を工夫する必要がある。 

 

077 ドローン等による画像データを利用した生育診

断法の開発       （水野・門倉・本間） 

センシングドローン Phantom4 MULTISPECTRAL

（DJI）を用いて行った幼穂形成期の斜め往復撮影

結果から、前年同様に幼穂形成期の推定草冠高によ

る倒伏リスク予測の可能性が示唆されたが、GNDVI

の年次間差についてさらなる解析が必要である。 

 

078 スマート技術の導入指針の策定   （守屋） 

ドローンを利用した農薬散布作業のコスト（薬剤

費を除く）について、県内の農業法人２社から聞き

取りを行い試算した結果、10ａ当たりそれぞれ

1,683 円及び 2,296 円であった。 

また、開水路用自動給水栓の 10ａ当たり導入経

費について、同様に県内の農業法人 2社から聞き取

りを行い試算した結果、34,603 円、及び 17,932 円

となった。 

 

079 環境情報・作物情報を活用した栽培管理支援技

術の開発      （種村・遠藤・堀川・相川） 

キュウリの半促成作型および抑制作型において、

同じ作型であれば平均気温を活用した同一の指標で

節数や収量の予測の可能性が示された。また、イチ

ゴの葉面積及びLAIの簡易推定法について検討した。 

 

080 現地実証     （種村・遠藤・堀川・相川） 

キュウリについて、現地ほ場における環境条件と

収量構成要素の関係解析を行った結果、土耕栽培に

おいてもつる下げ整枝は摘心整枝と比較して収量性

や品質に優れ、平均気温を指標とした節数や収量の

予測の可能性が示された。 

 

081 PMR の栄養濃度の違いが、乳生産、ルーメン発

酵及び活動量等へ及ぼす影響      （宮腰） 

粗濃比が 60:40、55:45、50:50 の PMR を３種調製

し、フリーストールの泌乳牛に給与したところ乳量

に有意差はないが粗濃比が 55:45 の場合に乳蛋白質

率は高くなった。また、PMR が 50:50 の場合は搾乳

回数が減少し、60:40 の場合は採食競合が発生する

ことから 55:45 の場合に安定した生乳生産につなが
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ると考えられた。 

 

082 搾乳ロボット内給与飼料の栄養濃度の違いが、

乳生産、ルーメン発酵及び活動量等へ及ぼす影響 

（宮腰） 

PMR は共通とする管理で、搾乳ロボット内で給与

する配合飼料について CP 含量の異なる３区（CP18%

区・CP23%区・CP28%区）を設定し、３頭の泌乳牛を

用い３×３ラテン方格法で飼養試験を実施した。飼

料摂取量や乳生産、ルーメン発酵、血液性状等、何

れも大きな違いは認められなかった。 

 

083 乳牛の個体データによる繁殖情報や疾病の推定

法                 （宮腰） 

繁殖情報については、昨年度に引き続き 10 月ま

でに分娩した経産牛６頭について継続して調査した。

現在、乳汁中のプロジェステロン濃度を分析中で、

今後卵巣所見と活動データを合わせて解析する。疾

病予測については、治療を要する周産期疾病の牛が

いなかったため情報は得られなかった。 

 

084 スマートフォンを活用したえだまめ出荷予測精

度向上実証(炭疽病対策含む)     （宮嶋） 

 エダマメの炭疽病の発生要因を検討した。施肥量

による差は認められなかった。「収穫が遅くなる」

「収穫期に 25℃以上で降雨がある」と発病が増加

する傾向を認めた。 

 

(28) 園芸作物の品質を低下させる生理障害の発生

原因究明と発生防止技術確立 

研究の背景と目的 

西洋なし「ル レクチエ」、オリエンタル系ユリ

切り花、チューリップ切り花は首都圏等への出荷量

が多く、市場評価が高い重要品目であるが、生理障

害の発生が問題となっている。このため現地調査や

土壌・植物体の成分分析、環境要因解析等により発

生要因の解明と対策技術の確立に資する。 

 

085 植物体、土壌の無機栄養状態と障害発生との関

連の解明      （堀川・種村・遠藤・相川） 

前年と同様に障害果は健全果に比べCa濃度が有意

に低く、Caが障害発生の要因と考えられた。一方で

、樹間または園地間における障害発生の多少と、果

実、葉および土壌のCa含量との間に単純な相関は見

いだせなかった。 

 

086 カルシウム資材の施用が障害発生に及ぼす影響

の検討       （堀川・種村・遠藤・相川） 

硫酸カルシウムの土壌散布連用（１年目200㎏＋

２年目200㎏/10a）により10-40㎝の下層でも交換性

Caの増加傾向が確認されたが、果実や葉のCa濃度は

高まらなかった。カルシウムの吸収を増加させるた

めには、潅水や物理性の改善も必要と考えられた。 

 

087 果実の組織構造及び生体分子が障害発生に及ぼ

す影響の把握      （野水・佐藤・白矢） 

西洋なし「ル レクチエ」の障害果について組織

構造を観察したところ、果実外観に生理障害の症状

が認められない組織においては、正常果と比べて特

段の異常等は認められなかった。 

障害程度の異なる果実から抽出したタンパク質の

２次元電気泳動により、障害程度で量が変動するス

ポットを７つ検出した。その中で前年検出した１つ

のタンパク質に再現性が認められた。 

 

088 障害の発生状況と各要因の関連性検討（相川） 

葉先枯れ症が多発する生産者のほ場において、多

潅水管理により葉先枯れ症の発症を抑制することが

できた。また、他の発症現地の水分析から、Na以外

の要因が発症に関与している可能性が示唆された。 

 

089 葉先枯れ症状の再現系の確立    （相川） 

Naを含む水による潅水や潅水量を制限することで

葉先枯れ症の発症が増加した。また、ワセリン塗布

により葉先枯れ症の発症が抑制されたが、蒸散抑制

剤の散布は発症を抑制しなかった。 

 

090 植物体内のカルシウム濃度とトップル発生の関

係性の解明       （種村・小池・権平） 

今回の試験では生理障害の発生が見られず、植物

体のCa濃度と障害発生率の関係については判然とし

なかったが、植物体のCa吸収量は培地のCa含有量だ

けでなくMgなど他の成分含有量にも影響されること

が示唆された。 

 

091 栽培条件とトップル発生の関係性の解明 

（小池・和田・種村） 

Box栽培において草丈10cm、草丈20cm、出蕾期に

Ca資材を施用したが、トップルの発生が少なくCa資

材の効果は判然としなかった。 

養液栽培において葉や茎のCa含量が少ないとトッ

プルの発生が高くなる傾向であった。 

 

 

092 チューリップ用切り花品質保持剤と併用処理効

果の検討        （小池・和田・種村） 

市販塩化カルシウム剤（融雪剤）を Ca 資材とし

て使用し、トップルの発生を抑制できることを確認

した。 

Ca資材を併用する場合はBVBエクストラ単独処理
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よりも吸液量が減少し、品質保持剤の効果が十分に

得られない場合があることを確認した。 

 

(29) 中山間地域の園芸産地拡大に向けた山菜の栽

培技術の開発 

研究の背景と目的 

フキノトウとタラノメは中山間地域における冬期

の収入源として重要な品目である。近年、フキノト

ウは秋に地下茎を植える秋挿し栽培が増えているが、

品質が不安定のため、夏期の高温に耐える管理技術

を開発する。タラノメでは養成株における立枯疫病

の防除技術を開発する。 

 

093 フキノトウ秋挿し栽培技術の開発  （田村） 

 魚沼市系統は高農技緑系より収量が高かった。白

黒マルチは魚沼市系統で増収効果が認められず、高

農技緑系は減収する傾向であった。散水により生育

停滞が軽減する効果が認められた。最適な２回目の

追肥時期は植え付け時期により異なった。 

 

094 菌の同定と発生要因の解明、診断方法の開発 

（前田・谷内田・廣田・大峽） 

 タラノキの立枯症状がPhytpphthora cactorum に

よる立枯疫病であることを確認した。また、罹病根

からは病原力の弱い別種のPhytpphthora 属菌が分

離されており、本菌の同定及びタラノキへの病原性

については再検討が必要となった。 

 

095 タラノキ立枯疫病の防除対策 

（前田・谷内田・廣田・大峽） 

タラノキ立枯疫病に対するメタラキシル・アゾキ

シストロビン粒剤の防除効果を現地ほ場において検

証した結果、無処理区に比べて本剤散布により、立

枯疫病菌の被害を軽減できることが明らかとなった。

また、散布回数は 1回よりも２回の方が防除効果が

高まる傾向が認められた。 

 

(30) 園芸分野における有機農業の実績・参入を容易

にする支援技術の開発 

研究の背景と目的 

本県における有機農業の取組は一部の農業者に限

られ、特に園芸分野の取組はごくわずかである。有

機農業の面積拡大を支援するため、営農形態にあわ

せて導入でき、生産の安定化・省力化が図れる支援

技術を開発する。 

 

096 有機栽培が容易な園芸品目（園研） 

（五十嵐・相川・佐藤） 

早生エダマメ、軽量葉物類、ビーツ、サツマイモ、

夏まきレタスを作付けした。エダマメは今回の作型で

は莢への被害が少なく、栽培は可能と考えられた。軽

量葉菜類は不織布トンネルにより害虫被害は軽減でき

たが、作型で生育に差が生じた。ビーツは土壌水分管

理が問題となった。サツマイモは獣害により収量の評

価が判然としなかった。夏まきレタスは慣行の化成肥

料窒素量の２～４割増しした発酵鶏ふんで同等の収量

を得られた。 

 

097 有機栽培が容易な園芸品目（佐渡） 

（佐藤・山本） 

レタス有機栽培で、発酵鶏ふんペレットを窒素成分

量で慣行施肥の2割増量し、不織布トンネルを設置す

ると慣行施肥と同等の調整重のレタスを収穫できると

ともに、チョウ目害虫の被害を抑制できることを明ら

かにした。 

 

098 不織布や防虫ネットを用いたトンネル栽培によ

る害虫防除効果        （佐藤・山本） 

夏まきキャベツの有機栽培で、慣行の 14 日間隔防

除と比較し、有機JASで使用できる農薬の14日間隔、

7 日間隔の防除では防除効果が低かった。0.8mm 目の

防虫ネットトンネルは慣行防除と同程度にチョウ目幼

虫の食害を防いだ。 

 
(31) 胴割耐性水稲品種育成のための DNA マーカー

の開発 

研究の背景と目的 

近年、問題となっている水稲の登熟期における異

常高温は、胚乳内に亀裂が生じた胴割粒を多発させ

るため、食味の低下のみならず県産米のブランド力

の低下が危惧される。そこで、胴割耐性品種の開発

を加速化させるため、その原因となる遺伝子配列を

特定し耐性判別マーカーを開発する。 

 

099 胴割耐性水稲品種育成のための DNA マーカーの

開発              （白矢・石橋） 

QTL-seq 解析から、胴割耐性に関わることが推察

される合計 15 の領域を特定した。また、胴割耐性

及び不耐性系統として選抜した 44 系統のうち半数

の 22 系統が胴割発生程度に再現がみられたことか

ら、胴割耐性は遺伝的な影響をうける可能性が示唆

された。 

 
 
(32)日本なし自家和合性新品種と西洋なし「ル レ

クチエ」の苗木安定供給技術確立 

研究の背景と目的 

県育成日本なし新品種やジョイント栽培の導入に

より、苗木の需要が増加しているが、十分量が確保

できない状況が生じている。そこで、県内果樹苗木
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生産業者と協力して接ぎ木苗生産の実証研究を実施

し、技術開発と同時に優良苗木の安定生産体制を確

立する。 

 

100 マメナシ実生台木の安定増殖と高品質接ぎ木苗

生産技術確立         （大村・若桑） 

 マメナシ果実の採取時期、マメナシ種子の貯蔵期

間、発芽資材の比較を試験中。 

 

101 優良系マメナシ台木のクローン増殖技術のリ

ニューアル          （野水・佐藤） 

マメナシは３月または５月に茎頂培養すると

シュートの再生率が良く、再生したシュートの中か

ら伸長したシュートを選択して継代培養すると

シュートの増殖と伸長が良かった。 
シュートの発根処理は IBA にフロログルシノール

を組み合わせて処理を検討したが、全ての処理で

シュートの発根率が高くなったため、フロログルシ

ノールの効果は判然としなかった。 
 

102 日本なし新品種に適したジョイント栽培用大苗

の養成技術確立        （大村・若桑） 

「新王」は新梢伸長量が大きく、ジベレリンペー

スト塗布しなくてもジョイント用苗木に必要な長さ

に達することが明らかになった。一方、「新美月」

と「新碧」はジベレリンペースト塗布を行っても、

ジョイント用苗木に必要な長さの苗木が 30％程度

しか確保できなかった。また、ジベレリンペースト

塗布は、生育期後半よりも前半で効果が高いことが

示唆された。 
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３ 研究成果 
（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

３ 

 

 

４ 

 

５ 

６ 

７ 

 

 

８ 

 

９ 

 

 

 

10 

11 

12 

 

13 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

水稲有機栽培における田植え３週間後の追加除草要否基準 

難消化性澱粉を多く含む加工用途向け水稲品種「新潟 129 号」の育成 

迅速に苗立ちする根出種子の代かき同時浅層土中直播法 

 

（複合営農推進に向けた技術） 

落葉粉砕処理によるナシ黒星病及びセイヨウナシ褐色斑点病の発病抑制技

術 

いちご高設栽培における連用培地の還元処理の方法と増収効果 

夏ねぎ「夏扇パワー」の襟部裂開対策及び品質向上技術 

搾乳ロボット飼養における PMR の適正な粗濃比 

 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

10 月中旬～11 月どりが可能なカリフラワー品種「豊月」（とよづき）の定

植時期及び特徴 

施肥、不織布トンネルによる耕種的防除を組み合わせたレタスの有機栽培

法 

 

（食品産業振興に向けた技術） 

食感や外観に優れる冷凍えだまめの製造方法 

冷凍えだまめの冷凍焼け評価方法と良好な外観品質の目安 

米を原料とした容器素材の製造方法 

 

米由来原料のみを用いたチーズ様食品の製造方法 

 

基盤 

作研育種科 

作研栽培科 

 

 

園研環境・施設科 

 

園研環境・施設科 

園研育種栽培科 

畜研酪農肉牛科 

 

 

中山間 

 

佐渡 

 

 

 

食研園芸特産食品科 

食研園芸特産食品科 

食研食品工学科・穀類食

品科 

食研食品工学科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

 

２ 

 

 

３ 

４ 

 

 

５ 

 

 

６ 

（農業共通基盤部門の技術） 

炭素貯留を目的としたもみ殻くん炭の性質及び土壌化学性へ与える影響 

 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

DVR 法による水稲品種「こしいぶき」及び「新之助」の出穂期の推定 

 

（複合営農推進に向けた技術） 

搾乳ロボット飼養におけるセンシングデータの活用 

卵割状況の観察により選別した低品質体外胚の受胎性 

 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

霜害を受けたかきの副芽新梢の管理と翌年の着らいの関係 

 

（水産資源の持続的利用確保と水産物安定供給のための技術） 

海藻類によるルーメン発酵由来のメタン排出量低減効果 

 

基盤 

 

 

作研栽培科 

 

 

畜研酪農肉牛科 

畜研酪農肉牛科 

 

 

佐渡 

 

 

畜研酪農肉牛科、水海研 
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II 農業総合研究所・研究部  
 

組織構成図 

所 長 

副所長 

管 理 部 

農業革新支援担当

総 務 課 

企画経営部 
企画調整室 

（連携推進担当） 

基盤研究部 

環境保全チーム 

土壌基盤チーム 

アグリ・フーズバイオ研究部 

生物工学チーム 
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１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 

 

 

 

 

 

 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 １ 企画経営部   

県単経常  

 

201 

 

202 

 

(1) データ活用と園芸複合化による農業法人の経営発展方策

の検討 

ア 稲作法人における農場管理支援ツールのデータ活用実

態 

イ 土地利用型園芸品目を大規模に導入している稲作経営

体事例 

令２～４ 

 

 〃 

 

 〃 

 

連携推進 

 

 〃 

 

 〃 

 ２ 基盤研究部   

県単経常  

203 

204 

205 

(1) 土壌機能を利用した環境保全型農業技術の開発 

ア 転炉スラグによる土壌病害防除技術の開発 

イ 微生物の機能評価及び利用技術の開発 

ウ 稲わらのすき込み時期が雑草の発生に与える影響の解 

  明 

令４～６ 

 〃 

 〃 

 〃 

環境保全 

 〃 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

206 

207 

 

208 

 

(2) 生産現場における新技術を活用した多様な基盤研究の確

立 

ア ドローンおよび衛星データの利用技術の確立 

イ 新たな研究資源を活用した農業情報アプリや生育診断

技術の開発 

ウ 効率的な有機質資源や土作り資材の利用技術の開発 

 

令２～５ 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

土壌基盤 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

 ３ アグリ・フーズバイオ研究部   

県単経常  

 

209 

210 

 

211 

212 

(1) 県産農産物の高品質化に向けた新たな基礎技術の開発 

ア 新たな形質を付加したユリの開発 

(ア) ユリ複数品種における遺伝子導入方法の検討 

(イ) 「カサブランカ」カルスからの不定芽誘導方法の確

立 

イ 柿バッテン果の発生要因解明 

ウ 水稲の白未熟粒発生予測システムの栽培地域及び品種

適合性評価 

令２～４ 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

生物工学 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

１ 企画経営部 

(1) データ活用と園芸複合化による農業法人の経営

発展方策の検討 

研究の背景と目的 

稲作法人にクラウド型農場管理支援ツールの普及

が進んでいる。そのデータを活用した事例を収集

し、経営管理改善手法の開発をめざす。また、稲作

法人が大規模に土地利用型園芸品目の生産に取り組

む際の導入条件を明らかにする。 

 

201 稲作法人における農場管理支援ツールのデータ

活用実態 （守屋） 

上越市の法人を対象に農場管理支援ツールの活用

実態を調査した。栽培及び作業履歴の記録用途以外

に、作業指示書の作成や次年度の作業計画・作付け

計画に活用していた。 

 

202 土地利用型園芸品目を大規模に導入している稲

作経営体事例 （守屋） 

新発田市の法人を対象に加工用たまねぎの導入事

例を調査した。作付するほ場の選定を重視し、良い

条件の圃場をローテーションすることや、綿密な作

業計画に基づく適期作業で高収量を確保するととも

に、JA の事業を活用し、機械・施設費を低減する

ことで収入を確保していた。 

 

２ 基盤研究部 

(1) 土壌機能を利用した環境保全型農業技術の開発 

研究の背景と目的 

 将来にわたり持続可能な農業生産を行うため、環

境保全型農業の推進は重要な課題である。そこで、

土壌の持つ様々な機能を活かし、環境にやさしく、

かつ安定した農業生産量を確保するための技術開発

を行う。 

 

203 転炉スラグによる土壌病害防除技術の開発  

         （廣田・前田・谷内田・大峽） 

 緩衝能曲線を作成し転炉スラグを２ほ場へ施用し

たが、土壌 pH が改良指標値である 7.5 まで達する

ことはなかった。このことから、所内ほ場の土壌は

転炉スラグを施用しても pH を改良しにくい可能性

が示唆された。 

 

204 微生物の機能評価及び利用技術の開発 

（廣田・前田・大峽・廣田） 

 ダニ及び植物系繊維の土壌施用の有無および肥料

の違いによるホウレンソウ萎凋病に対する発病抑制

効果を検証した。ダニ施用による発病抑制効果は判

然としなかった。植物系繊維施用により、ポット試

験において、根部の発病抑制効果が認められた。肥

料の違いについて、土中の萎凋病菌量増加に応じた

根部の萎凋病発病度の増加度合が有機質肥料区は化

学肥料区に比べ緩慢な傾向が認められた。 

 

205 稲わらのすき込み時期が雑草の発生に与える

影響の解明   （大峽・谷内田・廣田・前田） 

 水稲有機栽培において稲わらを春にすき込むと、

前年秋にすき込む場合と比べてノビエやコナギが減

り、ホタルイが増える傾向が認められた。除草後の

全雑草発生量は春すき込みのほうが多く、水稲の生

育が劣り、収量も少なくなった。 

 

(2) 生産現場における新技術を活用した多様な基盤

研究の確立 

研究の背景と目的 

 農耕地土壌図やメッシュ農業気象データ等の農業

基盤データやリモートセンシングデータの利用環境

の整備が進んできたことから、これらを利活用する

ための基盤技術の開発を行う。また、生産現場では

地力低下や地球温暖化抑制が課題であることから、

効果的な技術開発を行う。 

 

206 ドローンおよび衛星データの利用技術の確立 

 （本間・門倉・水野） 

サーマルカメラ搭載のドローンにより栽培管理の異

なる条件における稲体温度を測定した結果、生育量が

大きいほど温度が低い傾向がみられた。 

GNDVI 値と草丈、葉数および草丈×SPAD との相関は

比較的高く、水稲の生育診断法としての衛星データ利

用の可能性が示唆された。  

 

207 新たな研究資源を活用した農業情報アプリや生

育診断技術の開発       （本間・高浪） 

加法モデルを用いて、ピーク NDVI 値と水稲収量

の関係を解析した結果、NDVI 値だけでもある程度

の説明力があることがわかったが、収量予測精度の

改善が必要と思われた 

 

208 効率的な有機質資源や土作り資材の利用技術の

開発 （門倉・水野） 

コシヒカリの全量基肥栽培において高溶出ケイ酸

資材の側条施肥を行った結果、資材全層施肥の場合

の半量でも前年同様にケイ酸吸収量および収量の増

加が認められた。 

籾殻の施用により土壌全炭素の増加、有効態ケイ酸

の増加が見られたが、水稲生育、収量、品質、茎葉ケ

イ酸濃度に影響は見られなかった。室内試験では、籾

殻くん炭の添加により、培養窒素の増加が見られた。

籾殻中ケイ酸の有効化率はケイ酸質資材と同等であっ
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た。 

 

３ アグリ・フーズバイオ研究部 

(1) 県産農産物の高品質化に向けた新たな基礎技術

の開発 

研究の背景と目的 

新潟県産品の差別化、ブランド化に向けて農産物の

高品質化技術が求められている。そこで、これまでに

開発した新技術の検証及び拡張を行うとともに、果実

の障害発生過程を解明し、県産農産物のブランド力向

上を目指す。 

 

209 ユリ複数品種における遺伝子導入方法の検討  

（佐藤・野水） 

パーティクルボンバートメント法によりユリ複数

品種のりん片へ遺伝子導入を行った結果、すべての

品種で導入前に２週間の茎頂誘導を行うことで導入

効率が高くなった。また、OT 系統の「ザンベジ」

に比べて LA 系統品種の方が遺伝子導入され易い傾

向が見られた。 

 

210「カサブランカ」カルスからの不定芽誘導方法

の確立            （野水・佐藤） 

「カサブランカ」カルスからの不定芽誘導に適す

る培地固化剤はジェランガムより寒天が良く、寒天

の濃度は 0.5％より 0.7％または 1％が良かった。 

 

211 柿バッテン果の発生要因解明       

（野水・佐藤・白矢・堀川） 

果実の障害程度により量が変動するタンパク質を解

析する予定であったが、機器の故障により行えなかっ

た。 

 

212 水稲の白未熟粒発生予測システムの栽培地域及

び品種適合性評価          （白矢） 

再構築した品質予測式は、コシヒカリの開花後 5

日、7日、10 日の籾（頴花）における遺伝子発現か

ら収穫後の白未熟粒発生を予測することが可能だ

が、診断時期後の急激な温度変化により、予測誤差

が生じる場合があることが示された。また、コシヒ

カリ以外の品種に対する本技術の適応は困難である

ことが示された。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

水稲有機栽培における田植え３週間後の追加除草要否基準 

 

 

基盤 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 
炭素貯留を目的としたもみ殻くん炭の性質および土壌化学性へ与える影響 

 

 

基盤 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

New estimation model for paddy soil temperature in early 

growth stage, and its application to estimate nitrogen 

mineralization of organic fertilizer.  

（Toshimitsu Honma, Toru Tsuchida, Katsuhiro Ishii, 

Takafumi Mizuno, Yasushi Ishigooka, Takahiro Takimoto, & 

Tsuneo Kuwagata） 

Soil Science and Plant 

Nutrition, 68(2),295-

304. 

令４.２ 

12 道県の水田土壌における乾田化傾向の要因（伊勢裕太・神田隆

志・前島勇治・八木哲生・髙橋良学・中川進平・岩佐博邦・本間利

光・大橋祥範・小松茂雄・松山 稔・平山裕介・餅田利之・松井佳

世・久保寺秀夫・高田裕介） 

日本土壌肥料学雑誌 93 

(3), 108-120 

令４.６ 

QTL Pyramiding and Its Use in Breeding for Increasing the 

Phytoextraction Efficiency of Soil Cd via High-Cd-

Accumulating Rice.（Tadashi Abe,Masashi Ito,Ryuichi 

Takahashi,Toshimitsu Honma, Masato Kuramata, & Satoru 

Ishikawa） 

Plants, 11(16), 2178. 令４.８ 

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

Use of measured water levels as a water management indicator 

for reducing rice grain arsenic and cadmium concentrations. （

Toshimitsu Honma, Ken Nakamura, Hidetaka Katou and Tomoyuki 

Makino） 

22nd World Congress of 

Soil Science (WCSS) – 

Glasgow 2022 

令４.７.31

～８.５ 
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Iron application to paddy soil increases rice productivity by 

enhancing nitrogen-fixing activity of iron-reducing bacteria. 

（ Hirotomo Ohba,Yoko Masuda,Ryo Takano,Sakura Sato,Hideomi 

Itoh,Yutaka Shiratori,Keishi Senoo） 

22nd World Congress of 

Soil Science 

令４.７.31

～８.５ 

水田土壌の鉄還元菌窒素固定に関わる酸化鉄鉱物の分布と量変化（佐

藤咲良、増田曜子、大峽広智、小暮敏博、妹尾啓史） 

日本ペドロジー学会 2022

年度大会 

令４.８.19 

出穂前後各3週間における落水時期の違いが水稲のAsおよびCd濃度に

及ぼす影響（本間 利光, 門倉(金子) 綾子, 水野 貴文, 馬場 浩司, 

中村 乾, 加藤 英孝） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (68), 53 

令４.９.13

～15 

ドローンを用いた斜め往復撮影による水稲草冠高および植生指数の

把握（水野 貴文, 門倉(金子) 綾子, 本間 利光） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (68), 80 

令４.９.13

～15 

水田土壌の溶存ヒ素濃度の反応速度論的解析（本間 利光, 石井 勝博

, 水野 貴文, 牧野 知之, 中村 乾, 加藤 英孝） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (68), 185 

令４.９.13

～15 

全国12道県の水田土壌における可給態窒素量を規定する因子（一ノ瀬 

侑理, 伊勢 裕太, 神田 隆志, 前島 勇治, 八木 哲生, 髙橋 良学, 

中川 進平, 岩佐 博邦, 門倉(金子) 綾子, 大橋 祥範, 小松 茂雄, 

松山 稔, 平山 裕介, 餅田 利之, 松井 佳世, 高田 裕介） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (68), 72 

令４.９.13

～15 

水田土壌の低結晶性鉄鉱物による鉄還元菌窒素固定の増強（佐藤咲良

、増田曜子、大峽広智、小暮敏博、高橋嘉夫、妹尾啓史） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (68), 78 

令４.９.13

～15 

新潟県伝統野菜かぐらなんばんの産地における土壌病害の発生状況

と防除対策（廣田早紀、前田征之、大峽広智、天野淳二、田村道代、

波田野圭祐、加納義高） 

日本土壌肥料学会関東支部

茨城大会・講演要旨集  

令４.11.20 

衛星コンステレーションを利用した水稲の生育診断法（本間利光、水

野貴文、門倉（金子）綾子、David Sprague、櫻井 玄） 

日本土壌肥料学会関東支部

茨城大会 

令４.11.20 

Genome wide association studies in rice to improve nitrogen 

fixation capacity in paddy fields. （Hikaru Asano, Zhihang Feng, 

Yoshihiro Ohmori, Yoko Masuda, Hirotomo Ohba, Keishi Senoo, 

and Toru Fujiwara） 

第 64 回日本植物生理学会

年会 

令５.３.10

～17 

植物油精製副生物による土壌還元消毒の可能性（宮崎 暁喜,村元 靖

典,前田 征之,西藤 桂子,野見山 孝司） 

日本植物病理学会講演要旨

集 

令５.３.27

～29 

「コドラート法」による乗算優占度（MDR）を用いた水稲有機栽培にお

ける田植え3週間後の追加除草要否基準（大峽広智、中村哲也、藤井義

晴、大川泰一郎） 

日本作物学会第 255 回講演

会要旨集，11 

令５.３.29

～30 

アイガモロボ®実証実験圃場の機械除草削減量、水稲収穫量、スクミリ

ンゴガイの稲食害抑制効果（中村哲也、大峽広智、磐佐まりな、藤井

義晴、大川泰一郎） 

日本作物学会第 255 回講演

会要旨集，14 

令５.３.29

～30 

 

（３）現地指導 

なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政資料の執筆 
なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令4.10.21  堀之内たらの芽生産組合ほ場巡回・全体会議 20 前田征之 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

教科名 
授業時間（時間） 

講師 
講義 演習 実習 計 

農業環境 ８    前田征之 

卒論作成支援     門倉綾子 

農業起業化論Ⅰ 16    守屋透 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行事 内容 講師 

令4.7.20 新潟大学理学部 授業科目「科学・技術

と社会」講義 

農業研究における基礎研

究の活用例について 

白矢 武士 

令4.12.16 新潟食料農業大学 農業気象学集中講義 新潟県農業総合研究所に

て実施しているドローン

を活用した研究開発の取

組を紹介 

水野貴文 

令5.1.13 （一財）日本土壌協会 

土壌医の会全国協議会 

土壌医資格登録者等レ

ベルアップ研修会 

水稲におけるリン酸等蓄

積の現状と対応について

講演 

水野貴文 

 

（６）研修生受け入れ    

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

池端 諒 新潟大学 インターンシップ 令4.9.20～令4.9.27 アグリ・フーズバイオ

研究部 

片 菜々美 新潟大学 インターンシップ 令4.9.20～令4.9.27 アグリ・フーズバイオ

研究部 

福島 花奈 長岡技術科学大学 実務訓練 令4.11.2～令5.1.27 アグリ・フーズバイオ

研究部 

 

（７）取材対応    

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

令4.7.5 農林中金総合研究所 水田園芸導入の取組について 牛腸奈緒子 令4.9.12 

令5.2. （株）ネオス 資源循環への取組について 牛腸奈緒子 令5.4.3 
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４ 総務報告 

（１）施設（農業総合研究所・作物研究センター） 

所 在 地 長岡市長倉町 857 番地 

建物面積 延 10,268 ㎡ 

圃場面積 田 14.51ha、畑 4.25ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 8,633     8,633 

維持管理費 42,840   51 95 42,694 

経常研究費 1,793     1,793 

ほ場・飼育管理費 0     0 

受託試験費 8,308    8,308 0 

政策研究費 42,496    26,384 16,112 

備品整備費 1,062     1,062 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 5,006     5,006 

その他（他課事業） 18,194     18,194 

合計 128,332   51 34,787 93,494 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 所長 

副所長 

眞島 操 

水沢 誠一 

（土壌基盤） 専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

研究員 

技術員 

 〃 

本間 利光 

門倉 綾子 

藤牧 洋介 

水野 貴文 

高浪 裕三 

中村 信之 

高橋 浩之 

管理部・総務課

（庶務） 

 

管理部長・総務課

長 

庶務係長 

主査 

主任 

主事 

 

保坂 直人 

 

戸田 健一 

鳥部 美幸 

細貝 裕子 

青木 和憲 

 
アグリ・フーズ

バイオ研究部 

 

 

 

 

アグリ・フーズバ

イオ研究部長 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

研究員 

白鳥 豊 

 

佐藤 和人 

野水 利和 

白矢 武士 

相原浩太郎(兼務) 

堀川 拓未(兼務) 

石橋 俊明(兼務) 

山下 舞(兼務) 

企画経営部 

企画調整室 

 

 

連携推進担当 

 

 

 

企画情報部長 

企画調整室長 

専門研究員 

 〃 

専門研究員 

 〃 

 〃 

水沢 誠一 (兼務) 

石本 万寿広 

堀内 千鶴子 

黒田 智久 

守屋 透 

小泉 薫 

樋口 泰浩 

基盤研究部 

（環境保全） 

基盤研究部長 

専門研究員 

 〃 

主任研究員  

 〃 

牛腸 奈緒子 

前田 征之 

谷内田 学 

大峽 広智 

廣田 早紀 

農業革新支援担

当 

 

副参事 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

佐野 晃 

加藤 文洋 

佐藤 誠 

田辺 茂郷 

小潟 信雄 

田村 良浩 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年 

３月31日付 

転出 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

転入 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

退職 

〃 

〃 

牛腸奈緒子 

白鳥豊 

石本万寿広 

小林幸人 

室橋恵 

赤石隆一郎 

高浪裕三 

丸山遥 

伊東一彦 

小泉薫 

黒田智久 

樋口泰浩 

谷内田学 

戸田健一 

鳥部美幸 

中村信之 

田崎義孝 

佐藤徹 

神田尚樹 

基盤・研究部長 

バイオ・研究部長 

企画・企画調整室長 

長岡整備部・副参事 

魚沼健康部・総務係長 

農産園芸課・主査 

基盤・主任研究員 

新潟農林部・技師 

作研・技術員 

企画・専門研究員 

企画・専門研究員 

企画・専門研究員 

基盤・専門研究員 

総務・庶務係長 

総務・主査 

農総研・技術員 

退職 

退職 

退職 

企画・連携推進室長 

企画・企画調整室長 

企画・専門研究員 

総務課・副参事 

総務課・主査 

企画・主任研究員 

基盤・研究員 

バイオ・研究員 

農総研・技術員 

柏崎農業部・企画振興課長 

園研・専門研究員 

作研・専門研究員 

新潟農林部・専門普及指導員 

十日町整備部・課長代理 

中越教育・主任 

作研・技術員 

基盤研究部長 

バイオ部長 

企画・専門研究員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

穀粒判別機 RGQI100A（株式会社サタケ） 

 

（６）派遣研修者 

  なし 

 

（７）参観者数 

  なし 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明の名称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

カドミウム吸収抑制資材及び稲の栽培

方法 

門倉綾子・本間利

光・前田征之・大峡

広智 

特願 

2009-236195 

平 21.10.13 

特開 

2011-83194 

平 23. 4.28 

 

第 5282344 号 

平 25. 6. 7 

稲用含鉄資材、稲用含鉄資材の製造方

法及び稲用含鉄資材の施用方法 

伊藤公夫・井本健

夫・白鳥 豊・犬伏和

之 

特願 

2014-251235 

平 24.12.11 

特開 

2016-113312 

平 28. 6.23 

 

第 6474601 号 

平 31．1．8 

水田土壌用硫化水素検知装置及び水田

における硫化水素の発生状況確認方法 

白鳥 豊・土田沙由

理・古川勇一郎・阿

部大介・三木孝昭 

特願 

2015-218346 

平 25.11. 6 

特開 

2017-090149 

平 29. 5.25 

 

第 6507352 号 

平 31．4.12 
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稲の白未熟粒発生率予測方法、稲の整 

粒歩合予測方法及び稲の栽培方法 

白矢武士・土田沙由 

理・佐藤 徹・東 聡

志 

特願 

2017—185414 

平 29. 9.26 

特開 

2019-58103 

平 31. 4.18 

 

第 6933838 号 

令 3. 8.24 

水田用除草具及び水田雑草防除方法 白鳥 豊 特願 

2019-48492 

平 31.3.15 

特開 

2020-146009 

令 2.9.17 

 

第 6970449 号 

令 3.11．2 

農耕地用一酸化二窒素低減材及び農耕

地における一酸化二窒素発生量の低減

方法 

白鳥 豊・土田沙由

理・妹尾啓史・平柳

貴弘・永峰 賢・深野

 透 

特願 

2018-154828 

平 30.8.21 

特開 

2019-52296 

平 31.4.4 

 

第 7170259 号 

令 4.11．4 

 

 

イ 実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

エ 登録品種 

なし 

 

（９）栄誉 

   なし 
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III 作物研究センター  
 

組織構成図 

育 種 科 
新品種開発チーム 

原種生産管理チーム 

高品質栽培チーム 

水田高度利用チーム 

病害虫チーム 

栽 培 科 

作物研究センター長 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 １ センター内プロジェクト   

県単経常  

 

301 

302 

303 

304 

 

305 

 

306 

 

 

307 

308 

309 

310 

 

 

311 

312 

(1) 持続可能な水田農業推進のための生産技術の確立 

ア 高品質安定生産技術の改善 

（ア）水稲気象感応生育調査 

（イ）「新之助」の生育に適した全量基肥肥料の検討 

（ウ）硫黄被覆肥料による基肥一発施肥体系の確立 

（エ）除草剤抵抗性ノビエの防除法の検討 

イ 省力・低コスト栽培技術の検証 

（ア）生育調節剤などを利用した老化苗活性化技術 

ウ 農業 ICT を活用した生育診断 

（ア）栽培管理支援情報伝達システムによる出穂期予測・追

肥診断の精度検証 

エ 稲種子発芽試験（収穫直後）における品種別休眠打破法 

（ア）品種別休眠打破法の効果 

（イ）予熱処理後から発芽試験開始までの期間の効果検証 

（ウ）種子の休眠を深めるための高温登熟処理の効果検証 

（エ）休眠性の深い品種の休眠打破方法 

オ 大豆種子発芽試験における子実水分の影響及び前処理方

法の検討 

（ア）子実水分と奇形粒・腐敗粒の発生 

（イ）奇形粒・腐敗粒の発生を抑制する前処理方法 

令３～５ 

 

 〃 

〃 

令４～５ 

令３～５ 

 

〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

〃 

 〃 

  

  

 〃 

 〃 

育種科、栽培科 

 

栽培科 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

  

 〃 

 

 

育種科 

 〃 

 〃 

 〃 

  

 

 〃 

 〃 

県単政策  

 

313 

314 

315 

316 

317 

 

(2) 主要農作物種子生産・供給対策事業 

ア 水稲優良品種選定調査 

(ア) 基本調査（本調査） 

(イ) 現地調査 

イ 大豆優良品種の選定 

ウ 麦類の優良品種の選定 

エ 県内のいもち病菌レース 

 

令４ 

 

 〃 

〃 

 〃 

 〃 

 〃 

  

育種科、栽培科 

 

育種科 

〃 

栽培科 

 〃 

 〃 

  

 ２ 育種科   

県単経常  

318 

 

 

319 

 

320 

321 

 

 

 

 

 

 

(1)水稲の基幹品種の育成 

ア 粳、酒、糯、新形質米の有望系統の育成 

イ DNAマーカー選抜法を用いたいもち病ほ場抵抗性系統の

育成 

（ア）DNAマーカー選抜法を用いたいもち病ほ場抵抗性系統

の育成 

（イ）新系統「長 2528」の概要 

（ウ）新系統「長 2531」の概要 

平９～ 

 〃 

平 29～ 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

育種科 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 

 〃 

 〃 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 ３ 栽培科   

県単経常  

 

 

 

322 

323 

324 

325 

 

326 

327 

328 

 

 

329 

330 

331 

332 

 

333 

 

334 

335 

(1) 栽培技術の高度化に対応した先進的病害虫管理技術の開発 

ア 水稲の低コスト栽培、高品質栽培を支援する病害虫管理技術

の開発 

（ア）病害虫の発生実態と対策技術 

a 新規育苗箱施用剤によるいもち病育苗期感染防止効果 

b 新規育苗箱施用剤による本田いもち病防除効果 

c 新之助における効率的な紋枯病防除法の検討 

d 多収性晩生品種における紋枯病の影響             

（イ）薬剤感受性のモニタリング 

  a ばか苗病菌のDMI剤感受性 

  b いもち病菌のQoI剤耐性の年次推移 

  c 斑点米カメムシ類の簡易・迅速な感受性検定方法 

イ 大豆「里のほほえみ」の病害虫防除体系の確立 

（ア）病害の発生実態と対策技術 

a 葉焼病の薬剤防除効果の中規模実証 

b 葉焼病の２回防除の効果 

c 葉焼病の品種間差の検討 

d 各種薬剤の紫斑病防除効果 

（イ）総合的防除体系の確立 

  a ダイズカメムシ類の発生実態 

ウ ICT等を活用した簡便な病害虫調査手法の開発 

（ア）ICT等を活用した捕虫器（トラップ）の開発 

（イ）画像解析による簡便な病害虫調査手法の検討 

令４～６ 

  

 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

栽培科 

 

 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

県単経常 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

336 

337 

338 

 

 

 

339 

 

340 

 

341 

 

342 

343 

344 

(2) 新潟県版複合営農体系の確立に向けた技術開発 

ア 水田における農産物安定生産技術の開発 

 （ア）気象感応調査 

a 大豆気象感応調査 

b 大麦気象感応調査 

c 小麦気象感応調査 

イ 効率的な水田利用を可能にする支援技術の開発 

（ア）先端技術を取り入れた生育診断技術や機械操作技術等

の確立 

a 固定式カメラによる水稲生育情報の把握 

 ウ 持続可能な水田活用のための技術開発 

 （ア）多収晩生品種に対する水稲育苗箱全量施肥専用肥料の

利用技術 

 （イ）発酵鶏ふんの深層施肥技術による穂肥省力化技術の開

発 

 （ウ）ソバの物理的受粉促進技術による収量向上 

 （エ）ソバにおける発酵鶏ふんの化学肥料代替効果の検証 

 （オ）カーボン・オフセットに適するカバークロップの選定 

令４～６ 

 

 

〃 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

栽培科 

  

  

〃 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単政策  

 

345 

346 

 

347 

 

348 

 

349 

350 

(3) 斑点米カメムシ類の新たな防除体系の確立 

ア アカスジカスミカメの発生動態の解明 

（ア）アカスジカスミカメの個体群動態 

（イ）アカスジカスミカメの移動分散能力 

イ 斑点米カメムシ類の新たな防除体系 

（ア）アカスジカスミカメに対する数種殺虫剤の防除効果と 

  特性 

（イ）斑点米カメムシ類の薬剤感受性モニタリング 

ウ 発生予察データの再解析と高度化 

（ア）発生予察データの再解析と高度化 

（イ）斑点米多発生事例の実態調査 

令３～５  

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

 〃 

 

 〃 

 〃 

栽培科 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

 〃 

 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

351 

(4) 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の側条施用技

術の検討 

ア 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の側条施用

技術の検討 

令３～４ 

 

 〃 

栽培科 

 

 〃 

外部資金  

352 

(5) 米由来の新規機能性食品素材の開発 

ア 米由来の新規機能性食品素材の開発 

令３～４ 

 〃 

栽培科 

 〃 

外部資金  

 

353 

(6) 水稲・小麦・大豆の栽培管理支援システム Ver.3 とメッシ

ュ農業気象データ取得ツールの開発 

ア 新規開発・改良版 API の現地における検証 

令４ 

 

 〃 

栽培科 

 

 〃 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究課題及び調査事業概要 

１ センター内プロジェクト 

(1) 持続可能な水田農業推進のための生産技術の確

立 

研究の背景と目的 

 農業経営の大規模化や ICT の農業利用が浸透して

きており、作業の効率化が求められている。また、

水稲種子生産での収穫・乾燥作業に伴う発芽率低下

の改善、稲品種の貯蔵性の違いに基づいた効率的な

種子生産の実現が求められている。そのため、水稲

の省力・低コスト栽培技術及び安定した優良種子を

生産するための基礎技術を構築する。 

 

301 水稲気象感応生育調査 （服部） 

６月上中旬や ８月後半の低温寡照、幼穂形成期前

や収穫期の高温や乾燥など、各品種の早晩性に応じ

て、生育・収量、品質ともに良否の差が見られた。

特に早生の「こしいぶき」では、白未熟粒（基部未

熟、腹白）、その他未熟粒が平年より多く、品質が

低下した。 

 

302 「新之助」の生育に適した全量基肥肥料の検討

 （今井） 

全量基肥肥料の既存２銘柄を施肥窒素量５kg/10

ａで施肥し、生育・品質・収量を調査した。いずれ

の銘柄も生育に大きな支障は認められなかったが、

養分溶出パターンが想定とはずれており、継続検討

が必要である。 

 

303 硫黄被覆肥料による基肥一発施肥体系の確立 

 （今井） 

硫黄被覆肥料では、コシヒカリおよび「新之助」

で出穂後の葉色が低下する傾向が見られた。品質

は、コシヒカリでは低下が見られたが、「新之助」

では差がなった。 

 

304 除草剤抵抗性ノビエの防除法の検討 （服部） 

シハロホップブチル等に抵抗性を示すノビエ系統

に対して、中・後期除草剤の効果を確認した。ノビ

エの葉齢等、散布適期に余裕を持った処理や展着剤

の加用など、十分な除草効果を得るためには、剤に

応じた適正な処理方法を遵守する必要がある。 

 

305 生育調節剤などを利用した老化苗活性化技術  

（古川） 

薬害の出やすい除草剤及び高密度播種老化苗移植

により初期生育が抑制され、品質に差はないものの

減収傾向が認められた。老化苗に対する生育調節剤

の活性化効果 (生育促進効果) は限定的であった。 

 

306 栽培管理支援情報伝達システムによる出穂期予

測・追肥診断の精度検証 （佐藤） 

２回目穂肥の診断指標を作成するため、過去デー

タを用いて、出穂期の SPAD 値を目標変数、２回目の

穂肥時の窒素量と SPAD 値を説明変数とする重回帰

式を作成した。 

 

307 品種別休眠打破法の効果 （高添） 

水稲種子審査における規定の休眠打破方法の効果

を品種別に調査した。予熱 50℃処理の効果は品種を

問わず高く、処理日数が延びるほど高まった。水浸

漬処理は、主に休眠が深い品種に対して効果が不十

分であった。 

 

308 予熱処理後から発芽試験開始までの期間の効果検

証 （高添） 

水稲種子の発芽試験において、予熱（休眠打破）

処理終了から発芽試験開始までの時間は、発芽率に

影響を及ぼさなかった。 

 

309 種子の休眠を深めるための高温登熟処理の効果

検証                             （高添） 

休眠の深い水稲種子を得るために、水田に小型ビ

ニルハウスを設置して登熟中後期の温度を高めた。

コシヒカリでは休眠が深くなったが、他の品種（「つ

きあかり」、「五百万石」、「いただき」）では明

確な変化が生じなかった。 

 

310 休眠性の深い品種の休眠打破方法 （高添） 

水稲種子審査の発芽試験における休眠打破方法と

して、休眠の深い品種（「つきあかり」、「五百万

石」、コシヒカリ、「いただき」）に対しては予熱

50℃処理が最適であった。収穫３週間後の調査にお

ける処理日数は最低７日を要し、さらに日数の延長

は休眠打破の促進を期待できる。 

 

311 子実水分と奇形粒・腐敗粒の発生 （岩津） 

品種・粒大にかかわらず、子実水分が 10％付近か

ら低いほど奇形粒、腐敗粒が多くなる傾向であった。

「里のほほえみ」は「エンレイ」大粒・中粒に比べ、

奇形粒の発生割合が大きかった。奇形粒のうち大半

は子葉に亀裂の生じた粒（亀裂粒）であった。子実

水分が 10％前後より高い場合、亀裂粒はほとんど発

生しなかった。 

 

312 奇形粒・腐敗粒の発生を抑制する前処理方法 

 （岩津） 

添加水量と処理時間の違いによる子実水分の変化

は、シャーレ及び紙おむつによる水分調整とも品種・

粒大にかかわらず概ね同様の傾向であった。シャー
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レによる水分調整処理後 24 時間の子実水分は、「里

のほほえみ」は「エンレイ」大粒・中粒に比べやや

低かった。紙おむつはシャーレに比べ子実水分の増

加が緩慢であった。 

 

(2) 主要農作物種子生産・供給対策事業 

研究の背景と目的 

主要農作物におけるブランド力を強化して農業所

得を確保するためには、実需者等のニーズを踏まえ

た良食味・高品質な品種を県優良品種に選定して普

及推進する必要がある。このため、新潟県種子条例

に基づき優良品種選定調査を行う。 

 

313 基本調査（本調査） （橋本） 

13 系統を供試し、中生の「新潟 124 号」を有望、

極早生の「新潟 130 号」を再検討、その他の系統を

やや有望とした。 

 

314 現地調査 （松井） 

４地域で極早生３系統を供試し、担当農業普及指

導センターによる特性の評価において「新潟 126

号」は３地域で中、１地域で劣る、「新潟 131 号」

は１地域で優れる、１地域では中、２地域で劣る、

「新潟 135 号」は４地域で中と判断された。 

 

315 大豆優良品種の選定 （川上・藤田） 

「東山 239 号」はエンレイ並みの熟期で難裂莢の

性質を有し、青立ち株の発生が少なく、外観品質が

良く、子実重が「エンレイ」より多かったことから

有望とした。「東北 191 号」と「北陸５号」は「エ

ンレイ」と「里のほほえみ」の中間の成熟期で、外

観品質が良いことからやや有望とした。 

 

316 麦類の優良品種の選定 （川上・藤田） 

大麦は収量性が高い「北陸皮 66 号」を有望とし

た。もち性大麦は収量性が高い「北陸皮 73 号」及び

品質の優れた「ホワイトファイバー」を有望とした。

小麦は基準品種並みの特性を持つ、「東北 237 号」、

「東北 237 号」、「東北 239 号」、「東山 53 号」を

有望とした。 

 

317 県内のいもち病菌レース （堀・下條） 

県内で分離したいもち病菌 227 菌株を供試し、「コ

シヒカリ新潟 BL３号」に病原性を持つレースが１地

点で４菌株分離された。 

 

２ 育種科 

(1) 水稲の基幹品種の育成 

研究の背景と目的 

新潟県の稲作が今後とも産地間競争に打ち勝つた

めには、全国に先駆けて商品性の高い新たな品種を

開発し、実用化することが極めて重要である。将来

にわたり食料供給県としての地位を維持するため、

本県での栽培に適する優良な水稲基幹品種を育成す

る。 

 

318 粳、酒、糯、新形質米の有望系統の育成 

  （橋本） 

優良品種選定予備試験に供試している粳・酒・糯・

新形質米 194 系統のうち、有望又はやや有望は 32 系

統あった。そのうち中生の「新潟 124 号」を有望と

した。 

 

319 DNA マーカー選抜法を用いたいもち病ほ場抵抗

性系統の育成            （松井） 

DNA 分析で、Pb1 と pi21 または Pi39 をヘテロで

もつ B5F1世代個体を明らかにし、２集団においてそ

れぞれ16、15個体を選抜し、自殖(B5F2)種子を得た。 

 

320 新系統「長 2528」の概要        （東） 

 「長 2528」はいもち病ほ場抵抗性遺伝子 pi21 を

持つ、コシヒカリの同質遺伝子系統である。2020～

2022 年の３か年のデータでは葉いもち、穂いもち抵

抗性がやや強でコシヒカリよりやや低収である。そ

の他の農業形質はコシヒカリと差はない。 

 

321 新系統「長 2531」の概要        （東） 

「長 2531」はいもち病ほ場抵抗性遺伝子 Pi39 を

持つ、コシヒカリの同質遺伝子系統である。2020～

2022 年の３か年のデータでは葉いもち、穂いもち抵

抗性がやや強でコシヒカリよりやや低収である。そ

の他の農業形質はコシヒカリと差はない。 

 

３ 栽培科 

(1) 栽培技術の高度化に対応した先進的病害虫管

理技術の開発 

研究の背景と目的 

 生産者のニーズが多様化する中、病害虫の発生様

相の変化に伴い新たな病害虫の顕在化が懸念され、

従来型の病害虫防除技術だけでは対応が難しくなっ

てきている。そのため、品種や栽培方式毎の病害虫

発生リスクを把握し、生産者のニーズに対応したき

め細やかな病害虫管理技術を構築する。 

 

322 新規育苗箱施用剤によるいもち病育苗期感染防

止効果             （下條・堀） 

抵抗性誘導剤ジクロベンチアゾクスを含む育苗箱施

用剤は、苗いもち病に対して対照のプロペナゾールを

含む剤とほぼ同等の防除効果が見られたものの、反復

間で振れが大きく引き続き検討が必要である。 
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323 新規育苗箱施用剤による本田いもち病防除効果

（堀・下條） 

ジクロベンチアゾクス粒剤を含む抵抗性誘導剤は

7月下旬までいもち病の発病を抑制したが、トルプロ

カルブ粒剤では発病がやや目立ち、再検討が必要であ

った。 

 

324 新之助における効率的な紋枯病防除法の検討 

（下條・堀） 

 「新之助」における紋枯病について、現地ほ場での

８月上旬防除は発病進展を抑制し、減収の抑制に効果

が見られた。一方所内ほ場において、紋枯病の発生程

度、発生時期及び防除時期と収量等との関係は、病原

菌接種区内での発病のバラツキが大きく、判然としな

かった。 

 

325 多収性晩生品種における紋枯病の影響 

                   （下條・堀） 

 「あきだわら」において７月から紋枯病を発病させ

た場合、７月末時点での発病株率が高い方がその後も

病勢が進展し、収量等に影響する傾向が見られた。ま

た出穂期前の防除により、減収が抑制される傾向がみ

られた。 

 

326 ばか苗病菌のDMI剤感受性     （堀・下條） 

プロクロラズ剤耐性ばか苗病菌が前年度に引き続き

確認され、プロクロラズを使用していないほ場におい

ても検出された。また、プロクロラズ耐性はペフラゾ

エート感受性と関連するが、一部でペフラゾエートの

み感受性が低い菌株が見られた。 

 

327 いもち病菌のQoI剤耐性の年次推移 （堀・下條） 

令和２年に１地点で4菌株のうち１菌株のみQoI剤

耐性いもち病菌が確認された。令和３～４年は確認さ

れなかった。 

 

328 斑点米カメムシ類の簡易・迅速な感受性検定方法 

（髙橋・岩田） 

 アカスジカスミカメの野外採集成虫を用いた簡易茎

葉浸漬法による感受性検定は、ジノテフラン液剤の

4000 倍希釈で補正死亡率 80%以上であれば感受性の

低下が見られないことが分かった。この手法は迅速・

簡易な検定法として利用できる可能性が示唆された。 

 

329 葉焼病の薬剤防除効果の中規模実証  （堀・下條） 

 ８月上旬頃の薬剤散布により発病進展を抑制し減収

抑制できることが確認された。８月中旬散布の防除効

果は不明瞭であった。 

 

330 葉焼病の２回防除の効果      （堀・下條） 

 ８月上中旬頃の薬剤散布により発病進展を抑制でき

たが、その差は小さかった。２回散布により防除効果

は向上するものの、発病と収量との関係は判然としな

かった。 

 

331 葉焼病の品種間差の検討  （堀・下條） 

発病程度と熟期について関連は見られなかった。

「里のほほえみ」の病斑数は「エンレイ」の 2.8 倍

程度であった。同一品種の発病程度は２か年ともほ

ぼ同様の傾向を示した。 

 

332 各種薬剤の紫斑病防除効果    （堀・下條） 

 少発生条件下の試験において、殺菌剤の開花期４

週間後散布の防除効果は、ジフェノコナゾール乳剤、

ジエトフェンカルブ・ベノミル水和剤では高く、ア

ゾキシストロビン水和剤、チオファネートメチル水

和剤が次ぎ、マンゼブ水和剤、銅水和剤では効果が

低かった。 

 

333 ダイズカメムシ類の発生実態 （岩田・髙橋） 

 現地「里のほほえみ」ほ場でダイズカメムシ類の

発生実態を調査した。払い落し調査では、ホソヘリ

カメムシ、アオクサカメムシが主要種であり、その

密度のピークは９月中旬だった。ダイズカメムシ類

による被害粒率と払い落し幼虫数との間に正の相関

関係が認められた。 

 

334 ICT 等を活用した捕虫器（トラップ）の開発 

 （岩田・髙橋） 

 誘殺虫（チョウ目）を画像解析技術（背景差分法

とディープラーニングによる AI）により自動で検出

するフェロモントラップを試作した。また、緑色 LED

によるカスミカメムシ用ライトトラップを試作した。

複数の形状を比較した結果、ユスリカの多誘殺によ

る影響が少ない衝突版トラップが有望と考えられた。 

 

335 画像解析による簡便な病害虫調査手法の検討 

（岩田・髙橋） 

 イネいもち病とダイズ葉焼病について目視による

識別が可能な画像データの画素分解能を検討した。

識別可能な画素分解能は、いもち病では１mm/px、葉

焼病では２～３mm/px 程度と考えられた。 

 

(2) 新潟県版複合営農体系の確立に向けた技術開発 

研究の背景と目的 

米需要の減少による米価の下落から、水稲のみに

依存しない複合営農体系を導入した経営体の確立が

急がれている。そこで、水田での園芸作物の有効な

基盤条件等の調整法や、大豆・麦・そばなどの畑作
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物の持続可能な高位安定生産方法を確立するととも

に、水稲栽培の省力化に向けた技術を開発する。 

 

336 大豆気象感応調査   （藤田・川上） 

7月3半旬から曇天および降雨が続く天候となり、

大豆の地上部及び根の活性が低下したと考えられた。

さらに気象感応圃場では黒根腐病が早期にかつ広範

囲に発生し、併せて青立ち株の発生も局所的に見ら

れた。そのため収量および品質は平年より大きく低

下した。 

 

337 大麦気象感応調査 （藤田・川上） 

生育期間を通して草丈・茎数は平年並に推移し、葉

色は越冬前から茎立期が低かったが茎立期以降は平年

並程度に推移した。穂数は平年並で出穂以降に適度に

気温と日射量が確保されたため、収量は高く、容積重

と硝子率も良好であったが、白度が品質評価基準値よ

り低かった。 

 

338 小麦気象感応調査 （藤田・川上） 

生育期間を通して草丈・葉色は平年並に推移し、茎

数は茎立期まで多く推移したが、品種間で推移に違い

があった。成熟期の穂数は平年並で、出穂以降に適度

に気温と日射量が確保されたため、収量は高く、容積

重と灰分も良好であったが、子実タンパク質含有率15

～16％となり、品質評価基準値の上限より高かった。 

 

339 固定式カメラによる水稲生育情報の把握 

 （林・平原） 

草丈・茎数・葉色の実測値と推定値の間でずれはみ

られるものの、生育の傾向をとらえることができた。

データを協力分担機関へ提供した。 

 

340 多収晩生品種に対する水稲育苗箱全量施肥専用肥

料の利用技術 （林・平原） 

育苗箱全量基肥専用肥料２種類（100 日及び 120

日タイプ）を「あきだわら」及び「みずほの輝き」

に供試した。収量及び外観品質は側条施肥と同程度

であることが示唆されたが、120 日タイプは、「み

ずほの輝き」で玄米タンパク質含有率が高まる傾向

があった。 

 

341 発酵鶏ふんの深層施肥技術による穂肥省力化技術

の開発              （林・平原） 

 鶏ふんペレットの深層施肥体系では、分施体系より

生育後半の葉色が低い傾向であった。収穫物の精玄米

重は分施体系より低い傾向、品質は同程度となった。

深層施肥の施用量が少なかったため、多く施用できる

よう工夫が必要と考えられた。 

 

342 ソバの物理的受粉促進技術による収量向上 

（林・平原） 

台風によりソバが全面倒伏した条件下で、物理的な

受粉促進効果を試験した結果、４mm孔ネット処理で無

処理区と比較し、収量はやや高まったものの有意差は

なく、容積重は有意に低下した。 

 

343 ソバにおける発酵鶏ふんの化学肥料代替効果の検

証                 （林・平原） 

発酵鶏ふんは、ソバの化学肥料の代替として利用で

きると考えられた。高窒素鶏ふんは低窒素鶏ふんより

少ない施用量で化学肥料の代替ができると考えられた。 

 

344 カーボン・オフセットに適するカバークロップの

選定                  （川上） 

アブラナ科のキカラシやイネ科のソルガムは、炭素

貯留や土壌水分の低下に有効なカバークロップである

ことが示された。植栽期間や機械装備によってカバー

クロップを使い分け、水稲、麦大豆、園芸品目のロー

テーションに組み込んだ活用法が期待された。 

 

(3) 斑点米カメムシ類の新たな防除体系の確立 

研究の背景と目的 

新潟県では近年アカスジカスミカメの発生量が増加

し、令和２年産米では斑点米被害が多発生した。アカ

スジカスミカメの発生動態及び防除薬剤の効果・特性

を明らかにし、効果的、合理的な斑点米カメムシ類の

防除体系を確立する。さらに発生予察情報を高度化す

るため、これまで蓄積された発生予察データを再解析

し、斑点米カメムシ類の発生予察技術を改良する。 

 

345 アカスジカスミカメの個体群動態 

（岩田・髙橋） 

阿賀野市 A地区、魚沼市 B地区で水田周辺の雑

草地と水田での斑点米カメムシ類の発生量を調査

した。アカスジカスミカメの増殖源となるイネ科

雑草は、地域的に共通する種と特異的な種があっ

た。また水田のアカスジカスミカメ密度は、コシ

ヒカリでは８月下旬に高まるとみられた。 

 

346 アカスジカスミカメの移動分散能力 

（髙橋・岩田） 

宙吊り飛翔法によってアカスジカスミカメ雌成

虫の飛翔能力を調査した。羽化後 10 日経過しても、

最大 11.1 分の連続飛翔が可能であり、十分な飛翔

能力を有していることが示唆された。 

 

347 アカスジカスミカメに対する数種殺虫剤の防除

効果と特性             （髙橋・岩田） 

アカスジカスミカメ成虫の放飼試験によって数種殺
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虫剤の防除特性を調査した。ジノテフラン、スルホキ

サフロル、エチプロールでは散布直後に斑点米抑制効

果が認められたが、散布後２週間以上経過すると効果

が失われ、割れ籾の発生程度によっては斑点米被害が

生じることが示唆された。 

 

348 斑点米カメムシ類の薬剤感受性モニタリング 

（髙橋・岩田） 

県内の斑点米カメムシ類に対する共同防除では、

ジノテフラン剤が広く使用されている。近年は全県

的にアカスジカスミカメの密度が高く、ジノテフラ

ン剤共同防除実施地区のアカスジカスミカメを対象

にその感受性を確認し、明確な感受性の低下は確認

されなかった。 

 

349 発生予察データの再解析と高度化 

  （岩田・髙橋） 

病害虫防除の巡回調査データを用いたコシヒカリ

の斑点米被害予測式の精度を検証した。令和４年度

のコシヒカリの斑点米による格落ち率は、予測値と

概ね一致した。また前年度作成した巡回調査結果を

地図上に表示するプログラムに、グラフィックユー

ザーインターフェースを実装した。 

 

350 斑点米多発生事例の実態調査  （岩田・髙橋） 

 令和３年にコシヒカリで斑点米被害が多発生した

地区において、斑点米カメムシ類と斑点米の発生量

を調査した。調査圃場では、８月中下旬にアカスジ

カスミカメの密度が高まり、斑点米率がやや高かっ

た。調査地区は農耕地における水田の割合が低く、

このことが水田でアカスジカスミカメの密度が高ま

りやすい要因の一つと推察された。 

 

(4) 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の

側条施用技術の検討 

研究の背景と目的 

水稲の高密度播種苗移植栽培においては、育苗箱施

用剤を施用した場合、単位面積当たり施用量の減少に

伴い防除効果の低下が懸念される。そこで、側条施用

における育苗箱施用剤の防除効果を検討する。 

 

351 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の側

条施用技術の検討          （堀・下條） 

 高密度播種苗を用い育苗箱施用剤の側条施用につい

て、現地の自然発生条件で検討したところ、発病が認

められず、効果の検討ができなかった。一方、同苗-種

子塗抹剤処理区ではいもち病の発生を７月下旬まで抑

制したが、少発生条件のため、再検討が必要と考えら

れた。 

 

(5) 米由来の新規機能性食品素材の開発 

研究の背景と目的 

水稲玄米のタンパク質の新規利用を進めるため、多

収米栽培において穂肥の時期等を検討し、タンパク質

収量の増大技術を開発する。 

 

352 米由来の新規機能性食品素材の開発 （平原・林） 

 穂肥施肥量が同量の条件下で、タンパク質収量を増

大させるには、タンパク質含有率よりも収量増加を重

視し、早い時期の穂肥を増やすことが有効と考えられ

た。 

 

(6) 水稲・小麦・大豆の栽培管理支援システム Ver.3

とメッシュ農業気象データ取得ツールの開発 

研究の背景と目的 

農研機構が開発する発育予測 API の改良に必要なデ

ータを取集し、出穂期等の予測精度を検証する。また、

過去データを活用してパラメータを調整する機能の実

用性を検証する。 

 

353 新規開発・改良版APIの現地における検証 

（佐藤・服部） 

 発育予測 API の精度を当センターの栽培試験で検

証した。パラメータの調整機能を使うことにより、

出穂期の推定における誤差をコシヒカリで 4.3 日か

ら 2.5 日に改善できた。また新規に「こしいぶき」と

「新之助」の出穂期推定式を作成した。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

難消化性澱粉を多く含む加工用途向け水稲品種「新潟 129 号」の育成 

迅速に苗立ちする根出種子の代かき同時浅層土中直播技術 

 

 

育種科 

栽培科 

 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

DVR法による水稲品種「こしいぶき」及び「新之助」の出穂期の推定 

 

 

栽培科 

 

 

（２）研究発表 

ア 学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

新潟県における 2019 年産コシヒカリの品質低下要因解析（今井康貴・

服部誠・東聡志・土田徹・古川勇一郎・南雲芳文） 

日本作物学会報91号第３

号 

令４.７ 

コシヒカリマルチラインの穂いもちにおけるレース頻度のモデル作

成と適合性の検証（石川浩司・黒田智久・堀武志・佐藤秀明・岩田大

介） 

日本植物病理学会報第88

巻第3号 

令４.８ 

Long-term blast control in high eating quality rice using mul

tilines.（Ishikawa, K., Kuroda, T., Hori, T., Iwata, D., Mats

uzawa, S., Nakabayashi, J.,Sasaki, A. and Ashizawa, T） 

Scientific Reports 令４.９ 

合成性フェロモントラップを活用したフタオビコヤガの発生予察の

可能性（髙橋和大） 

植物防疫第76巻第10号 令４.10 

イネいもち病菌の病原性突然変異頻度の推定（石川浩司・黒田智

久・佐藤秀明） 

北陸病害虫研究会報第71

号 

令４.12 

品種の圃場抵抗性がいもち病菌レースの頻度に与える影響の格子モ

デルによる解析（石川浩司・黒田智久・岩田大介） 

北陸病害虫研究会報第71

号 

令４.12 

合成性フェロモントラップへのアカヒゲホソミドリカスミカメ，ア

カスジカスミカメの誘引時刻とその違い（石本万寿広・岩田大介） 

北陸病害虫研究会報第71

号 

令４.12 

育種現場におけるイネ墨黒穂病耐病性の選抜に関する考察（石橋俊

明・橋本憲明・金井政人・松井崇晃・重山博信・板谷越重人） 
北陸作物学会報第58号 令５.３ 

ダイズ栽培における有機質資材の連年施用が転換畑初年目の水稲に

与える影響（藤田与一・石井勝博・林賢太郎・樋口泰浩・川上修） 

北陸作物学会報第58号 令５.３ 

基肥の全量を高窒素鶏糞で代替する水稲の減化学肥料栽培 (古川勇

一郎・今井康貴・土田徹・服部誠・佐藤徹) 

新潟県農業総合研究所研

究報告第20号 

令５.３ 
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イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

超硬質米と黒米の配合による糖尿病・認知症複合予防機能米飯の開

発（大坪研一・中村澄子・伊藤満敏・春日健作・荒木亜紀・渡辺賢

一・平山匡男・松木順子・佐々木朋子・小林篤・松井崇晃・重山博

信・池内健） 

日本応用糖質科学会 2022

年度大会 

令４.８.31 

コシヒカリマルチラインにおけるいもち病菌レース頻度の変化（石

川浩司） 

 

日本植物病理学会 EBC研

究会ワークショップ 

令４.９.12 

深層学習を用いた圃場画像からのSPAD値推定手法の開発（佐藤智哉

飯田祐輔・今井康貴） 

2021年度電子情報通信学会

信越支部大会  

令４.９.24 

ダイズ栽培で有機質資材を連年施用した後の、復元田圃場での水稲

の影響（藤田与一・石井勝博・林賢太郎・川上修） 

北陸作物・育種懇話会 第

59回講演会 

令４.12.１ 

２種カスミカメムシ類混発地区におけるコシヒカリと早生品種の一

斉防除の効果（岩田大介・髙橋和大） 

第75回北陸病害虫研究会 令５.２.14

～15 

アカスジカスミカメの簡易な薬剤感受性検定手法の検討（髙橋和大

・岩田大介） 

第75回北陸病害虫研究会 令５.２.14

～15 

平坦部水田地帯におけるアカスジカスミカメの個体群動態（岩田大

介・髙橋和大） 

第67回日本応用動物昆虫学

会大会 

令５.３.13

～15 

寒冷地向けパン用コムギ品種「夏黄金」のグルテンインデックスに与

える施肥の影響（池永幸子・中村俊樹・川上修・藤田与一・伊藤裕之

・中丸観子） 

日本作物学会 第255回講

演会 

令５.３.27

～28 

新潟県におけるイネばか苗病菌のDMI剤に対する感受性とその推移（

堀武志・下條明・渡部真帆・藤晋一） 

令和５年度日本植物病理学

会大会 

令５.３.27

～29 

 

（３）現地指導 

ア  研究成果情報名：「新之助」の減化学肥料栽培（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

古川勇一朗 

新発田農業普及指導セ

ンター 

新之助研究会 

新発田市天王 10回 

12月13日他 

基肥の全量を高窒素鶏糞で代替する「新

之助」の減化学肥料栽培 

 

 

イ 研究成果情報名：帰化アサガオ類などの生育を抑える、新しい大豆用全面茎葉処理剤の効果（令和３年

度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

藤田与一 

巻農業普及指導センタ

ー 

生産者 

新潟市西蒲区 ３回 

６月27日 

７月15日 

２月２日 

帰化アサガオ類などの生育を抑える、新

しい大豆用全面茎葉処理除草剤の効果 
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ウ 研究成果情報名：新潟県に見られる雑草イネの特徴と除草剤による体系防除（令和４年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

服部誠 

巻農業普及指導センタ

ー 

生産者、JA職員、関係

機関等 

新潟市西蒲区 １回 

２月２日 

雑草イネ防除の現地実証試験を通じて、

有効な防除技術の普及を図る。 

栽培科 

服部誠 

新潟農業普及指導セン

ター 

市町、農業指導関係機

関等 

新潟市秋葉区 １回 

２月15日 

雑草イネ防除の現地実証試験を通じて、

有効な防除技術の普及を図る。 

 

エ 研究成果情報名：フェーン現象や乾燥による胴割粒の多発を抑制する早期収穫判断のめやす（令和４年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

今井康貴 

長岡農業普及指導セン

ター 

新之助研究会 

長岡市 １回 

７月14日 

フェーン現象や乾燥による胴割粒の多発

を抑制する早期収穫判断のめやす 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

新潟県農作物病害虫雑草防除指針 新潟県農林水産部 令５.３ 関係職員 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令５.３.15 令和４年度作物関係栽培技術検討会 61 関係職員 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

教科名 
授業時間（時間） 

講師 
講義 演習 実習 計 

稲作特論Ⅰ 60   60 育種科、栽培科関係職員 

稲作専門演習Ⅰ  16  16 栽培科病害虫チーム 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主催者 行事 内容 講師 

令４.７.15 新潟県種子協会 稲採種事業技術検討会 採種ほの生産管理につい

て 

岩津雅和 

令４.11.14 村上市農業法人連携事

業体 

第１回連携会議 肥料費低減に向けた発酵

鶏糞の活用方法について 

林賢太郎 

令５.２.１ 新潟県農産園芸課 農薬管理指導士養成研

修 

農薬のリスクと安全評価 南雲芳文 

令５.２.６ 新潟県種子協会 稲採種事業実績検討会 採種事業における栽培管

理上の注意点について 

岩津雅和 

令５.２.27 新潟地域振興局巻農業

振興部 

大豆技術対策研修会 大豆病害虫に関する最新

の研究成果について 

堀 武志 

令５.３.10 上越病害虫防除協議会 令和４年度病害虫防除

研修会 

近年被害リスクが増加し

ている斑点米カメムシ類

について 

岩田大介 

 

（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

麻生 将史 新潟大学大学院自然科

学研究科 

作物研究センター他に

おける試験研究業務 

令４.９.５～９.16  育種科 

中村 奈輔 

 

新潟大学大学院自然科

学研究科 

作物研究センター他に

おける試験研究業務 

令４.９.９～９.21 

令４.９.26～27 

栽培科 

岡 朋樹 長岡技術科学大学生物

機能工学課程 

水稲新品種開発試験に

ついて 

令４.11.２～ 

令５.１.27 

育種科 
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（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令４.７.19, 

令５.１.27 

新潟日報社 水稲糯米「ゆきみらい」の開発について 重山博信 令５.２.14 

令５.１.30 テレビ朝日 「新之助」の特徴について 重山博信 令５.１.31 

令５.２.15 日本農業新聞 水稲と大豆のローテーションについて 川上修  
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４ 総務報告 

（１）施設（農業総合研究所・作物研究センター） 

所 在 地 長岡市長倉町 857 番地 

建物面積 延 10,268 ㎡ 

圃場面積 田 14.51ha、畑 4.25ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,204    2,060 144 

維持管理費 0     0 

経常研究費 4,447     4,447 

ほ場・飼育管理費 5,500    4,959 541 

受託試験費 3,677    3,677 0 

政策研究費 18,653    10,002 8,651 

備品整備費 4,026     4,026 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 5,543     5,543 

その他（他課事業） 23,759     23,759 

合   計 67,809 0 0 0 20,698 47,111 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

育種科 

（新品種開発） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（原種生産管理） 

センター長 

参事（育種科長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

主任研究員 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

22条職員 

〃 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

小林 和幸 

重山 博信 

橋本 憲明 

東 聡志 

金井 政人 

松井 崇晃 

石橋 俊明 

川瀬 守 

長谷川 裕 

伊東 一彦 

小幡 寅一 

大渕 昇 

平原 文隆 

岩津 雅和 

竹内 睦 

高添 由起子 

富田 寛也 

星野 勝 

竹田 守人 

飯濱 康輔 

目黒 秀二 

小林 冬樹 

早川 友記 

 

栽培科 

（高品質栽培） 

 

 

 

 

（水田高度利用） 

 

 

 

 

 

 

 

（病害虫） 

 

参事（栽培科長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

技術員 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

技術員 

 〃 

 〃 

22条職員 

専門研究員 

 〃 

主任研究員 

研究員 

技術員 

 

南雲 芳文 

服部 誠 

古川 勇一郎 

佐藤 徹 

今井 康貴 

諸橋 歩武 

川上 修 

藤田 与一 

平原 勇樹 

林 賢太郎 

塙 良輔 

土田 正一 

今井 義明 

竹津 幸治 

堀 武志 

下條 明 

岩田 大介 

髙橋 和大 

武田 英夫 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年 

３月31日付 

転出 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

転入 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

退職 

 

土田 徹 

樋口 泰浩 

板谷越重人 

 

渡部 真帆 

 

中村 信之 

小林 和幸 

東  聡志 

佐藤 徹 

 

下条 明 

平原 勇樹 

伊東 一彦 

石崎 和彦 

 

農林水産部経営普及課・参事 

農総研企画経営部・専門研究員 

柏崎地域振興局農業振興部・主査

普及指導員 

十日町地域振興局農業振興部・技

師 

農総研・技術員 

センター長 

育種科・専門研究員 

栽培科・専門研究員 

 

栽培科・専門研究員 

栽培科・主任研究員 

育種科・技術員 

－ 

栽培科・専門研究員 

栽培科・専門研究員 

育種科・主任研究員 

 

栽培科・研究員 

 

栽培科・技術員 

農林水産部経営普及課・参事 

農林水産部経営普及課・副参事 

農業総合研究所・アグリ・フーズ

バイオ研究部長 

病害虫防除所・副参事 

農林水産部農業総務課・主任 

農総研・技術員 

センター長 

 

（５）購入研究備品 

なし 

 

（６）派遣研修者 

なし 

 

（７）参観者数 

   なし 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明  名称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

稲の同質遺伝子系統の DNA 系統識別技

術及び当該識別技術を利用した米の産

地識別技術 

石崎和彦・松井崇

晃・星 豊一 

特願 

2002-310616 

平 14.10.25 

特開 

2004-141079 

平 16.５.20 

特許 

4072610 

平20.２.１ 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 
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エ  登録品種 

農林水産植物の種類 登録品種の名称 登録番号・年月日 

稲 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

コシヒカリ新潟BL４号 

コシヒカリ新潟BL５号 

コシヒカリ新潟BL６号 

こしいぶき 

かほるこ 

秋雲（あきぐも） 

夏雲（なつぐも） 

紫宝（しほう） 

紅香（べにか） 

紅更紗（べにさらさ） 

稚児のほほ（ちごのほほ） 

越佳香（えっかこう） 

越車（こしぐるま） 

コシヒカリ新潟BL９号 

コシヒカリ新潟BL10号 

越淡麗 

コシヒカリ新潟BL11号 

コシヒカリ新潟BL12号 

ゆきん子舞 

こしのめんじまん 

新潟次郎 

コシヒカリ新潟BL13号 

新之助 

葉月みのり 

第10237号 平14.６.20 

第10874号 平14.12.16 

第10960号 平15.２.20 

第11357号 平15.８.19 

第11843号 平16.３.９ 

第11844号 平16.３.９ 

第11845号 平16.３.９ 

第11846号 平16.３.９ 

第11847号 平16.３.９ 

第11848号 平16.３.９ 

第12702号 平17.２.７ 

第12703号 平17.２.７ 

第12704号 平17.２.７ 

第15531号 平19.８.７ 

第15532号 平19.８.７ 

第15536号 平19.８.７ 

第15647号 平19.10.22 

第15648号 平19.10.22 

第16012号 平20.２.22 

第19411号 平22.３.17 

第22426号 平25.３.14 

第23135号 平26.３.６ 

第26276号 平30.３.16 

第28824号 令３.12.20 

 

（９）栄誉 

  なし 

 

（10）主要農作物種子対策事業 

ア 水稲の原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原原種生産数量 

品 種 名 採種面積(a) 生産数量(kg) 

ゆきの精 8.3 249 

ゆきん子舞 6.7 141 

つきあかり 6.0 133 

こしいぶき 12.4 75 

コシヒカリ新潟 BL２号 7.0 149 

コシヒカリ新潟 BL11 号 13.6 249 

五百万石 8.2 120 

こがねもち 14.5 120 

合 計 76.7 1,236 
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表２ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

作研（所内） ゆきん子舞 61.9 2,200 

 つきあかり 27.6 1,027 

 こしいぶき 80.8 2,940 

 新之助 33.6 1,360 

 新潟次郎 23.0 647 

 いただき 7.7 140 

 五百万石 23.6 598 

 ゆきみらい 9.7 305 

 わたぼうし 30.9 647 

 こがねもち 15.3 498 

委託 コシヒカリ新潟 BL２号 104.0 4,880 

(JA 越後中央) コシヒカリ新潟 BL３号 151.0 6,820 

 コシヒカリ新潟 BL11 号 185.0 9,640 

 合 計 754.1 31,702 

 

表３ 指定採種ほへの配付数量 

品 種 名 配付数量(kg) 

ゆきの精 60 
ゆきん子舞 1,180 
こしいぶき 4,080 
コシヒカリ BL 混合 13,620 
新之助 1,145 
つきあかり 840 
五百万石 400 
たかね錦 40 
越淡麗 70 
わたぼうし 520 
こがねもち 620 
ゆきみらい 80 
新潟次郎 580 
いただき 120 

合 計 23,335 

注）コシヒカリBL混合(％)は、BL１：BL２：BL４：BL13 ＝ 10：20：35：35 

 

 

イ 大豆原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原原種生産数量 

品 種 名 採種面積(a) 生産量(kg) 

エンレイ 21.4 160 

里のほほえみ 30.5 340 

合 計 51.9 500 

 

表２ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

委託(JA 津南町) エンレイ 100 2,000 

 里のほほえみ 200 4,500 

 合 計 300 6,500 
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表３ 指定採種ほへの配付数量 

品 種 名 配付数量(kg) 

エンレイ 1,820 

里のほほえみ 4,340 

合 計 6,160 

 

 

ウ 大麦・小麦の原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

作研（所内） ミノリムギ 25.0 690 

 

表２ 指定採種ほへの配付数量 

品 種 名 配付数量(kg) 

ミノリムギ 340 
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IV 園芸研究センター  組織構成図 

園芸研究センター長 

総 務 課 

野菜園芸チーム 

花き園芸チーム 

果樹園芸チーム 

病害虫チーム 

作物栄養・省エネチーム 

育種栽培科 

環境・施設科 

農業革新支援担当
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１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧  

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

401 

402 

403 

404 

405 

406 

 

407 

(1) 新潟オリジナル園芸品種の開発と種苗の安定供給技術の

確立 

ア 新潟オリジナル品種の開発 

（ア）イチゴ 

（イ）エダマメ 

（ウ）ナス 

（エ）ナシ 

（オ）チューリップ 

（カ）アザレア 

イ 種苗の安定供給技術の確立 

（ア）種苗の迅速かつ安定的増殖方法の開発 

令元～10 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

育種栽培科 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

県単経常  

 

 

 

408 

 

 

409 

 

410 

411 

 

 

 

412 

(2) 新潟産果実のブランド力強化と産地活性化のための新品

種・新技術開発 

ア ブランド力向上に向けた品質向上、安定生産技術の開

発 

（ア）ナシ、ブドウの生産安定技術の開発 

イ 水稲との複合経営や生産拡大に寄与できる新たな栽培

方式の開発 

（ア）モモ植栽1年目から収穫できるシンプル栽培技術の

開発 

（イ）水稲育苗ハウス等を利用した高品質生産技術開発 

（ウ）水田転換畑にも導入可能な盛土式根圏制御栽培技術

の確立 

ウ 果樹生産の新展開に向けた新品目選定、シーズ技術開

発 

（ア）ナシ花粉採取用低樹高ジョイント仕立ての摘心処理

の効果確認 

令３～５ 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

 

 

〃 

育種栽培科 

 

 

 

 〃 

 

  

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

県単経常  

 

 

 

413 

414 

 

415 

 

 

416 

417 

(3) 花き産地強化とブランド力を支援する生産・流通技術の

開発 

ア 花き産地強化のための高品質・低コスト・省力・安定

栽培技術の開発 

（ア）チューリップ等の安定生産技術の確立 

（イ）切り花生産の高温期における品質低下防止技術の確

立 

（ウ）鉢花品目の新しい出荷形態の確立 

イ 県産切り花の有利販売に向けた保管、品質管理技術の

開発 

（ア）切り花の輸出や物日需要に対応した保管技術の確立 

（イ）切り花の日持ち性向上技術及び保管技術の確立 

令３～５ 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

418 

 

419 

 

 

 

420 

 

 

421 

 

 

 

422 

 

(4) 複合経営を支援する野菜の高品質・安定生産技術の構築 

ア 高収益生産を可能にする新たな品目、作型等導入のた

めの技術確立 

（ア）新たな生産方式による適応性評価と導入技術の開発

（タマネギ・エダマメ・アブラナ科野菜等） 

（イ）水田転作に対応した野菜の安定生産技術確立(タマネ

ギ・エダマメ・ネギ・サトイモ・アブラナ科野菜等) 

イ 生産阻害要因の克服に向けた生育反応の解明と対策技

術の確立 

（ア）生育及び品質等に影響する環境要因の解明（ネギ・タ

マネギ・エダマメ・ダイコン・ニンジン・アブラナ科野

菜類･トマト等） 

（イ）生育反応に即した栽培技術の確立と生育予測手法の

開発（ダイコン・ニンジン・スイカ・エダマメ等） 

ウ 新たな栽培システムによる野菜生産の効率化技術の開

発 

（ア）水稲育苗ハウス等を活用した簡易な野菜栽培システ

ムの開発(トマト・イチゴ等) 

令３～５ 

 

 

 〃 

 

 〃 

  

 

 

 〃 

 

 

 〃 

 

 

 

 〃 

 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

育種栽培科 

 

 〃 

 

 

 

 〃 

 

 

〃 、環境・施設科 

 

 

 

環境・施設科 

 

県単経常  

 

423 

424 

 

 

425 

426 

 

 

427 

 

428 

 

429 

 

 

 

430 

431 

(5) 持続可能な園芸生産を支える環境制御技術の開発 

ア 主要園芸品目の低コスト・環境保全型防除技術の開発 

（ア）病害虫の発生量制御技術の開発 

（イ）薬剤耐性病害虫の対策技術開発 

イ 難防除病害虫の発生生態と密度コントロール技術の開

発 

（ア）難防除病害虫の発生生態の解明 

（イ）難防除病害虫の発生制御技術の開発 

ウ 園芸作物の栄養・生理障害の原因解明と対策技術の確

立 

（ア）野菜に発生する生理障害の発生原因解明と対策技術

の確立 

（イ）果樹に発生する生理障害の発生原因解明と対策技術

の確立 

（ウ）花き類に発生する生理障害の発生原因解明と対策技

術の確立 

エ 園芸作物における施肥コスト及び投入エネルギー削減

によるエコ栽培技術の開発 

（ア）園芸作物における効率的施肥法の確立 

（イ）施設園芸における投入エネルギー削減技術の確立 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

  

 

 

 〃 

 〃 

環境・施設科 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 

〃 

 

 〃 

  

 

 

 〃 

 〃 

県単政策  

432 

433 

(6) 県内在来品種の特性評価 

 ア 県内在来品種「特性表」の作成 

 イ 品目別特性表作成マニュアルの作成 

令３～８ 

 〃 

 〃 

育種栽培科 

 〃 

 〃 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 新潟オリジナル園芸品種の開発と種苗の安定供給

技術の確立 

研究の背景と目的 

激化する国内外の産地間競争のなかで園芸産地の体

制強化と多様な産地の育成が急務である。そこで、本

県の優位性を確保するため、早急に消費ニーズに応え

うるにいがたオリジナル園芸品種を育成する。 

 

401 イチゴ   （千野・長谷川） 

１次選抜において、2021年交配系統のうち草勢の強

さ、大果性、着果性に優れる個体９系統を選抜した。 

２次選抜において、2020年交配系統のうち生育特性

や果実形質等が優れる４系統を選抜した。特性検定に

おいて、2015 年、2016 年、2018 年交配系統の評価を

行い、一部の系統においては収量性や果実品質で越後

姫と同等以上の結果が得られた。 

 

402 エダマメ （佐藤・竹田） 

新品種候補である「新潟系 52 号」の特性を評価し

た。肴豆比で茎がやや短く、多粒莢率が高く、莢数

がやや多く、子実が偏球、茶褐、収穫期がやや早く、

収量が多い。 

 

403 ナス （千野・長谷川） 

単為結果性系統と越の丸両親品種の交配後代につい

て、より元の品種に諸形質を近づけるために戻し交配

した系統の自殖後代選抜を行った。単為結果性検定後、

正常肥大した果実で形質が優れる９個体を選抜し、採

種を行った 

また、選抜系統の一部を用い、試交F1系統を４系統

作出した。 

 

404 ナシ （若桑・大村） 

黒星病抵抗性品種「ほしあかり」に自家和合性系

統「新園 13 号」、「新園 16 号」、「新園 17 号」、

「新園 20 号」を交配し種子を得た。育種ほ場で結実

した 61 系統の果実特性調査を実施し、20 系統を淘

汰した。有望 6系統の特性調査を継続実施した。 

 

405 チューリップ （小池・和田） 

変わり咲きや芳香性の強い品種を用いて 54 交配

組合せを行ったところ、52 組合せで有胚種子が得ら

れた。また、露地選抜から９系統、半促成選抜から

２系統を一次選抜した。 

 

406 アザレア （和田・小池） 

22組合せの交配から13組合せの種子が得られた。 

また 2019 年交配系統から 13 系統、2020 年交配系

統から４系統を一次選抜した。 

 

407 種苗の迅速かつ安定的増殖方法の開発 

（佐藤・竹田） 

えだまめ「新潟系 14 号」の種子生産において、は

種期を７月下旬から８月中旬までとすることで良質

の種子を生産できることを明らかにした。 

 

(2) 新潟産果実のブランド力強化と産地活性化のた

めの新品種・新技術開発 

研究の背景と目的 

果樹産地の衰退に歯止めをかけ、農業経営安定を

実現するためのブランド力強化と新たなチャレンジ

を喚起できる新技術開発により、産地の活性化と農

業所得確保を実現する。 

 

408 ナシ、ブドウの生産安定技術の開発 

 （大村・橋本） 

「新碧」の果実品質は、果実袋の有無で差が見ら

れたが、果実袋の違いによる明確な差は見られな

かった。収穫日が遅くなるほど熟度は進んだが、9/5

収穫の果実でも品質面から可食期にあると考えられ

た。また、着果位置の違いによる品質差は見られな

かったが、変形果発生率で差が見られた。 

「シャインマスカット」の樹間 1.5m の密植とし、

副穂または上部花穂の利用、房先３節摘心及びメピ

コートクロリド液剤散布を組み合わせた栽培方法で

は、房づくり作業の省力化が図れることが示唆され

た。 

 

409 モモ植栽 1年目から収穫できるシンプル栽培技

術の開発 （若桑・大村・橋本） 

定植 4 年目の「玉うさぎ」と「幸茜」は、収量が

比較的多く、品質も良好であった。多目的防災網は

収量増加やせん孔細菌病被害の低減に効果があると

考えられたが、核割等が多く、品種によっては着色

も低くなり、原因を明らかにする必要があると考え

られた。薬剤散布削減効果の検証では抗生剤散布の

有無によりせん孔細菌病の発病葉率の推移にわずか

に違いが見られたが、発病果率には差がなく両区と

も低かった。 

 

410 水稲育苗ハウス等を利用した高品質生産技術開

発 （堀川・種村） 

イチジクの根域制限栽培において、園芸用育苗箱

にヤシ殻のみを充填し、被覆肥料を使う栽培方法に

ついて検討した。着果期に潅水トラブルで葉焼けが

生じ、適当なデータが得られなかった。 

 

411水田転換畑にも導入可能な盛土式根圏制御栽培技

術の確立         （若桑・大村・橋本） 
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モモ根圏制御栽培 7 年目は、3.0～3.7t/10a の収量

が得られた。春に客土したことで樹勢が向上した様子

がうかがわれ、約60個/樹を収穫し、健全果1果重は

250～290g と比較的大玉となり、果実品質も良好で

あった。２年目における連結コンテナ、固形ヤシ殻、

盛土での設置方法の検討では固形ヤシ殻で生育がやや

劣り、収量が少ない傾向が見られた。土台の有無の検

討では生育や収量に大きな差は見られなかった。 

 

412 ナシ花粉採取用低樹高ジョイント仕立ての摘心処

理の効果確認 （大村・橋本） 

摘心処理は細く短い枝を増やす効果が見られるも

のの、花芽を増やす効果までは見られなかった。ま

た５月末の１回処理は逆に花芽数を減少させたこと

から、摘心時期と回数について検討が必要である。 

 

(3) 花き産地強化とブランド力を支援する生産・流通

技術の開発 

研究の背景と目的 

県内花き生産強化のための高品質安定生産技術や

低コスト・省エネ栽培技術、品質保持に向けた出荷・

流通技術等の開発に加え、稲作経営体等への園芸導

入のための花き品目・品種の選定や栽培技術を開発

する。 

 

413 チューリップ等の安定生産技術の確立 

 （小池・和田） 

令和３年度に試作したチューリップ除根調整機に

ついて適応性を検討したところ、「プレルジューム」

において作業時間が 16%削減された。しかし、除根

機に適した品種が限られることや、主球に損傷が出

てしまうことから実用性は低いと考えられた。 

 

414 切り花生産の高温期における品質低下防止技

術の確立 （種村・和田・小池） 

高温期出荷作型では出蕾期以降の夜冷処理による

切り花ボリュームの増加効果は見られなかったが、

花蕾の向きを上向きに改善する効果が認められた。

高温期定植作型では定植後の夜冷処理は草丈伸長を

促進して切り花ボリュームを増大させる効果が認め

られ、7 月上中旬定植では 6 週間の処理期間で効果

が最大となり、処理期間が長くなると収穫期が遅れ

ることが明らかとなった。 

 

415 鉢花品目の新しい出荷形態の確立  

（小池・和田） 

県内で栽培されているボケについて切り花に適し

た品種を選定するため、棘の多い６品種、棘の少な

い９品種について開花調査を行ったところ、冷蔵１

カ月で開花がみられたのは５品種、冷蔵２カ月で開

花が見られたのは６品種であった。 
 

416 切り花の輸出や物日需要に対応した保管技術の

確立 （和田・小池） 

チューリップ切り花の保管条件（温度：２℃、

０℃）について検討した。 

両区とも、切り花の観賞性を維持したまま、２週

間から４週間の保管が可能であった。 

産地実証においては、最長４週間の保管を行った

後でも、日持ちについては７日以上の切り花品質を

維持することが可能であった。 

 

417 切り花の日持ち性向上技術及び保管技術の確

立         （和田・小池・種村） 

収穫後のＯＴユリ「スーパーマスター」「フロン

テラ」切り花に対し、市販前処理剤と併用して、糖

分を増量した品質保持剤を中間処理することで、下

葉の黄化を防ぐとともに、花を大きくし、花弁の発

色改善が期待できる。 

 

(4) 複合経営を支援する野菜の高品質・安定生産技術

の構築 

研究の背景と目的 

１億円の売り上げ増を目指す県内産地の取り組み

を支援するため、既存技術の簡素化や効率化、新た

な品目・作型等の導入による収益性向上、大規模生

産に対応した機械化等の技術構築を行う。 

 

418 新たな生産方式による適応性評価と導入技術の

開発（タマネギ・エダマメ・アブラナ科野菜等） 

 （長谷川・佐藤・岸） 

a タマネギの直播栽培の検討 

タマネギの直播栽培における問題点を抽出した。

直播栽培に適したほ場条件、品種の選定や播種時期

の特定、播種密度、害虫防除、除草体系などの検討

が必要と考えられた。 

b ネギの生産安定技術の開発 

ネギの育苗培土中に亜リン酸粒状２号を混和する

ことで、生育量及び上位規格割合の向上が認められ

た。 

c エダマメ新潟系 14号の収量予測 

 ２粒莢を用いて収穫７日前に最終的な収量を予測

できる可能性を示した。 

d スーパーセル苗の有効性の確認 

ブロッコリーとキャベツのスーパーセル苗の有効

性を実証した。天候不順等で定植適期を逸した場合

でもスーパーセル苗を用いることで対応可能であり、

その有効性が認められた。 

 

e 秋冬ブロッコリーの品種比較 
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秋冬ブロッコリーの品種比較を行い、品種ごとの

定植晩限を明らかにした。 

f 加工ダイコンの８月下旬作型における最適な品種

探索 

 慣行品種（「新八州」・「漬誉」）を品質および

収量で上回る品種は見出されなかった。 

g 種子用カボチャの評価 

種子用カボチャの栽培性と収量性を評価した。採

種の手間が大きいため、農福連携などの手段により

課題を解決する必要がある。 

  

419 水田転作に対応した野菜の安定生産技術確立

(タマネギ・エダマメ・ネギ・サトイモ・アブラ

ナ科野菜等)           （長谷川） 

タマネギの作型前進を狙った極早生品種の 10 月上

旬定植作型を検討した結果、10品種の中では「スパー

ト」のみが適していた。追肥は早いほど生葉数、草丈

が有意に増加し、施肥量は慣行がよかった。春植え栽

培は早期定植、黒マルチが最も良好であった。 

 

420 生育及び品質等に影響する環境要因の解明（ネ

ギ・タマネギ・エダマメ・ダイコン・ニンジン・

アブラナ科野菜類･トマト等）   （長谷川・岸） 

a エダマメ「新潟系 14号」の種子障害に及ぼす環境

要因の影響 

エダマメ「新潟系 14 号」の種子障害に及ぼす環境

要因の影響を調べるため、トンネル被覆による高温

処理や灌水量差、断水時期等の影響を試みたが、い

ずれも判然としなかった。 

b 夏ネギにおける襟部裂開の回避技術 

夏ネギに発生する襟部裂開（通称襟裂け）は、播

種粒数を慣行の 2.0 粒（栽植密度 40 本/m）から 1.5

粒（30 本/m）にすることで緩和された。また、発生

にはリン酸施用量が関与しており、施用量を増やす

と発生は増加する傾向が示された。 

 

421 生育反応に即した栽培技術の確立と生育予測手

法の開発（ダイコン・ニンジン・スイカ・エダマ

メ等） （岸・遠藤） 

加工ダイコンにおいて、追肥施用前の植生指数と

追肥量を説明変数とした場合、収量の予測は可能で

あることが示された。 

イチゴの間欠冷蔵処理の簡易な代替法として、１

週間や３日間の短期冷蔵処理法について検討した。 

エダマメ「新潟系 14 号」の発芽に必要な有効下限

気温は約 12℃、有効積算気温は約 33℃、有効下限地

温は約 15℃、有効積算地温は約 29℃と推定された。 

 

422 水稲育苗ハウス等を活用した簡易な野菜栽培シ

ステムの開発(トマト・イチゴ等)  

（種村・遠藤・堀川・相川） 

トマト・イチゴに加え、新たな作物について検討

した。 

キュウリはラクラク水耕栽培システムへの適応性

が高く、整枝方法はつる下げ整枝が適していると考

えられた。ラクラク水耕栽培によりリーフレタスを

１月～２月の冬期間に出荷するためにはグリーン

リーフ系品種を選定する必要があると考えられた。

前年度に低温伸張性に優れた品目として選定した

ルッコラ、マスタード、葉カブ、ケールなどの収量

性を異なる作型で評価した。 

 

(5) 持続可能な園芸生産を支える環境制御技術の開発 

研究の背景と目的 

持続的に農業生産活動を維持するために生産性と環

境の調和に留意した栽培体系や環境制御技術の開発と

普及が急務である。そこで、IPM実践指標の拡充、作物

の生理障害や難防除病害虫対策、施設の省エネルギー・

環境制御技術を開発する。 

 

423 病害虫の発生量制御技術の開発  

（棚橋、五十嵐・土田） 

 落葉の粉砕処理は、ナシ黒星病及びセイヨウナシ

褐色斑点病の葉と果実の発病を低減させた。また西

洋ナシの IPM 防除体系において、ハダニの天敵利用

及び褐色斑点病における落葉処理の影響について検

討し、発生抑制に対する有効性を確認した。 

 

424 薬剤耐性病害虫の対策技術開発  

（宮嶋・五十嵐・土田） 

トマト、キュウリの灰色かび病菌は多くの現地ほ

場で QoI 剤、MBC 殺菌剤の耐性菌を認めた。ネギア

ザミウマに対する防除開始時期がネギの品質や収量

に及ぼす影響を調べた。防除時期が遅いと収量や品

質が低下する傾向が認められた。 

 

425 難防除病害虫の発生生態の解明 

（棚橋・宮嶋・五十嵐・土田） 

ナシ花腐細菌病の現地発生実態及び秋季薬剤防除

の有効性を確認した。ネギ小菌核病、ロビンネダニ

の発生が確認された。現地実証ほで、ネギ萎凋病に

対する薬剤有効性を確認した。中山間地域のユリ球

根養成栽培ではアブラムシ媒介性ウイルス感染拡大

を抑えるために、前作のユリ残渣や越冬作物に隣接

しないほ場選定が重要と考えられた。 

 

426 難防除病害虫の発生制御技術の開発 

（棚橋・宮嶋・五十嵐・土田） 

ブロッコリー黒すす病は「サマードーム」で花蕾

の発病が少なかった。細菌性病害防除を目的とした
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プロベナゾール剤処理は、黒すす病も低減できると

考えられた。露地栽培イチジクにおいて白色防草

シートと障壁作物を利用したアザミウマ類の耕種的

防除は、無防除区と比較し被害果率が減少した。ト

ルコギキョウ立枯病の品種比較では「セレブクイー

ン」の発病株率がやや高かった。 

 

427 野菜に発生する生理障害の発生原因解明と対策

技術の確立 （堀川・種村） 

レンコン早生種の「えのもと」において可食部の

基部側の節が変色、もろくなる根上り症の発生原因

について検討した。根上り症は、生理的な老化現象

と考えられたが、その発生に生産者やほ場間差がみ

られることから、レンコンの栄養条件に関与する肥

培管理、栽培管理により改善できる可能性が示唆さ

れた。 

 

428 果樹に発生する生理障害の発生原因解明と対策

技術の確立        （堀川・種村） 

着果管理の時期がカキ果実障害の一種であるバッ

テン果に及ぼす影響を検討した。バッテン症状の発

生と着果管理の早晩との関係は見いだせなかった。

これは、処理日数の差が短く、果実肥大に影響する

ほどの処理にならなかったことが影響したと考えら

れた。 

 

429 花き類に発生する生理障害の発生原因解明と対

策技術の確立        （相川・種村） 

ユリのスミ症に対する転炉スラグ等アルカリ資材

を用いた pH 矯正の有効性を検討した。すべての試

験区でスミ症が発生せず効果は判然としなかった。

スミ症の発症には培地酸度以外の要因も関与してい

る可能性が示唆された。 

 

430 園芸作物における効率的施肥法の確立 

 （種村・遠藤・堀川・相川） 

イチゴ高設栽培の培地が、くん炭＋ピートモス、

ヤシ殻、チップ炭、ベストミックス３号、市販培土

では、排液 EC はほぼ同様に推移するが各養分濃度

は大きく異なることが明らかとなった。排液のモニ

タリング値を有効に活用するためには、培地の化学

的特性（養分の吸着、溶出）を把握する必要がある。 

 

431 施設園芸における投入エネルギー削減技術の確

立              （遠藤・種村） 

トマト促成栽培において、日平均気温が同等となるよ

う、換気温度を高めに暖房温度を低めに設定した場合

の省エネ効果について検討した。またイチゴ促成栽培

において、定植から開花期頃の比較的日射量が多い

時期に高温管理した場合の生育促進や収穫期前進化

の効果について検討した。 

 

(6) 県内在来品種の特性評価 

研究の背景と目的 

県内在来品種の区別性を明らかにするため、種苗

法に基づく品種登録に準じた「特性表」を作成する。

また、県内産地等が自ら特性表の作成に取り組むこ

とができるよう、産地等の取組を支援するとともに

品目別に調査ポイントをまとめた特性表作成マニュ

アルを作成する。 

 

432 県内在来品種「特性表」の作成  

（長谷川・千野） 

 ナス及びエダマメ各１品種について、品種登録審

査基準に準じて特性調査を実施した。ナスは「上越

丸エンピツナス」、エダマメは「越一寸」を調査し

た（２年目）。 

 

433 品目別特性表作成マニュアルの作成  

（長谷川・千野） 

 「上越丸エンピツナス」、「越一寸」の２か年分

の特性評価調査データを用いて調査ポイントをまと

めた特性表調査マニュアルを作成した。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報    

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

２ 

３ 

（複合営農推進に向けた技術） 

落葉粉砕処理によるナシ黒星病及びセイヨウナシ褐色斑点病の発病抑制技

術 

いちご高設栽培における連用培地の還元処理の方法と増収効果 

夏ねぎ「夏扇パワー」の襟部裂開対策及び品質向上効果 

 

環境・施設科 

 

環境・施設科 

育種栽培科 

 

イ 参考情報   

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

簡単、手軽に製作できる野菜のセル苗用「底面かん水育苗装置」

（竹田宏行） 

現代農業 令４.７ 

かきのジョイント栽培における ICT を活用した冬季せん定の学習支

援システム（橋本麻衣） 

果樹にいがた９月号 令４.９ 

養液栽培における培地の還元消毒（堀川拓未） ハイドロポニックス 令４.９ 

水耕装置を用いたスイカ炭腐病の耐病性簡易検定方法（宮嶋一郎・

黒田智久） 

北陸病害虫研究会報 第71

号 

令４.12 

ニンジンの根部肥大に対する地温の影響の検討（岸孝二・田崎義

孝） 

新潟県農業総合研究所 

研究報告第20号 

令５.３ 

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

AIを活用した病害虫診断技術の開発（宮嶋一郎） 第33回新潟県病害虫シンポ

ジウム 

令４.６.17 

シャクヤク切り花における保管方法の違いが開花と日持ち性に及ぼ

す影響（種村竜太・権平正・小池洋介・大竹憲邦） 

令和４年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.21(別2) 

令４.９.７

～13 

間欠冷蔵処理中の高温遭遇がイチゴ‘越後姫’の開花に及ぼす影響

（遠藤昌伸・種村竜太） 

令和４年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.21(別2) 

令４.９.７

～13 

セイヨウナシ‘ル レクチエ’に発生する尻腐れ果の無機成分の特徴（

堀川拓未・野水利和・種村竜太・遠藤昌伸・相川敏之・松本辰也・若

桑咲子・大村宏和） 

令和４年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.21(別 2) 

令４.９.７

～13 

モモの根圏制御栽培における定植後6年目までの収量推移および果実

品質（若桑咲子・種村竜太・遠藤昌伸・根津 潔） 

令和４年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令４.12.９ 

パック包装によるチューリップ切り花の新規販売形態の検討（小池洋

介・権平正） 

令和４年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令４.12.９ 
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キュウリ養液栽培における収量構成要素と施設内環境との関係なら

びに品種間差異（種村竜太・遠藤昌伸） 

令和４年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令４.12.９ 

根上がり症を生じたレンコン早生品種‘えのもと’の無機および有機

成分の特徴（堀川拓未・種村竜太・石川寛・高岡裕樹） 

令和４年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令４.12.９ 

新潟県の果樹栽培におけるスマート技術の取組状況と佐渡「おけさ柿

」スマート農業実証の実施概要について（橋本麻衣） 

令和４年園芸学会北陸支部

大会シンポジウム（北陸支

部会誌） 

令４.12.10 

水耕装置を用いたスイカ炭腐病の耐病性簡易検定法（宮嶋一郎・黒田

智久） 

第 74 回北陸病害虫研究会 令５.２.15

～16 

ねぎのネギアザミウマ産雄単為生殖型に対する防除開始時期の違い

が品質や収量に及ぼす影響（横山泰之・土田祥子） 

第 74 回北陸病害虫研究会 令５.２.15

～16 

イチジク露地栽培における白色防草シート敷設とソルゴー植栽のア

ザミウマ類飛来低減効果の検討（土田祥子・横山泰之・堀川拓未） 

第 74 回北陸病害虫研究会 令５.２.15

～16 

露地栽培セイヨウナシ‘ル レクチエ’における土着天敵を活用した

IPM防除法の検討（土田祥子・棚橋 恵・黒田智久・堀川拓未） 

第 76 回北日本病害虫研究

発表会 

令５.２.21

～22 

 

（３）現地指導 

 ア 研究成果情報名：水稲育苗施設に導入可能な直売向け草花類切り花のコンテナ栽培技術（令和４年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

育種栽培科 

小池洋介 

新潟農業普及指導セン

ター・（有）ナーセリ

ー上野 

新潟市 ３回 

５月24日 

６月３日 

７月４日 

もみ殻とヤシ殻の２層培地を用いた草花

のコンテナ栽培技術について 

 

 イ 研究成果情報名：クラウン加温を行ういちご「越後姫」栽培に適した肥培管理と温度管理（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

遠藤昌伸 

十日町農業普及指導セ

ンター・（株）千手 

十日町市 ２回 

６月23日 

10月20日 

クラウン部の局所加温によるいちご「越

後姫」の生産性の向上について 

 

 ウ 研究成果情報名：簡単、手軽に製作できる野菜のセル苗用「底面かん水育苗装置」（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

育種栽培科 

長谷川雅明 

上越農業普及指導セン

ター・（株）あぐり三

和 

上越市 ３回 

６月13日 

８月９日 

８月29日 

安価な資材を用いて製作した底面かん水

育苗装置による野菜セル苗育苗について 

 

エ  研究成果情報名：スマート農業に対応できる西洋なし「ル レクチエ」のジョイントＶ字トレリス樹形栽

培技術（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

育種栽培科 

大村宏和 

佐渡農業普及指導セン

ター羽茂分室・羽茂ル 

レクチエ生産組合 

佐渡市 ２回 

６月20日 

２月１日 

「ル レクチエ」のジョイントＶ字トレ

リス樹形の新梢管理及び剪定方法につい

て 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政資料の執筆 
発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

令和５年度版果樹病害虫防除ハンドブック 

 

新潟県果樹振興協会 令５.２ 大村宏和、若桑咲

子、橋本麻衣、棚

橋恵、土田祥子、

堀川拓未 

令和５年度農作物病害虫雑草防除指針 

 

新潟県農林水産部 令５.３ 山口吉博、棚橋恵

、宮嶋一郎、五十

嵐憲郎、土田祥子 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令４.４.21 砂丘地園芸振興協議会 ほ場巡回検討会 18 岸孝二 

令４.４.27 チューリップ県育成品種現地検討会 18 和田茂、小池洋介 

令４.５.18 令和４年度日本なし現地研修会 106 大村宏和 

令４.６.１

～３ 
令和４年度園芸研究センター成績発表会 79 全研究員 

令４.６.28 園芸施設共済損害評価研修会 16 
宮嶋一郎 

五十嵐憲郎 

令４.６.29 いちご原苗養成 第 1回現地確認指導会 8 千野史貴 

令４.７.４ 令和４年度西洋なし現地研修会 30 大村宏和 

令４.７.11 令和４年度先進農家受入研修（いちご） 18 遠藤昌伸 

令４.７.20 令和４年度おけさ柿現地研修会 70 橋本麻衣 

令４.８.２ 令和４年度果樹ビギナー研修会 24 
大村宏和、若桑咲

子、橋本麻衣 

令４.８.23 令和４年度もも高度技術研究会 61 若桑咲子 

令４.８.24 令和４年度新潟県施設園芸立毛品評会審査会 9 小竹修、遠藤昌伸 

令４.９.１ いちご親苗・実取苗養成ほ場現地確認指導会 10 千野史貴 

令４.10.11 令和４年度「ル レクチエ」収穫・追熟研修会 70 大村宏和 

令４.11.17 令和４年度かき高品質生産拡大共進会審査会 8 小竹修、橋本麻衣 

令４.11.29 第 62 回新潟県施設園芸研究大会 80 小竹修、遠藤昌伸 

令４.12.12 令和４年度農薬実証ほ成績検討会 24 
宮嶋一郎 

五十嵐憲郎 

令５.１.６ ＪＡにいがた南蒲 果樹病害対策研修会 30 棚橋恵 

令５.１.23 
新潟県施設園芸立毛品評会実施検討会・新潟県施設園芸経営研

究会役員会 
10 小竹修、遠藤昌伸 

令５.３.22 令和４年度花き調査研究等総合検討会 27 和田茂、小池洋介 

令５.３.23 令和４年度果樹専門技術検討会 16 
大村宏和、若桑咲

子、橋本麻衣 
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（３）農業大学校 

教科名 
授業時間（時間） 

講師 
講義 演習 実習 計 

園芸特論Ⅰ 

 

園芸専門演習Ⅰ 

 

園芸特論Ⅱ 

 

10 

 

０ 

 

16 

０ 

 

22 

 

０ 

 ０ 

 

 ０ 

 

 ０ 

10 

 

22 

 

16 

長谷川雅明、小池洋介、橋本麻衣、棚橋恵、相

川敏之 

長谷川雅明、大村宏和、小池洋介、千野史貴、

棚橋恵、相川敏之 

長谷川雅明、和田茂、大村宏和、小池洋介、佐

藤淳、若桑咲子、橋本麻衣、千野史貴、岸孝二

、棚橋恵、種村竜太、宮嶋一郎、五十嵐憲郎、

遠藤昌伸、堀川拓未、相川敏之、土田祥子 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主催者 行事 内容 講師 

令４.６.28 新潟県農業共済組合 園芸施設共済損害評価

研修会（Zoom開催） 

施設園芸における主要病

害虫と近年県内で新たに

発生が確認された病害虫 

宮嶋一郎、五十嵐

憲郎 

 

（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

堀敦彦 

 

ナミックス株式会社 

 

いちごの高設栽培に係

わる技術習得 

令４.10.12 

～令５.３.31 

育種栽培科、環境・施

設科 

片山由夏 

西方駿 

阿部拓馬 

新印新潟中央青果株式

会社 

 

園芸作物の育種及び栽

培研究 

 

令４.６.13～６.16 

令４.10.11～10.13 

 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

中川海 

佐藤愛梨 

 

新潟大学大学院 

 

 

試験研究および新潟県

農業の活性化業務の習

得 

令４.９.５～９.16 

令４.９.15～９.30 

 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

斉藤充孝 全国農業協同組合連合

会新潟県本部 

園芸品目の栽培・施肥

・防除技術習得 

令４.７.４～７.15 

令４.９.26～10.７ 

育種栽培科、環境・施

設科 

笹﨑宣貴 新潟大学大学院自然科

学研究科 

イチゴの栽培研究に関

する事項 

令４.10.６,13,17,20,

27（５日間） 

環境・施設科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令４.４.28 農業共済新聞 日本なし「新碧」の育成について 若桑咲子 令４.５.25 

令４.６.23 農業共済新聞 ラクラク水耕栽培システムについて 種村竜太 令４.７ 

令４.７.22 新潟日報 予察灯の設置目的や飛来した昆虫 五十嵐憲郎 令４.８ 

令４.８.２ 農業共済新聞 育苗ハウスでつくるぶどうのアーチ栽培 橋本麻衣 令４.９ 

令４.８.17 朝日新聞 日本なしの品種育成経過や品種特性 大村宏和 令４.８.22 

令４.９.16 新潟日報 さといもの開花について 長谷川雅明 令４.９.22 

令４.11.７ 季刊誌ふうど 新潟のなし栽培の歴史、育成品種について 大村宏和 令４.冬号 
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令４.11.９ 新潟日報 地中熱・空気熱ハイブリッドヒートポンプ 遠藤昌伸 令４.11.26 

令５.１.10 NHK放送局 チューリップ、イチゴの育種について 千野史貴他 令５.１.25 

令５.１.17 ＵＸ新潟テレビ21 地中熱・空気熱ハイブリッドヒートポンプ 遠藤昌伸 令５.１.21 

令５.１.24 新潟県地中熱利用研究

会 

地中熱ヒートポンプに関する試験実施状況 遠藤昌伸 令５.４月 

令５.３.31 農業共済新聞 「ルレクチエ」のＪＶ樹形栽培について 大村宏和 令５.４月 
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４ 総務報告 

（１）施設（園芸研究センター） 

ア 本 場 

所 在 地 北蒲原郡聖籠町大字真野177 

建物面積 延 9,830.07ｍ2 

ほ場面積 果樹畑 4.66ha・野菜・花き畑 1.99ha 

イ 砂丘地ほ場 

所 在 地  新発田市人橋字香郷沢 

建物面積  延 502.52ｍ2 

ほ場面積 野菜・花き畑 1.20ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 6,165    157 6,008 

維持管理費 29,328     29,328 

経常研究費 6,397    2,450 3,947 

ほ場・飼育管理費 7,440     7,440 

受託試験費 7,206    7,206 0 

政策研究費 16,384    5,230 11,154 

備品整備費 0     0 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 22,326     22,326 

その他（他課事業） 7,486     7,486 

合   計 102,732 0 0 0 15,043 87,689 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育種栽培科 

センター長 

総務課長 

主査 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

育種栽培科長 

専門研究員 

 〃 

 〃 

小竹 修 

樋口 了 

諸本 訓子 

近  勝也 

飯田 嘉夫 

臼井 一栄 

武田 隆一 

千代 恵祐 

小柴 孝文 

丹後 精一 

横山 利孝 

竹田 宏行 

大村 宏和 

和田 茂 

長谷川 雅明 

 

育種栽培科 

 

 

 

 

 

環境・施設科 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

研究員 

参事（環境・施設

科長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

研究員 

小池 洋介 

佐藤 淳 

若桑 咲子 

橋本 麻衣 

千野 史貴 

岸 孝二 

山口 吉博  

 

棚橋 恵 

種村 竜太 

宮嶋  一郎 

遠藤 昌伸 

堀川  拓未 

五十嵐 憲郎 

相川 敏之 

土田 祥子 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年 

３月31日付 

転出 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

転入 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

退職 

〃 

〃 

小竹 修 

竹田 宏行 

権平 正 

黒田 智久 

宮嶋 一郎 

横山 泰之 

近  勝也 

小竹 修 

竹田 宏行 

大村 宏和 

長谷川 雅明 

和田 茂 

棚橋 恵 

宮嶋 一郎 

五十嵐 憲郎 

宮島 利功 

松本 辰也 

近  勝也 

センター長 

育種栽培科長 

病害虫防除所 副参事 

農総研企画経営部 専門研究員 

環境・施設科 専門研究員 

農総研中山間 専門研究員 

技術員（再任用） 

センター長 

育種栽培科長 

育種栽培科 専門研究員 

育種栽培科 専門研究員 

育種栽培科 専門研究員 

環境・施設科 専門研究員 

環境・施設科 専門研究員 

環境・施設科 主任研究員 

 

参事（育種栽培科長） 

育種栽培科・専門研究員 

育種栽培科・専門研究員 

環境・施設科・専門研究員 

環境・施設科・主任研究員 

環境・施設科・主任研究員 

技術員 

参事（育種栽培科長） 

育種栽培科・専門研究員 

三条農業部・課長代理 

（再任用） 

魚沼農業部・課長代理 

経営普及課 副参事 

環境・施設科 主任研究員 

病害虫防除所 主査 

センター長 

育種栽培科・専門研究員 

技術員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

振とう器 

液肥混入機 

環境制御器 

生物顕微鏡 

無煙炭化器 

シェイキングインキュベーターBT101 

DR－６GL 

NT－145S１ 

BX43‐PC Advan－CamHD４K 

M150 

 

（６）派遣研修者 

なし 

 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

24回 ２回 ７回 33回 

199 人 17 人 217 人 433 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明の名称 発明者 
特許出願 

番号・年月日 

特許出願公開 

番号・年月日 

特許登録 

番号・年月日 

サトイモの栽培方法 竹田宏行 特願 2006-

281116 

平 18.10.16 

特開2008-

92907 

平 20. 4.24 

特許 

5771791 

平 27. 7.10 

イ 実用新案権 

なし 

 ウ 意匠権 

なし 
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エ 育成者権（登録品種） 

農林水産植物の種類 登録品種の名称 登録番号・年月日 

いちご 新潟S3号 第 22112号 平 24.12.28 

チューリップ 新潟１号 第15823号 平19.12.17 

新潟２号 第15824号 平19.12.17 

新潟３号 第17454号 平21. 2.24 

新潟４号 第17455号 平21. 2.24 

新潟６号 第17688号 平21. 3. 2 

新潟７号 第17689号 平21. 3. 2 

新潟８号 第17690号 平21. 3. 2 

新潟９号 第17691号 平21. 3. 2 

新潟10号 第 17692号 平21. 3. 2 

新潟11号 第 17693号 平21. 3. 2 

新潟13号 第 20371号 平23. 2.15 

新潟14号 第 20372号 平23. 2.15 

雪うさぎ 第24594号 平27.11.10 

雪の華 第25432号 平28. 9.27 

雪紫 第25433号 平28. 9.27 

新紅 第25433号 令4. 1.17 

つつじ 越の淡雪 第11563号 平15.11.18 

越の舞姫 第11564号 平15.11.18 

ほほえみ 第12949号 平17. 3.14 

ももか 第12950号 平17. 3.14 

ダンシングスノー 第12951号 平17. 3.14 

ひろか 第32266号 令3.10.21 

スノーシャイン 第32267号 令3.10.21 

かき 朱鷺乙女 第11372号 平15. 8.19 

日本なし 新王 第22540号 平25. 3.25 

新美月 

新碧 

第22541号 平25. 3.25 

登録出願中 

大豆（えだまめ） 新潟系14号 第 22414号 平25. 3.14 

 

（９）栄誉 

部科名・職名 氏 名 栄誉名 受賞年月日 栄誉の概要 

環境・施設科・主任

研究員 

遠藤 昌伸 園芸学会北陸支部学術

賞 

令４.12.10 

 

園芸作物の養水分管理と環境制

御の最適化に関する研究 
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V 畜産研究センター  
 

組織構成図 

総 務 課 

酪農肉牛科 

生産・環境科 

畜産研究センター長 

養豚養鶏チーム 

資源循環チーム 

大家畜栄養生理チーム 

繁殖工学チーム 
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目次 

１ 研究概要 
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１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

501 

502 

503 

(1) 酪農・肉用牛の経営改善に結びつく基盤技術開発 

ア 光周期コントロールによる酪農生産性向上技術の開発 

イ ウシ体外受精卵の有効利用方法の検討 

ウ TLR7/8活性化によるウシ精子の性選別法に関する実証試

験 

令３～４ 

 〃 

 〃 

 〃 

 

酪農肉牛科 

 〃 

 〃 

 〃 

県単経常  

504 

 

 

505 

506 

 

507 

508 

509 

 

(2) 中小家畜と自給飼料及び畜産環境改善に関する研究 

ア  安価な ICT 機器を活用した養豚飼養管理省力化、低コ

スト化技術の開発 

イ 飼料の安定確保及び利用技術の開発 

（ア）良質な夏型飼料作物の安定生産 

（イ）低・未利用資源を含む飼料全般に適用できる消化性評

価手法 

（ウ）地鶏の飼料用米活用技術 

（エ）園芸作物残渣等未利用粗飼料資源の飼料化の検討 

ウ 堆肥の利用促進並びに環境や防疫に対応した管理技術の

開発 

令３～５ 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

生産・環境科 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

 

510 

511 

 

512 

(3) にいがた和牛の早期大型化及び高品質安定生産技術の開

発 

ア 発酵 TMR の長期給与が発育及び枝肉成績に及ぼす影響 

イ 代用乳の哺乳量や濃度、哺乳期間の違いが発育成績に

及ぼす影響 

ウ ゲノミック評価の肥育素牛への活用と枝肉成績との検

証 

令３～６ 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

酪農肉牛科 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

県単政策  

513 

 

514 

(4) 黒毛和種受精卵のゲノミック評価選抜 

ア バイオプシー（BP）細胞における SNP 解析の成功率の

調査 

イ バイオプシー胚の移植時における受胎率の調査  

令４～７ 

 〃 

 

 〃 

酪農肉牛科 

 〃 

 

 〃 

県単政策 

(所長枠) 

515 (5) 海藻給与による牛からのメタン低減効果の検討 令４ 酪農肉牛科 

県単事業  

516 

(6) にいがた和牛レベルアップ推進事業 

ア 受精卵活用型生産拡大対策 

平30～ 

 〃 

酪農肉牛科 

 〃 

県単事業  

517 

(7) 飼料生産給与技術改善対策事業 

ア 飼料作物品種適性調査 

昭52～ 

平 24～ 

生産・環境科 

 〃 

県単事業  

518 

(8) にいがた地鶏振興事業 

ア にいがた地鶏振興事業 

平25～ 

 〃 

生産・環境科 

 〃 

県単事業  

519 

(9) 畜産担い手経営発展事業 

ア 畜産経営体質強化推進事業（臭気低減対策指導） 

平29～ 

平 31～ 

生産・環境科 

 〃 

  ※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 酪農・肉用牛の経営改善に結びつく基盤技術開

発 

研究の背景と目的 

口蹄疫など海外悪性伝染病の発生リスクの増大、

穀物需給の逼迫や円安等の影響で飼料価格は高止ま

り、さらに資材高騰など畜産経営の収益性が低下し

ている。このため、意欲的な酪農経営における生乳

生産量の増加、あるいは酪農、肉用牛経営における

繁殖効率の改善などにより生産性を向上させ、経営

改善に結びつくための基盤技術の開発が求められて

いる。そこで、光周期改善による生産性向上技術及

び体外胚の活用技術を開発する。 

 

501 光周期コントロールによる酪農生産性向上技術の

開発 （山下） 

光周期を人為的にコントロールすることで乳牛の健

全性と生産性を増進できることが報告されている。 

明期を長くすることで、牛の行動や生産性がどのよ

うに変化するかを解析し、暗い時間の長い当県の冬季

において生乳生産量の増加に繋がる光周期コントロー

ルの方法について調査した。明期延長条件下では活動

量が増加し、また、乳量も自然条件下と比較して多く

なったことから、生産性向上に効果があると考えられ

た。 

 

502 ウシ体外受精卵の有効利用方法の検討 （山家） 

体外受精後の卵割状況を簡易的に観察し、選別した

ウシ低ランク体外胚の凍結融解後の生存性及び受胎性

を調査した。形態学的評価の違いで凍結融解後の生存

率および孵化率に差は見られなかった。形態学的評価

で低ランクと判断された体外胚のうち、体外受精後

27時間後に均等２卵割及び54時間後に６細胞以上に

卵割したものは、超急速ガラス化保存することで、形

態学的に高品質であった体外胚と同等の高い受胎率が

得られた。 

 

503 TLR7/8活性化によるウシ精子の性選別法に関す

る実証試験              （中川） 

広島大学から提示された性選別方法で雌選別した和

牛精液を用いて 5回にわたり体外受精を行い、合計で

154個の体外受精胚を作成した。これまで80個の胚に

ついて PCR 法により性判別を行ったところ、雌判別胚

の割合は41.7～53.3％となり、想定した結果は得られ

なかった。広島大学では提示された簡易プロトコルで

70％の判定がなされていることから今後広島大学とプ

ロトコルの確認等を行っていく。 

 

(2) 中小家畜と自給飼料及び畜産環境改善に関する

研究 

研究の背景と目的 

本県の畜産業は、担い手の高齢化や労働力不足が

進行していることから、スマート農業技術を活用し

た省力化、精密化が求められている。また、収益性

の向上に向けて、自給飼料の生産拡大や、飼料用米

の利用拡大、低・未利用資源の飼料としての活用が

求められているほか、畜産環境の改善に向けた対応

が必要となっている。そこで、これらに対応する技

術を開発する。 

 

504 安価な ICT 機器を活用した養豚飼養管理省力

化、低コスト化技術の開発 （小見） 

子豚の保温用ヒーターに安価な温度センサース

イッチを組み込むことで、自動で温度調節が可能と

なり省力化が図られた。豚の背脂肪厚測定において

は比較的安価な超音波画像診断装置を用いても専用

測定器と遜色なく活用できることが示された。 

 

505 良質な夏型飼料作物の安定生産   （品田） 

ソルガムは熟期によって収穫後のサイレージ品質

に差はみられず、収穫時期を幅広く設定できること

が示唆された。また、ソルガムに適用できる除草剤

において、除草効果の高い草種が明らかとなった。 

 

506 低・未利用資源を含む飼料全般に適用できる消

化性評価手法            （清水） 

粗飼料資源の発掘調査では、野草の中にタンパク

質飼料や繊維質飼料としての利用が期待できるもの

があった。 

ADL 含量と 48 時間後のルーメン内乾物消失率と

の関係では、イネ科の植物に限定すると高い負の相

関が認められた。 

 

507 地鶏の飼料用米活用技術      （村山） 

 にいがた地鶏の生産コストの低減を図るため、飼

料用米を 50％配合した飼料を用いて冬期の飼養試

験を実施した。飼料用米 50％配合した区では、増体

や解体成績（肉量）が対照区と同等であり、対照区

に比べ 40％程度の飼料費の低減が試算された。 

 

508 園芸作物残渣等未利用粗飼料資源の飼料化の検

討                 （清水） 

えだまめ未熟莢を用いたサイレージ化試験では、

えだまめ単体では調整が難しく、副資材が必要であ

ると思われた。副資材としては酒粕が最も有望であ

ると考えられた。 

 

509 堆肥の利用促進並びに環境や防疫に対応した管

理技術の開発 （小柳） 

AD 液処理を簡易窒素評価法にも活用可能な 0.2AD
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液による煮沸処理に切り替えるという形で前年度考

案した ADL 簡易測定法を改良した。その結果、測定

値の標準誤差は 28mg/gADM と精度が向上した。また

ADFも同様に測定でき、標準誤差は51mg/gADMであっ

た。 

 

(3) にいがた和牛の早期大型化及び高品質安定生産技

術の開発 

研究の背景と目的 

県内黒毛和種肥育農家の半数が繁殖牛を導入、自家

産素牛が確保可能な一部一貫経営へ移行していること

から、市場導入より早期に肥育着手が可能な状況にあ

る。しかし、県内農家では24か月齢出荷に対応した飼

料給与体系が確立されておらず、全国共励会などの受

賞は30か月齢出荷に限られる。そこで、早期肥育着手

できる環境を活かした 24 か月齢出荷を可能にする技

術を開発、効率化を図ることで肥育経営の安定に資す

る。 

 

510 発酵 TMR の長期給与が発育及び枝肉成績に及ぼ

す影響  （関﨑） 

供試牛は 23.6 か月齢で生体重 851kg、枝肉重量

535kg、歩留基準値 75.6 を平均で確保し、６か月出

荷月齢を早期化しても十分な大型化を達成した。枝

肉６形質で発酵 TMR 給与区と濃厚飼料多給区の両区

に有意な差は認められなかったが、肥育前期の肝機

能や総コレステロールが発酵 TMR 給与区で有意に低

く、筋間脂肪の発達抑制につながる可能性が示唆さ

れた。脂肪の質においては、オレイン酸・MUFA の割

合が発酵 TMR 給与区で低かった。発酵 TMR 給与区は

比較的健全な第一胃内で水素添加が進み、濃厚飼料

多給区では脂肪酸が第一胃をバイパスし、不飽和の

まま吸収され、筋肉中へ移行したものと考えられた。 

 

511 代用乳の哺乳量や濃度、哺乳期間の違いが発育

成績に及ぼす影響  （関﨑） 

場内産雄子牛 10 頭を用い、哺乳量がメーカー規

定量の倍量区(12ℓ/日)に５頭、規定量区(６ℓ/日)に

５頭を供試した。倍量区で発育曲線の上限を大きく

超えて良好に発育し、日増体重・体重・体高・胸囲・

腹囲いずれも有意に高くなった。倍量区は 10ℓ/日時

点で一時的に増給の壁があるため、今後 10ℓ/日区を

設定し、発育への影響をみる。場内産雄子牛を確保

次第、供試し、データを蓄積する。 

 

512 ゲノミック評価の肥育素牛への活用と枝肉成績

との検証                  （関﨑） 

枝肉６形質、オレイン酸、MUFAについて、家畜改良

事業団によるゲノミック評価を行い、評価値と実績値

との関係を検討した。ロース芯面積・歩留基準値・オ

レイン酸の各形質において、評価値と実績値に有意な

正の相関が認められた。 

 

(4) 黒毛和種受精卵のゲノミック評価選抜 

研究の背景と目的 

ウシにおいて、ゲノム上の一塩基多型（SNP)から

遺伝的能力を推定する技術（ゲノミック評価）が確

立されている。SNP 情報は、一般的に生体の検体（血

液、毛根）から得られるが、受精卵（胚）の細胞片

から得ることでより早い段階での評価が可能となる。

そこで、胚の細胞片から DNA を抽出・増幅する方法

について検討し、SNP 解析率向上を目指すとともに、

ゲノミック評価の高い子牛を作出する。 

 

513 バイオプシー（BP）細胞における SNP 解析の成

功率の調査  （山家） 

胚を少し多めにバイオプシーして初期 DNA 量を増

やすとともに、増幅試薬を事前にクリーンアップし、

さらに増幅時間を延長して全ゲノム増幅したところ、

SNP 解析率は平均 90.2％であった。また、全ゲノム

増幅キットを変更したところ、SNP 解析率が平均

95.7％と向上した。さらに、全ゲノム増幅後に DNA

を精製処理したところ、DNA 濃度が減少したものの、

平均 98.5％と高い SNP 解析率が得られ、本研究によ

り 15 個のゲノミック評価胚を得た。 

 

514 バイオプシー胚の移植時における受胎率の調査

 （山家） 

体内バイオプシー胚を超急速ガラス化法で保存し

た際の、加温 48 時間後の生存率は 100％（11/11）

であり、受胎率は 75.0％(3/4)であった。 

 

(5) 海藻給与による牛からのメタン低減効果の検討 

研究の背景と目的 

カーボンニュートラルの実現に向けて、畜産分野

では牛の消化管内発酵由来のメタン低減が課題と

なっている。これまでの知見によれば、国内で広く

食用養殖されている海藻（ホンダワラ類等）を用い

たメタン低減効果が報告されていることから、当県

沿岸で採れる海藻給与によるメタン低減効果を検討

する。 

 

515 海藻給与による牛からのメタン低減効果の検討 

                     （山下） 

 新潟県沿岸で養殖されている海藻（アカモク）添加

飼料を in vitro で再現した第一胃に加え培養したと

ころ、海藻無添加飼料と比較して総ガス及びメタンの

発生量が減少し、メタン抑制資材としての有効性が示

唆された。また、海藻の飼料成分分析並びに保存試験

により、海藻の飼料化について知見を得た。 
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(6) にいがた和牛レベルアップ推進事業 

事業の背景と目的 

受精卵移植により遺伝的能力の高い和牛子牛を増産

し、県産高能力肥育素牛の安定供給を通じて、高品質

で効率的なにいがた和牛の生産拡大を図る。 

 

516 受精卵活用型生産拡大対策    （中川） 

当センターで飼養する優良な黒毛和種供卵牛６頭

から延べ８回通常採卵を行い、正常な受精卵 49 個、

移植に適した A,A’卵は 33 個、販売用受精卵を 32

個確保した。さらに９頭からのべ 20 回の OPU-IVF を

行い、正常な体外受精卵 234 個を生産した。その中

で移植に適した A、A’卵は 113 個あり、販売用体外

受精卵を 108 個確保した。その他に県内の農家で飼

養されている優良な黒毛和種供卵牛１頭から延べ２

回 OPU-IVF を行い、正常な体外受精卵を 33 個生産

した。その中で移植に適した A、A’卵は 28 個あり、

販売用体外受精卵を 18 個確保した。 

 

(7) 飼料生産給与技術改善対策事業 

事業の背景と目的 

県内栽培に適する飼料作物の優良品種を選定する

ためにエンバクおよびイタリアンライグラス各品種

の生育特性・収量特性について検討する。 

 

517 飼料作物品種適性調査    （品田） 

エンバクは、いずれの品種も生育特性に差はみら

れなかった。早生品種では、乾物収量が最も多かっ

た「アーリーキング」が有望と思われる。 

イタリアンライグラスは、越冬後の被度調査の結

果から、「ナガハヒカリ」と「ゆきつよし」が有望

と思われる。また、「ナガハヒカリ」と「ゆきつよ

し」の耐雪性を含む生育特性や収量に差はみられな

かった。 

 

(8) にいがた地鶏振興事業 

事業の背景と目的 

「にいがた地鶏」の安定供給や品質向上及び所得

向上を図るため、低コスト生産体制の構築を推進す

る。 

 

518 にいがた地鶏振興事業 （村山） 

 ７名の飼養者に対して、雄 2,735 羽、雌 370 羽、

計 3,105 羽のひなを供給した。 

(9) 畜産担い手経営発展事業 

事業の背景と目的 

畜産経営の維持拡大の妨げとなる環境問題に対応

し、畜産の地域との共存を実現するため、家畜排せ

つ物の適正管理、臭気発生状況等の点検、調査と改

善指導等を実施する。 

 

519 畜産経営体質強化推進事業（臭気低減対策指

導） （小見） 

２戸の養豚経営に対して延べ２回の臭気調査と４

回の検討会を実施した。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（複合営農推進に向けた技術） 

搾乳ロボット飼養における PMR の適正な粗濃比 

 

酪農肉牛科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

 

３ 

（複合営農推進に向けた技術） 

搾乳ロボット飼養におけるセンシングデータの活用 

卵割状況の観察により選別した低品質体外胚の受胎性 

（水産資源の持続的利用確保と水産物安定供給のための技術） 

海藻類によるルーメン発酵由来のメタン排出量低減効果 

 

酪農肉牛科 

酪農肉牛科 

 

酪農肉牛科・水海研 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

籾米サイレージを上手に使ってコスト削減（宮腰雄一） Dairy Japan 令４.６ 

有機質資材の窒素肥効と炭素貯留性の評価－デタージェント分析に

よる推定法－（小柳渉） 

技術と普及 令４.11 

スーダン型ソルガム「涼風」の刈取り時期の違いが収量、飼料成分

等に及ぼす影響および家畜を通した品質評価（清水翔太・小柳渉・

平尾賢一・小橋有里） 

新潟県農業総合研究所研

究報告第20号 

令５.３ 

ウシガラス化卵子由来胚における体外受精後の卵割状況が胚盤胞へ

の発生及び胚移植後の受胎性に及ぼす影響（山家崇・市川雄紀・福

留信司・中川浩） 

新潟県農業総合研究所研

究報告第20号 

令５.３ 

酢酸ナトリウム抽出とカリウムイオンメーターによる土壌交換性カ

リの簡易測定法（小柳渉・清水翔太） 

新潟県農業総合研究所研

究報告第 20 号 

令５.３ 

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

カリウムイオンメーターを用いた粗飼料中カリウム含量の簡易測定

法（清水翔太・小柳渉） 

北信越畜産学会 令４.10 
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（３）現地指導 

ア  研究成果情報名：黒毛和種去勢肥育牛の出荷月齢早期化を可能にする飼料給与技術（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

酪農肉牛科 

関﨑幸一 

村上農業普及指導セン

ター 

遠山幸一 

合同会社アグリフロ

ンティア 

新発田農業普及指導セ

ンター 

小野巧 

猪股一直 

長岡農業普及指導セン

ター 

関克史 

村上市荒川地

区 

 

 

 

胎内市黒川地

区 

新発田市豊浦

地区 

長岡市山古志

地区 

 

 

※全ての対象

農業者を同日

に巡回指導 

 

令４.４.12 

 

 

超音波肉質測定・診断 

月齢に応じた発育、飼料給与内容・量、

牛房状況の確認・指導 

 

令４.５.10 

 

 

超音波肉質測定・診断結果の説明 

月齢に応じた発育、飼料給与内容・量、

牛房状況の確認・指導 

 

令４.６.７ 

 

月齢に応じた発育、飼料給与内容・量、

牛房状況の確認・指導 

 

令４.７.６ 

 

 

超音波肉質測定・診断 

月齢に応じた発育、飼料給与内容・量、

牛房状況の確認・指導 

 

令４.７.12 

 

 

超音波肉質測定・診断結果の説明 

月齢に応じた発育、飼料給与内容・量、

牛房状況の確認・指導 

 

令４.９.６ 

 

月齢に応じた発育、飼料給与内容・量、

牛房状況の確認・指導 

 

令４.８.１ 

令４.９.１ 

 

R3成果の26～27か月齢出荷体系の解説及

び現在研究中の24か月齢出荷体系の研究

について紹介 

令４.11.４ 

 

 

 

対象農家の出荷月齢早期化牛について、

と畜及び格付後、枝肉勉強会を実施、食

肉センターで枝肉６形質等を確認、仕上

がりを検討 

令５.２.６ R3成果及び現在研究中の24か月齢出荷体

系の研究速報について、全共出品牛・出

品候補牛の枝肉６形質・MUFA等と併せて

解説 

 

イ 研究成果情報名：カリウムイオンメーターを用いた粗飼料中カリウム含量の簡易測定法（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

生産環境科 

清水翔太 

新潟農業普及指導セン

ター 

畜産研究セン

ター 

 

 

 

令４.５.23 

 

 

 

 

普及指導員にカリウムイオンメーターで

の粗飼料中カリウム含量簡易測定法の手

順や評価手法について技術指導 

さらに、普及指導員から酪農家に技術指

導を実施 

阿賀町津川地

区 

令５.２.13 牧草におけるカリウム含量過剰による家

畜への影響について説明 

R3年度成果内容について情報提供 
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ウ 研究成果情報名：凍結卵子に由来するウシ体外胚の受胎性（令和４年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

酪農肉牛科 

山家崇 

新潟農業普及指導セン

ター 

 渡辺昇平 

 渡辺徹 

阿賀町津川地

区 

令５.２.13 

 

経腟採卵や体外胚の特性、留意点並びにR

４成果内容について情報提供 

 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 
なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令４.４.14 試験設計検討会 18 全研究員 

令４.９.20 

令４.９.27 

新潟大学農学部地域交流サテライト実習 16 

16 

全研究員 

令４.11.８ 令和４年度試験研究発表会 63 全研究員、新潟大

学、農業団体他 

令４.12.２ 

 

公開セミナー（畜産経営改善研修会 in 長岡） 24 島津是之、小柳渉、

清水翔太 

令５.２.７

～８ 

試験成績検討会 20 全研究員 

令５.２.16 成果候補検討会 23 全研究員 

 

（３）農業大学校 

教科名 
授業時間（時間） 

講師 
講義 演習 実習 計 

家畜育種学 12   12 関﨑幸一 

繁殖工学   ８ ８ 山家崇 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 
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（５）その他講師派遣 

年月日 主催者 行事 内容 講師 

令４.４.12 

令４.７.６ 

全農新潟県本部 

 

鹿児島全共８区出品候

補牛超音波肉質診断 

出品候補牛の超音波肉質

測定・診断 

宮腰雄一、関﨑幸

一 

令４.５.23 新潟大学 大学講義 「農学入門Ⅰ・Ⅱ」 中川浩 

令４.６.14 新潟県学校農業クラブ

連盟 

家畜審査競技大会 乳牛及び肉牛の審査競技

会審査員 

島津是之、宮腰雄

一、関﨑幸一 

令４.６.17 

令４.11.30 

経営普及課 令和４年度スマート農

業研修（畜産） 

繁殖台帳 Web システム、

飼料作ドローン活用及び

搾乳ロボット飼養につい

て 

宮腰雄一、小柳

渉、山下舞 

令４.７.11 

～12 

全農新潟県本部 

 

 

第 12 回全国和牛能力

共進会（鹿児島全共） 

最終予選会 

出品候補牛審査 宮腰雄一 

関﨑幸一 

令４.８.１ 村上牛生産協議会 村上牛枝肉研究会表彰

式並びに生産者研修会 

黒毛和種去勢肥育牛の出

荷月齢早期化を可能にす

る飼料給与技術 

関﨑幸一 

令４.８.４ 

令４.10.９ 

～11 

令４.12.21 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 長谷川裕二 

令４.８.９ 

令４.11.29 

～12.１ 

令５.１.10 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 島津是之、宮腰雄

一 

令４.８.22

～９.16 

畜産課 家畜人工授精師養成講

習会 

家畜人工授精師免許取得

のための講習会 

宮腰雄一、中川

浩、関﨑幸一、山

家崇、弥田進 

令４.９.１ 全農新潟県本部 飼料高騰対策に係る肉

牛研修会 

黒毛和種去勢肥育牛の出

荷月齢早期化を可能にす

る飼料給与技術 

関﨑幸一 

令４.９.27 全農新潟県本部 新潟県子牛研修会 子牛共進会審査員 関﨑幸一 

令４.９.29 新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 養豚経営指導 小見朋子 

令４.10.20 

令５.２.６,

９ 

令５.３.３ 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 小柳渉 

令４.11.７ 経営普及課 土壌診断能力向上研修 RQ フレックスとカリウム

イオンメーターの活用等 

小柳渉、清水翔太 

令４.11.22 新発田地域農業振興協

議会、新潟県新発田地

域振興局農業振興部 

令和４年度 新発田地

域農業振興大会 

堆肥の特性と活用のポイ

ントについて 

小柳渉 

令４.11.30 

令５.２.９ 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 養豚経営指導 小見朋子 

令４.12.６ 食品・流通課 令和４年度家畜商講習

会 

家畜の品種及び特徴につい

て 

小見朋子、山下舞 
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令５.１.23 

～24 

令５.２.13 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営（一部一貫） 

指導 

関﨑幸一、清水翔

太 

令５.１.25 新発田地域農業振興協

議会 

酪農飼養管理技術研修

会 

乾乳期短縮技術及び搾乳

ロボット飼養について 

宮腰雄一、山下舞 

令５.２.６ 全農新潟県本部 第 12 回全国和牛能力

共進会（鹿児島全共）

反省検討会 

にいがた和牛の早期大型

化に向けて～鹿児島全共

８区出品牛と関連して～ 

関﨑幸一 

令５.２.27 

令５.３.１ 

～２ 

令５.３.23 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営（肥育）指導 関﨑幸一 

令５.３.９ 妙法育成牧場 場内研修会 乳牛の育成について 宮腰雄一 

令５.３.22 新発田地域農業振興協

議会、JA 北越後畜産ク

ラスター協議会 

黒毛和牛における肥育

技術研修会 

にいがた和牛の早期大型

化に向けて～鹿児島全共

８区出品牛と関連して～ 

関﨑幸一 

 

（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

伊藤大世 新潟大学農学部 インターンシップ 令４.９.16～30 酪農肉牛科、生産・環境

科 

柴田 迅 新潟大学農学部 インターンシップ 令４.９.16～30 酪農肉牛科、生産・環境

科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令４.９.15 新潟日報 イアコーン収穫スナッパヘッドの現地適応

化 

清水翔太 令４.10.６ 

令４.９.30 日刊工業新聞新潟支局 ロボットと働く 島津是之、

宮腰雄一 

令４.11.８ 
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４ 総務報告 

（１）施設（畜産研究センター） 

   所 在 地 三条市棚鱗178 

   建物面積 10,943.94ｍ2 

   圃場面積 26.2ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 11,969     11,969 

維持管理費 25,246     25,246 

経常研究費 2,660     2,660 

ほ場・飼育管理費 56,196    40,187 16,009 

受託試験費 762    762 0 

政策研究費 22,300    7,150 15,150 

備品整備費 1,430     1,430 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 9,000     9,000 

その他（他課事業） 16,056     16,056 

合   計 145,619 0 0 0 48,099 97,520 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

総務課 センター長 

総務課長 

主査 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

大矢 俊行 

星野 幸生 

坂内 稔之 

渋谷  誠 

酒井 直樹 

長谷川 元 

岩村 伸行 

若林 祐志 

高橋 稔郎 

上村 次郎 

淡路  実 

渡邉 千里 

古山 一希 

目黒 正介 

高山  肇 

酪農肉牛科 

 

 

 

 

 

 

生産・環境科 

酪農肉牛科長 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

研究員 

臨時的任用職員 

生産・環境科長 

専門研究員 

主任研究員 

  〃 

研究員 

  〃 

島津 是之 

宮腰 雄一 

中川  浩 

関﨑 幸一 

山家  崇 

山下  舞 

弥田  進 

長谷川 裕二 

小柳  渉 

村山  剛 

小見 朋子 

清水 翔太 

品田 晃平 
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－ V - 13 － 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

 

令和４年 

３月31日付 

転 出 

〃 

転 入 

〃 

退 職 

山田 純蔵 

市川 雄紀 

星野 幸生 

品田 晃平 

長谷川 昌伸 

新潟南高・事務長 

下越家保・主任 

総務課長 

生産・環境科・研究員 

 

 

総務課長 

酪農肉牛科・研究員 

長岡整備部・庶務課副参事 

十日町農業部・技師 

生産・環境科・専門研究員 

 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

黒毛和種肥育試験牛 

赤城３６７ 0872453188 

赤城３６８ 0872453201 

体外受精卵産子 0872453775 

赤城３７０ 0872453423 

海乃幸 1657629163 

瑞穂東大８３８ 1670704663 

平福 1647759849 

高浜３６４０ 1584136406 

体外受精卵産子 0872453812 

体外受精卵産子 0872454055 

姫太郎２１２９ 0874021293 

体外受精卵産子 0872454147 

牛衡機 富士平工業（株）計量台牛用（車輪付）・TURU-TEST S3-1010N 牛用 

豚体重推定装置 （株）ノア・Hapimo P-Scale 

 

（６）派遣研修者 

研修名 研修者名 研修目的 期間 講師 

依頼研究員 山下 舞 飼養試験を通じて飼料

の消化性や栄養素の配

分についての考え方や

知識を学び、そのため

の測定項目や分析手法

を習得するため。 

令４.６.６～９.２ 農研機構畜産研究部門 

乳牛精密管理研究領域 

乳牛精密栄養管理グル

ープ 野中最子 他 

 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 教育関係 一般県民 開放デー 合    計 

２回 １回 ２回 ０回 ０回 ５回 

14 人 １人 25 人 ０人 ０人 40 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

イ  実用新案権 

なし 

ウ 意匠権 

なし 

 

（９）栄誉  なし 
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VI 食品研究センター  組織構成図 

蛋白菓子食品チーム 

米穀食品チーム 

園芸利用食品チーム 

微生物利用食品チーム 

生産工学チーム 

生物機能工学チーム 

食品工学科 

園芸特産食品科 

総 務 課 

穀類食品科 

食品研究センター長 

水産加工食品科（新潟分室） 

水産加工食品チーム 
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－ VI - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

601 

 

 

602 

 

603 

(1) 穀物の需要拡大に資する基盤技術の開発 

ア 米粉利用食品の競争力を高めるための製造技術の検討 

（ア）米菓製造工程における原料米及び生地の状態変化の

解析 

イ 麦類の高度利用技術の検討 

（ア）物性・調理性の調節を容易にする製麺製造条件の調

整技術の開発 

（イ）もち大麦の製粉技術の開発 

令２～４ 

 

 〃 

 

 

〃 

 

〃 

穀類食品科 

 

〃 

 

 

〃 

 

 〃 

県単経常  

 

604 

605 

 

 

606 

607 

 

608 

(2) 県産農産物の商品性向上技術の開発 

ア 県産農産物・加工品の高品質安定流通技術の開発 

（ア）原料処理・加工技術開発 

（イ）保存技術の開発 

イ 新潟オリジナル微生物の利用技術の開発と危害防止技

術の開発 

（ア）オリジナル微生物の利用技術 

（イ）食品の危害防止技術 

ウ 伝統食品の新規規格商品化技術の開発 

（ア）伝統食品の製造条件の確立 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

園芸特産食品科 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

県単経常  

 

609

610 

 

(3) 農産物の付加価値を高める新規食品素材の開発及び機能

性評価 

ア 農産物を用いたプラントベース食品素材の開発 

イ 地域特産農産物に含まれる有用成分量の評価及び簡易

分析法の検討 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

食品工学科 

 

 〃 

 〃 

県単経常  

611 

612 

(4) 水産物の特性を活かした水産加工技術の開発 

ア 無重合リン酸塩冷凍すり身の開発・試作 

イ 常温貯蔵等による長期貯蔵が可能な練り製品製造技術

の開発 

令２～４ 

 〃 

 〃 

水産加工食品科 

 〃 

 〃 

県単経常  

613 

(5) バイオサーファクタント生成乳酸菌の探索 

ア バイオサーファクタント生成乳酸菌のスクリーニング

法の比較検討 

令３～４ 

 〃 

園芸特産食品科 

 〃 

県単経常  

614 

(6) 新たな加工資源となりうるか！県産海藻の発掘 

ア 県産海藻類の成分含有量と加工による影響の調査 

令４ 

 〃 

食品工学科 

 〃 

県単政策  

 

 

 

615 

 

616 

 

 

 

617 

 

(7) 県産農水産物の新たな需要を喚起する食品加工技術の開

発 

 

ア 県産米粉の用途拡大に向けた特性付与技術の開発 

（ア）米の性状改変技術の確立 

 

（イ）性状改変米粉の製造確立と目的に対応した最適利用

方法の検討 

 イ オリジナル乳酸菌を利用した発酵漬物の安定生産技術

の開発 

（ア）無塩発酵漬物の安定製造技術開発 

 

令３～５ 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 

令３～５ 

 

穀類食品科、園芸特

産食品科、食品工学

科、水産加工食品科 

 

穀類食品科、食品工

学科 

穀類食品科 

 

 

 

園芸特産食品科、食

品工学科 
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－ VI - 4 － 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

618 ウ 県産農林水産物を用いた魚臭低減技術の開発 令３～５ 水産加工食品科、食

品工学科 

県単政策  

 

 

 

619 

620 

 

621 

622 

(8) 農作物の栄養や健康に関する機能性成分の評価（黒龍江

省との共同研究事業） 

ア 水稲、大豆に含まれる機能性成分含有量の評価（黒龍

江省との共同研究） 

（ア）水稲の機能性成分含有量の評価 

（イ）大豆の機能性成分含有量の評価 

イ 加工処理による機能性成分への影響評価 

（ア）発酵・酵素処理による成分への影響評価 

（イ）米菓の加工適性試験 

令３～５ 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

令４～５ 

 〃 

食品工学科、穀類食

品科 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

県単事業  

 

 

623 

(9) 新たな市場創出に資する米加工技術の開発（新たな米産

業創出加速事業） 

 

ア 酵素処理や物理処理等による米の特性改変 

令２～４ 

 

 

 〃 

食品工学科、穀類食

品科、園芸特産食品

科 

 〃 

県単事業  

624 

(10) 県産食材加工体制強化事業 

ア 県産農産物１次加工品の品質安定化 

令３～５ 

 〃 

園芸特産食品科 

 〃 

県単事業 625 (11) 県産食品新市場開拓支援事業 令４～６ 穀類食品科、園芸特

産食品科、食品工学

科、水産加工食品科 

外部資金 626 (12) 低たんぱく質玄米米飯の安定製造に向けた玄米の前処

理と酵素処理方法の検討 

令４ 穀類食品科、食品工

学科 
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－ VI - 5 － 

（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 穀物の需要拡大に資する基盤技術の開発 

研究の背景と目的 

 穀類の需要を拡大するためには、食品産業の市場拡

大につながる製造技術や高付加価化につながる高度加

工技術が必要である。そこで、食品産業の成長維持に

向け競争力強化につながる米や麦類を使用した製造技

術や高度利用技術を検討する。 

 

601 米菓製造工程における原料米及び生地の状態変化

の解析            （髙橋・知野・大野） 

マルチトールや食塩は米菓の膨化を高める効果があ

り、同一火力条件では添加量が多いほど比容積が大き

くなることが明らかになった。DSC や TMA の熱分析に

より、添加量が生地のガラス転移温度、膨化温度及び

膨化程度に影響することが示された。 

 

602 物性・調理性の調節を容易にする製麺製造条件の

調整技術の開発          （野呂・諸橋） 

トランスグルタミナーゼを用いて硬さの異なる麺を

製造し、三点識別法により、どの程度麺の硬さに違い

があれば喫食者がこれを識別できるか解析した。その

結果、2種類の麺の硬さに80gw以上の差があれば、両

者の違いを官能評価で識別できることが分かった。 

 

603 もち大麦の製粉技術の開発    （諸橋・野呂） 

セルラーゼ処理した大麦粉で製造したパンは、無処

理と比べて低加水でもパンの比容積は大きかった。し

かし、大麦粉の収量は細胞壁分解により大きく減少し

た。アルカリ処理は、低加水では比容積は無処理と変

わらないが、加水量を増加することで比容積は向上し、

大麦粉の収量減少は抑制された。 

 

(2) 県産農産物の商品性向上技術の開発 

研究の背景と目的 

県産農産物の多くは季節食材として取り扱われてお

り、長期販売、安定供給できる技術開発の要望がある。

また、県産農産物を利用した加工品や発酵食品では、

差別化のため特徴ある製品作りが求められている。そ

こで県産農産物の商品性向上を目的に、県産農産物の

長期供給技術、微生物による食品の物性改変や食品安

全に関わる利用技術、県産農産物を原料とした伝統食

品の用途拡大・商品性向上のための技術開発を行う。 

 

604 原料処理・加工技術開発  （太刀川・大源・佐藤） 

かき「突核無」の収穫後から炭酸ガス処理までの滞

貨日数が脱渋性及び果実品質に与える影響を調査した

ところ、棚持ち日数及び良好な果肉硬度を確保できる

滞貨日数の上限は２日間であることが判明した。 

605 保存技術の開発     （太刀川・大源・佐藤） 

かき「突核無」の冷凍貯蔵中の品質変化を調査す

るため、冷凍貯蔵試験を実施した。冷凍貯蔵試験に

用いた令和４年産「突核無」は、硬度、Brix 及び果

皮色が令和３年産試料と同等であり、年次間差が少

なく、貯蔵試験に適した試料であった。 

 

606 オリジナル微生物の利用技術 

（小林和・堀井・相原・奥原） 

椿油搾油残渣等から乳酸菌分離を試みたところ、

乳酸菌様コロニーを見出せなかった。乳酸菌ヤマコ

シ株の粘性物を分画した結果、粘性物は多糖類で構

成される可能性が示唆された。Lactobacillus amylo-
vorus No.37 の変異株から Brix および乳酸濃度が高

い株を確認し、親株よりも安定的かつ多量の乳酸を

米デンプンから生成できる株を選抜した。 

 

607 食品の危害防止技術   （太刀川・大源・佐藤） 

ノシメマダラメイガを飼育する飼育箱の形態を検

討したところ、通気量を増やすことで、羽化率が向

上した。また、卵から羽化するまでの長期間（２か

月程度）の飼育に耐えうる飼育環境として、飼育箱

内の湿度及び給仕する米糠の水分含量を低下させる

必要があった。 

 

608 伝統食品の製造条件の確立（堀井・小林和・奥原） 

酸性ホスファターゼの酵素活性低減のために味噌の

pH 調整を検討した。味噌仕込み時の pH 調整は困難で

あったが、熟成後の味噌では焼成カルシウムを添加し

て pH を８に調整し、４℃で 90 日保存後に pH 測定し

た結果6.5以上であった。 

 

(3) 農産物の付加価値を高める新規食品素材の開発及

び機能性評価 

研究の背景と目的 

動物性原材料の代替としてプラントベース食品の需

要が高まっており、県産農産物から新たなプラントベ

ース食品を開発し、県内食品産業の振興を目指す。ま

た、県産（地域特産）農産物やその加工品には、顕著

な量の機能性成分や栄養成分を含有するものが多く、

地域特産農産物の特徴的有用成分量を明確化し、農産

物の付加価値向上による販売促進、生産者の所得向上

に繋げる。 

 

609 農産物を用いたプラントベース食品素材の開発 

（相原・太養寺・中尾） 

米由来原料を用いたチーズ様食品の調製を検討した。

米たんぱく質素材や米糠と加工澱粉及びパーム油を配

合し調製した試作品は、加熱伸展性・溶融性を示した。
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また、米由来原料のみによる配合を検討した。米糠、

α化もち米澱粉、リン酸架橋澱粉、米油を用いて調製

し、同様に伸展性・溶融性を示す試作品が得られた。 

 

610 地域特産農産物に含まれる有用成分量の評価及び

簡易分析法の検討 

（中島・中尾・太養寺・相原） 

かぐらなんばん中のビタミン C量は、糖度との間に

高い相関があった。佐渡産みかんに含まれるβクリプ

トキサンチン(CX)量は約 1mg/個で保存による大きな

減少はなく、糖度もほとんど変化しなかった。また、

CX濃度と糖度の間に高い相関があった。 

 

(4) 水産物の特性を活かした水産加工技術の開発 

研究の背景と目的 

水産物は品質低下が速く、水産物を利用した加工品

や原料は貯蔵期間が短いものが多い。長期貯蔵できる

冷凍すり身は開発されたが、それを可能にする添加物

の重合リン酸塩は消費者に好まれない。また、長期貯

蔵が可能な練り製品は、高温加熱処理により弾力が低

下してしまう等の欠点がある。本研究では貯蔵性向上

と高品質化による競争力のある練り製品の開発を目的

に試験を行った。 

 

611 無重合リン酸塩冷凍すり身の開発・試作 

   （小林将・松原） 

重合リン酸塩の代替物質開発（探索）を目的として、

スケトウダラの無リンすり身を原料に用いて、魚類の

精巣（生）及び精巣含有成分の添加量が異なる蒲鉾を

製造し、製品の物性を検討した。各試験区は重合リン

酸塩添加区に比べ破断強度及び凹みが低下傾向であっ

たことから、これらの候補物質には重合リン酸塩代替

効果はないと判断した。 

 

612 常温貯蔵等による長期貯蔵が可能な練り製品製造

技術の開発             （小林将） 

上級及び下級すり身へ酵素製剤を添加した塩ずり身

を異なる加熱温度及び試料サイズでそれぞれ常温流通

条件を満たす時間加熱して蒲鉾を作成、物性、色調、

硫化水素等を測定した。結果として一部の高温短時間

加熱区で物性の向上が確認されたが、その他試験区で

は差は確認されなかった。 

 

(5) バイオサーファクタント生成乳酸菌の探索 

研究の背景と目的 

アレルゲンフリー食品やプラントベースフードの需

要が高まり、多様な食品を米由来の原料のみで製造す

る技術が開発されている。油脂を高含有する食品の製

造には乳化剤が必要であるが、米を原料とした乳化剤

は限定される。このため、新たな乳化剤として、バイ

オサーファクタント(バイオ乳化剤)が期待される。そ

こで、バイオサーファクタントを生成する乳酸菌を効

率的に収集するスクリーニング法を確立する。 

 

613 バイオサーファクタント生成乳酸菌のスクリーニ

ング法の比較検討           （小林和） 

培養後の乳酸菌体から調整する cell-free BS画分を検

体とし、先行研究で報告されているスクリーニング法

を試みた。結果、Droplet collapse 法が簡易で原理的に

も表面張力の変化を確実に検出できることから、最も

有効なスクリーニング法と判断した。また、Oil-
spreading 法の併用も有効と考えられた。 

 

(6) 新たな加工資源となりうるか！県産海藻の発掘 

研究の背景と目的 

県内には海藻が繁茂しているが、その成分は未知で

あるものも多い。海藻はミネラルが豊富とされ、種に

よってはタンパク質が豊富なものもある。そこで本研

究では県内に生育する有用及び未利用海藻のミネラル

及びタンパク質、ポリフェノールの含有量を調べ、ミ

ネラルが豊富な原料や代替タンパク質の原料となりう

る有望な海藻種を探索し、加工による成分変化につい

ても知見を得ることを目的とした。 

 

614 県産海藻類の成分含有量と加工による影響の調

査                  （中尾） 

本研究で調べた県産海藻の成分は食品成分表のワカ

メに比べ、ミネラルはカリウム及び鉄の含有量が高く、

粗タンパク量は全般的に低くなっていた。ポリフェノ

ールは 10 月に採取したツルアラメで最も含有量が高

くなっていた。粗タンパク量はボイル及び解凍前後で

含有量に大きな変化はみられなかった。 

 

(7) 県産農水産物の新たな需要を喚起する食品加工技

術の開発 

研究の背景と目的 

県産農水産物の新たな需要を喚起する新たな食品加

工技術の開発として、一般の中アミロース米を原料に

用いて、パン、麺、洋菓子になど各種用途に利用でき

る微細米粉製造技術、県オリジナル乳酸菌を用いた発

酵漬物の生産技術、魚臭低減を可能にする県産魚加工

技術を開発する。 

 

615 米の性状改変技術の確立 

（髙橋・知野・大野・太養寺・中尾・宍戸） 

Λmax 及び団子生地硬度の低下が大きい酵素２種類

を選定し、処理条件と改変程度の関係を確認した。酵
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素濃度は高く処理時間は長いほど団子硬度は低下する

傾向を示し、共に酵素0.03％・2hrまたは0.05％・1hr

の処理で効果は最大と考えられた。 

 

616 性状改変米粉の製造確立と目的に対応した最適利

用方法の検討 

（髙橋・知野・大野・本間・諸橋・野呂・宍戸） 

米粉パンでは、酵素により比容積や硬化性は異なっ

た。酵素２種類について改質処理の影響を検討したが、

パン性状への効果は酵素毎に異なった。米粉麺では、

対照に比べ酵素処理区は茹で上がりにくく、硬く付着

が少ないことが分かった。 

 

617 無塩発酵漬物の安定製造技術開発 

（奥原・堀井・小林和・相原） 

発酵ザワークラウト製造試験において、加水・抗真

菌剤添加で衛生的に乳酸発酵が進み、発酵の停滞はみ

られなかった。無塩大根葉発酵漬物製造試験において、

乳酸菌ヤマコシ株をスターターに用いた場合、加水・

抗真菌剤添加により 30 日間以上安定的に乳酸発酵を

維持した。米麹床の発酵試験において、乳酸菌発酵ま

たは乳酸添加（0.3％）により耐熱性菌の減少がみられ

た。 

 

618 県産農林水産物を用いた魚臭低減技術の開発 

（松原・中尾） 

濃度の異なるツルアラメ水戻し液に浸漬したソウ

ハチ一夜干しの未加熱品を用いた魚臭の成分分析で

は、脂質酸化関連成分が濃度依存的に減少した。ま

た官能評価において高濃度のツルアラメ水戻し液に

浸漬した同サンプルの魚臭の強さに関する項目で無

処理区に対し有意差があり魚臭低減効果が示唆され

た。 

 

(8) 農作物の栄養や健康に関する機能性成分の評価

（黒龍江省との共同研究事業） 

研究の背景と目的 

新潟県・黒龍江省がそれぞれ保有する米や大豆に含

まれる機能性成分の含有量等を明らかにし、機能性の

高い品種の県内企業での活用や中国への輸出などに貢

献する。 

 

619 水稲の機能性成分含有量の評価 

（相原・太養寺・中尾・髙橋・野呂） 

令和３年産の玄米 11 品種のデンプン特性につい

て分析した。ミネラル、γ-オリザノール、フェルラ

酸は令和２年産と大きな違いはなかった。総ポリフ

ェノールは令和２年産よりやや高い傾向であったが、

特に「柴宝」は 1.8 倍と高くなった。抗酸化能は総

ポリフェノール含量と相関が見られた。 

 

620 大豆の機能性成分含有量の評価 

（相原・中島・太養寺・中尾・髙橋） 

令和３年産の大豆６品種のイソフラボン、サポニン、

ミネラル、ポリフェノール等を測定した。令和２年産

と同様に「音更大袖」でイソフラボン含量が高く、「丹

波黒」でサポニン含量が低く、総ポリフェノールは「黒

千石」が最も高くなった。ミネラルはカルシウムが令

和２年産の半分程度の品種もみられた。 

 

621 発酵・酵素処理による成分への影響評価 

（相原・太養寺・髙橋・中尾・野呂） 

有色素品種の玄米は特徴的な色を有するテンペが製

造できたが、「紅香」は加工性が劣った。甘酒は糯品種

で糖度が高くなる傾向があった。蒸煮や甘酒加工で「紅

香」「紅更紗」のプロアントシアニジンは約 40%、「柴

宝」のアントシアニンは 10%以下に減少した。フェル

ラ酸の減少は見られなかった。 

 

622 米菓の加工適性試験 

（相原・太養寺・髙橋・中尾・中島・野呂） 

有色素品種の玄米は特徴的な色を有する米菓が製造

でき、作業性に差異はなかった。プロアントシアニジ

ンは蒸練後に約 30%となり、抗酸化能も約 20％に低下

した、フェルラ酸の減少は見られなかった。大豆は煎

り豆に加工することでイソフラボンの配糖体で変化が

見られたが総量はほぼ同等と推察された。黒大豆のア

ントシアニンは加熱時間に依存した減少が見られた。 

 

(9) 新たな市場創出に資する米加工技術の開発（新た

な米産業創出加速事業） 

研究の背景と目的 

米の特性を改変・調整することで、米の新たな用途

開発や、既存製品の日持ち向上を実現する。また、簡

便な調理性や時短、中食など食機会を増加させる米加

工品の開発により、米の需要拡大を図る。新たな米産

業創出技術研究会と連携し、シーズ開発を行う。 

 

623 酵素処理や物理処理等による米の特性改変 

（太養寺・知野・野呂・中尾・髙橋・大野・小林・諸

橋・相原） 

エクストルーダーを用いて米粉を約１mm 厚のシー

ト状に成形した結果、中・高アミロース米（白米・玄

米）いずれのシートも常温で４時間調味液の染み込み

はなく、食品容器としての利用可能性が示唆された。

また、シートは焼成することで可食となった。 
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(10) 県産食材加工体制強化事業 

 事業の背景と目的 

本県の基幹産業である食品産業分野において、地

域内での食品加工体制を拡充し、県産農林水産物の

加工食品素材としての流通を活性化させることで、

県産農林水産物の需要の底上げ及び食品産業と農林

水産業との一体的な競争力強化を図る。そこで、県

産青果物の加工前調整方法及び加工後の冷凍保存に

よる品質変化を検証し、県内の一次加工業者へ情報

提供を行う。 

 

624 県産農産物１次加工品の品質安定化 

（太刀川・大源・佐藤） 

「越後姫」は、カラーチャート５で収穫及びペー

スト加工し、-35℃以下で冷凍貯蔵することによ

り、イチゴの特徴的な甘い香気を得ることができ、

色調も長期間保持できることが判明した。また、

「新潟茶豆」は、ペースト加工後-35℃で冷凍貯蔵

することで、茶豆香を 12 ヶ月保持できることが判

明した。 

 

(11) 県産食品新市場開拓支援事業 

研究の背景と目的 

県内食品産業の一層の振興を促進するため、新潟

県食品加工技術研究会を設立・運営し、県内食品企

業とともに、県が保有する開発技術などを活用して、

高品質・高付加価値商品の開発の支援に取り組む。 

 

625 県産食品新市場開拓支援事業（佐藤・高橋・諸橋・

野呂・大源・太刀川・奥原・堀井・小林和・太養寺・

松原・小林将） 

６月に研究会設立に向けた説明会を行い、８月に

研究会総会を開催、研究会を設立した。研究会には

34 社が入会し、38 ワーキンググループを構成、ロー

ドマップ 40 件を作成した。今年度のロードマップ

進捗度は 65.8％に達し、商品化に至った事例も２件、

特許出願１件あり、３月に実績報告会をハイブリッ

ド方式で開催し、特許紹介１社、商品紹介２社の報

告がなされた。 

 

(12) 低たんぱく質玄米米飯の安定製造に向けた玄米

の前処理と酵素処理方法の検討 

研究の背景と目的 

玄米は機能性成分を含み、継続的な摂取は健康寿

命の延伸につながると考えられるが、現在市販され

ている低たんぱく質玄米米飯は、たんぱく質含量が

高く慢性腎臓病（以下 CKD）患者は摂取できない。

そこで、酵素を用いて CKD 患者に適したたんぱく質

含量となる玄米の低たんぱく処理技術を確立する。 

 

626 低たんぱく質玄米米飯の安定製造に向けた玄米の

前処理と酵素処理方法の検討（諸橋・野呂・太養寺） 

酸性プロテアーゼ処理後にアルカリ性プロテアー

ゼ処理を行うことで、目標である玄米中たんぱく質

含量を 750mg（乾物換算値）以下にできた。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

（食品産業振興のための技術） 

食感や外観に優れる冷凍えだまめの製造方法 

冷凍えだまめの冷凍焼け評価方法と良好な外観品質の目安 

米を原料とした容器素材の製造方法 

米由来原料のみを用いたチーズ様食品の製造方法 

 

園芸特産食品科 

園芸特産食品科 

食品工学科・穀類食品科 

食品工学科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

ホスファターゼ低生産麹菌株 KBN8048 を用いた 非加熱だし入り米味

噌のイノシン酸分解特性（堀井悠一郎・西脇俊和・鈴木 聡・鈴木忠

宏・服部領太・楠本憲一） 

日本食品科学工学会誌、69

巻8号、pp393–399. 
令４.８ 

新潟オリジナル乳酸菌を活用した新たな食品加工技術の開発（西脇

俊和） 

日本食品科学工学会誌、第

69号、pp335-341 

令４.７ 

新潟オリジナル乳酸菌を活用した新たな食品加工技術の開発（西脇

俊和） 

食品と容器、第64巻第９号

、pp618-623 

令４.９ 

令和３年度豆類振興事業調査研究結果 製餡工程における廃棄未利

用資源の活用技術開発(本間紀之)  

豆類時報109号、pp11-17. 令４.12 

米利用食品の競争力を高めるための製造技術の開発（知野秀次） 食品の試験と研究、第57号

、pp64. 

令５.２ 

長期保存中の無菌化包装米飯における n-ヘキサナールの挙動と包装

資材の品質への影響（野呂 渉・高橋 誠・赤塚昌一・奥西智哉・

渡辺 聡） 

日本食品科学工学会誌、第

70号、pp129-137. 

令５.３ 

 

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

米利用食品の競争力を高めるための製造技術の開発（知野秀次） 農研機構食品研究成果展示

会（第 40 回公開講演会） 

令４.11.２ 

 

米利用食品の競争力を高めるための製造技術の開発（知野秀次） 農研機構食品研究成果展示

会（第 20 回研究成果ポスタ

ー展示） 

令４.11.２ 
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麹菌酸性ホスファターゼの機能解析（酒井香奈江・鈴木忠宏・堀井悠

一郎・和久 豊・楠本憲一） 

第 21 回糸状菌分子生物学

コンファレンス 

令４.11.24

～25 

新規用途米粉の用途別推奨指標の策定とその普及（諸橋敬子） 食品試験研究推進会議 令５.２.９ 

Effect of Sake lees (Sake-kasu) on osteoblastic differentiation 

and bone metabolism（Jorge Saez Chandia・岡本圭一郎・太養寺真弓

・相原浩太郎・倉橋 敦・小平一也・山村健介・林 孝文・柿原嘉人

） 

日本農芸化学会 2023 年度

大会 

令５.３.14 

～17 

Functional analysis of acid phosphatase of Aspergillus 

oryzae(Kanae Sakai, Tadahiro Suzuki, Yuichiro Horii, Yutaka 

Wagu, Ken-Ichi Kusumoto) 

16th European Conference 

on Fungal Genetics 

令５.３.５

～８ 

 

（３）現地指導 

   なし  
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－ VI - 11 － 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政資料・書籍の執筆 
発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

記載事項なし    

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

担当 開催年月日 名称 内容 
参集人数 

（人） 
講師等 

穀
類
食
品
科 

米
穀
食
品 

令４.９.21 

 

 

 

 

 

令４.９.27

～30 

 

 

 

 

 

 

令４.10.25

～28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令５.３.９ 

 

令和４年度餅製造

技術講習会 

 

 

 

 

米菓製造実技研修

会（うるち） 

 

 

 

 

 

 

米菓製造実技研修

会（もち） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 78 回米菓製造技

術講習会 

 

 

①餅中の気泡が餅の特性におよ

ぼす影響について 

②新潟県産糯米の切り餅特性に

ついて 

③切り餅の粘弾性について 

 

①原料粉の粒度と米菓加工性、

品質の関係 

②原料米のアミロース含量と米

菓加工性、品質の関係 

③うるち米菓製造に関する基礎

知識 

④米菓製造関連実験・試験 

 

①原料米の品種と米菓品質の関

係 

②冷却硬化条件と米菓品質の関

係 

③原料形態（丸粒と微細粉）と

米菓品質の関係 

④もち米菓製造に関する基礎知

識 

⑤米菓製造関連実験・試験 

 

 

①米菓の内部構造解析による新

たな食感評価技術開発の試み 

②米菓の低コスト製造につなが

る粉末油脂による生地の物性

制御技術 

③米菓生地の製造条件と米菓の

膨化時における状態の関係に

ついて 

④熱機械分析装置（ＴＭＡ）を

用いた米菓生地の膨化過程の

分析について 

28 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

 

 

髙橋 誠 

 

知野秀次 

 

知野秀次 

 

髙橋 誠、知野秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野秀

次、大野 匠 

髙橋 誠 

 

知野秀次、大野 匠 

 

髙橋 誠、知野秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野秀

次、大野 匠 

知野秀次 

 

知野秀次、大野 

匠 

 

髙橋 誠 

 

知野秀次 

 

 

大野 匠 

 

 

外部講師（新潟県

工業技術総合研究

所下越技術支援セ

ンター 渡邉 亮） 
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－ VI - 12 － 

 

蛋
白
菓
子
食
品 

令５.３.７ 

 

 

 

 

 

 

令５.３.24 

 

 

 

 

令和 4年度菓子研

修会 

 

 

 

 

 

製麺技術講習会 

 

 

 

 

①餡製造残渣の利用について 

②「ゆきちから」を用いた菓子

の試作 

③技術紹介 玄米粉の特長につい

て 

 

 

①麺の製造条件が品質に及ぼす

影響の数値化について 

②新しい麺の物性測定方法の検

討 ―「コシ」や「茹で伸

び」を測る― 

③超硬質米「新潟 129 号」を用

いた米粉麺の製造について 

22 

 

 

 

 

 

 

10 

本間紀之 

諸橋敬子 

 

本間紀之 

 

 

 

野呂 渉 

 

野呂 渉 

 

 

野呂 渉 

園
芸
特
産
食
品
科 

微
生
物
利
用
食
品 

令４.５.17 新潟県みそ・しょ

うゆ品評会 

県産味噌・醤油の品評 25 佐藤嘉一、奥原宏 

明、堀井悠一郎、 

小林和也 

水
産
加
工
食
品
科 

 

令５.３.16 蒲鉾研修会 ①重合リン酸塩代替物質の検討

及びレトルト蒲鉾の品質劣化

抑制の検討 

②新潟県産ワニエソのかまぼこ

形成能の季節的変動 

 

40 小林将也 

 

 

松原祐樹 

全
科  

令４.６.７ 

 

 

 

 

 

 

 

令４.７.27 

 

 

 

 

令４.８.２ 

 

 

 

令４.11.25 

 

 

 

「新潟県食品加工

技術研究会」設立

に向けた説明会 

 

 

 

 

 

新たな米産業創出

技術研究会「研究

シーズ検討会」 

 

 

「新潟県食品加工

技術研究会」設立

総会 

 

食品研究センター

「研究・技術セミ

ナー」 

 

研究会設立の趣旨説明及び技術

シーズの紹介 

 

 

 

 

 

 

①米を原料としたプラントベー

ス素材の可能性 

②高アミロース米および超硬質

米の食品加工への可能性 

 

研究会設立及び研究会運営要

領・年間スケジュールの説明 

 

 

①玄米粉の利用と関わる技術展

開について 

②サクッと口どけの良い米スナ

ックの製造方法 

92 

 

 

 

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

44 

 

 

 

79 

 

 

 

渡辺 聡、佐藤嘉

一、高橋 誠、本間

紀之、太刀川泰

生、奥原宏明、相

原浩太郎、太養寺

真弓、松原祐樹、

西脇俊和 

 

太養寺真弓 

 

野呂 渉 

 

 

渡辺 聡、佐藤嘉一 

 

 

 

本間紀之 

 

知野秀次 
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－ VI - 13 － 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

教 科 名 
授業時間（時間） 

講    師 
講義 演習 実習 計 

食品加工学Ⅱ 

 

 

 

４ 

４ 

４ 

４ 

  ４ 

４ 

４ 

４ 

知野秀次 

諸橋敬子 

太刀川泰生 

奥原宏明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令５.３.10 

 

 

 

令５.３.16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度「新潟

県食品加工技術研

究会」実績報告会 

 

新たな米産業創出

技術研究会「研究

シーズセミナー」 

③付加価値向上を目指した米加

工品開発について 

④米由来の原料を用いた醤油風

味調味料の開発 

⑤新潟県産茶豆の出荷前食味推

定技術の活用 

⑥本県における漁獲状況と低利

用魚の利活用 

⑦誘導結合プラズマ発光分光分

析法（ICP-AES）による無機元

素成分分析の実際 

⑧かぐらなんばんに含まれるビ

タミン Cと辛味成分量の簡易

評価手法への取り組み 

 

研究会内で会員による商品化等

の成功体験の共有及び商品開発

支援に係る情報提供 

 

①２軸エクストルーダー ～装

置の紹介と様々な用途につい

て～ 

②古くて新しい発酵食品のつか

いかた「新たな米加工食品

『米マヨネーズ』の開発」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 

 

 

 

40 

太養寺真弓 

 

堀井悠一郎 

 

太刀川泰生 

 

小林将也 

 

中尾令子 

 

 

中島正晴 

 

 

 

渡辺 聡、佐藤嘉一 

 

 

 

(株)スエヒロ EPM 

後藤昭博 

 

小林和也 
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（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

令４.５.23 新潟大学農学部 
講義（農学入門Ⅰ・

Ⅱ） 

新潟県の食品産業に対す

る取組 
西脇俊和 

令４.７.１ JA 柏崎 
えだまめ食味推定技術

講習会 

「新潟系 14 号」の食味推

定技術について 

太刀川泰生、佐藤

嘉一 

令４.７.４ 新潟県果樹振興協会 
令和４年度西洋なし現

地研修会 

追熟管理中の果実汚損対

策 
太刀川泰生 

令４.７.５ 
新潟県味噌醬油工業協

同組合 
味噌・醤油技術講習会 

「みそ製造に適した玄米

麹製造方法の開発」の報

告 

堀井悠一郎、小林

和也 

令４.８.31 新潟県果樹振興協会 
令和４年度ぎんなん現

地研修会資料 

今年の収穫適期と緑ぎん

なんの品質確保について 
佐藤嘉一 

令４.９.１ 新潟県製菓衛生師協会 
令和４製菓衛生師試験

受験準備講習会１ 

製菓理論、製菓実技（洋

菓子、和菓子、製パン） 
本間紀之 

令４.９.５ 新潟県製菓衛生師協会 
令和４度製菓衛生師試

験受験準備講習会２ 

製菓理論、製菓実技（洋

菓子、和菓子、製パン） 
本間紀之 

令４.９.13 
新潟県味噌醬油工業協

同組合 

味噌鑑評会及び技術指

導会 
全国味噌鑑評会予選会 

堀井悠一郎、小林

和也 

令４.９.28 新潟県学校給食会 
学校給食用米粉パン品

質審査会 

学校給食用米粉パンの品

質評価 
本間紀之 

令４.10.11 
新潟県果樹振興協会 

JA 全農にいがた 

令和４年度「ル レク

チエ」収穫・追熟研修

会開 

今年の果実品質から見た

追熟管理上の留意点 
太刀川泰生 

令４.10.12

～13 
中央味噌研究所 全国味噌鑑評会 味噌の鑑評 堀井悠一郎 

令４.10.13 JA 全農にいがた 
令和４年度おけさ柿 

(刀根早生)選別査定会 

刀根早生の脱渋性につい

て 
太刀川泰生 

令４.10.24 
JA 新潟かがやき（梨の

実館） 

ル レクチエ追熟研修

会 

今年度のル レクチエ追熟

について 
太刀川泰生 

令４.10.31 
JA 新潟かがやき（白

根） 

ル レクチエ追熟管理

現地研修会 

今年度のル レクチエ果実

追熟のポイントについて 

太刀川泰生、佐藤

嘉一 

令４.11.１ JA 全農にいがた 
令和４年度おけさ柿 

(平核無)選別査定会 
平核無の脱渋性について 太刀川泰生 

令４.11.４ JA 全農にいがた 
令和４年産「ル レク

チエ」出荷目合せ会 

ル レクチエ追熟管理の留

意点について 
太刀川泰生 

令４.11.16 食品・流通課 
園芸品目一次加工技

術・情報セミナー 

①コロナ禍における市場

動向からみた一次加工

業の出口戦略 

②県産農産物の原料調整

技術及び加工品の品質

保持技術の向上 

佐藤嘉一、太刀川

泰生 

令４.11.17 JA 全農にいがた 
令和 4年産「ル レク

チエ」選別査定会 

ル レクチエ追熟進度と品

質について 

太刀川泰生、佐藤

嘉一 

令４.12.14 新潟食糧農業大学 講義（食品製造学） 

微生物・酵素を利用した

食品製造技術と食品研究

センターの開発技術及び

業務内容の紹介 

渡辺 聡 
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－ VI - 15 － 

令４.12.２ 新潟県果樹振興協会 西洋なし果実品評会 
西洋なしの官能評価と品

質について 

太刀川泰生、佐藤

嘉一 

令４.12.６ 
新潟県味噌醬油工業協

同組合 

全国味噌鑑評会、全国

醤油品評会結果検討会

及び講習会 

・全国味噌鑑評会及び全

国醤油品評会の結果検討 

・「米麹の賞味期限のめ

やすの作成」の報告 

堀井悠一郎、小林

和也 

令４.12.15 新潟県学校給食会 
学校給食用米粉めん審

査会 

学校給食用米粉めんの品

質評価 
野呂 渉 

令４.12.26 
JA 新潟かがやき（ささ

かみ） 

令和４年度おけさ柿精

算会 

令和４年産ベビーパーシ

モンの性状について 

太刀川泰生、佐藤

嘉一 

令５.１.24 
新潟県職業能力開発協

会 

技能検定実技試験（洋

菓子） 
技能検定委員（洋菓子） 本間紀之 

令５.１.25 
新潟県職業能力開発協

会 

技能検定実技試験（パ

ン） 
技能検定委員（パン） 本間紀之 

令５.２.９ 
新潟県職業能力開発協

会 

技能検定（試験科目：

みそ製造作業） 
技能検定委員 

堀井悠一郎、小林

和也 

令５.３.16 
あぐりぱーく八色利用

者協議会 
直売所研修会 

園芸品目の加工技術につ

いて 
太刀川泰生 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

笹野竣太 新潟大学農学部 

県内食品産業における技

術的課題の把握と県産品

の成分分析評価の体験 

令４.８.22～８.26 食品工学科 

渡辺周平 新潟大学農学部 

県内食品産業における技

術的課題の把握と県産品

の成分分析評価の体験 

令４.８.22～８.26 食品工学科 

砂子凌太郎 三幸製菓株式会社 
理化学機器による分析手

法の取得 
令４.10.３～令５.２.28 穀類食品科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

令４.６.10 新潟日報三条支局 

2022年６月７日（火）に開催された「新潟

県食品加工技術研究会」の設立に向けた説

明会の様子について 

渡辺 聡、

佐藤嘉一 
令４.６.28 

令４.10.11 財界にいがた 
米粉の開発に至る経緯、ならびに研究・開

発の歴史他 

宍戸功一、

高橋 誠 
令４.11.１ 

令４.11.25 新潟日報三条支局 
「食品研究センター研究・技術セミナー」

について 

渡辺 聡、

西脇俊和 
令４.12.９ 
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（８）実地指導回数 

区 分 工場指導 来所相談 電話・メール 

指導 

合 計 

 

支援業務による 

新商品数 

米穀食品 ３ 40 358 401  

 

 

 

15 

蛋白菓子食品 ５ 56 94 155 

園芸利用食品 24 43 436 503 

微生物利用食品 ７ 53 318 378 

生産工学 ０ 19 ４ 23 

生物機能工学 １ 30 37 68 

水産加工食品 ４ 11 24 39 

合  計 44 252 1,271 1,567 

 

 

４ 総務報告 

（１）施設（食品研究センター） 

    所 在 地 加茂市新栄町 2番 25 号 

    建物面積 延 4,068.83ｍ2 

 

（２） 事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 3,230    1,032 2,198 

維持管理費 15,077    13 15,064 

経常研究費 3,574    1,550 2,024 

ほ場・飼育管理費 0     0 

受託試験費 1,450    1,450 0 

政策研究費 10,718    1,500 9,218 

備品整備費 1,419     1,419 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 5,814     5,814 

その他（他課事業） 6,921     6,921 

合   計 48,203 0 0 0 5,545 42,658 

注)その他(他課事業費)は農業総合研究所費以外の予算 
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－ VI - 17 － 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 センター長 渡辺 聡 園芸特産食品科 

 

 

 

 

 

園芸特産食品科長 

専門研究員 

  〃 

主任研究員 

  〃 

  〃 

佐藤 嘉一 

奥原 宏明 

大源 正明 

堀井 悠一郎 

小林 和也 

太刀川 泰生 

総務課 総務課長 

主査 

遠藤 二郎 

佐藤 和美 

穀類食品科 参事(穀類食品科

長) 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

  〃 

  研究員 

宍戸 功一 

 

諸橋 敬子 

本間 紀之 

髙橋 誠 

野呂 渉 

知野 秀次 

大野 匠 

食品工学科 食品工学科長 

専門研究員 

主任研究員 

  〃 

  〃 

西脇 俊和 

中島 正晴 

太養寺 真弓 

中尾 令子 

相原 浩太郎 

水産加工食品科 

(新潟分室) 

水産加工食品科長 

主任研究員 

研究員 

吉水 聡 

松原 祐樹 

小林 将也 

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

転 出 

 

坂井 明美 

竹内 一成 

工技総研県央・主査 

新潟巻農業部・主任普及指導員 

総務課・主査 

穀類食品科・主任研究員 

 転 入 

 

採 用 

 

所 内 

佐藤 和美 

 

大野 匠 

 

太養寺 真弓 

 

総務課・主査 

 

穀類食品科・研究員 

 

食品工学科・専門研究員 

 

教育庁福利課・主査 

 

 

 

食品工学科・主任研究員 

 

令和４年 

３月31日付 

退 職 松岡 竜邦  食品工学科・臨時的任用職員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

プロジェクター 

オイルバススターラー 

超低温フリーザー 

高速冷却遠心機 

精密電子天秤 

電子天秤 

クリーンベンチ 

排熱回収装置 

エプソン製 EBFH52 

アズワン製OBS-250M 

日本フリーザー(株)製 TV-208HC 

久保田商事（株）製Model7000 

島津製作所製 AP224X 

アズワン製ALE6202 

PHC製 MCV-131BNS-PJ 

特注品（ステンレス枠・銅管製） 
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－ VI - 18 － 

（６）派遣研修者 

なし 

 

（７）参観者数 

行政関係 食品企業関係 農業関係 ふれあいデー その他 合計 

    １回 １回 

    33 人 33 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明の名称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

パン製造用の米粉及び米粉を用いたパ

ンの製造方法 

中村幸一 

他 1名 

2004-64815 

平 16.03.08 

2005-245409 

2005.09.15 

第4451167号 

平 22.２.５ 

麺の製造に用いる原料粉の製造方法及

び麺の製造方法 

野呂 渉 

他３名 

2010-148136 

平 22.06.29 

2012-10617 

2012.01.19 

第5077601号 

平 24.９.７ 

米粉の製造方法並びに米粉並びに米粉

加工品（共同） 

本間紀之 

他６名 

2012-166121 

平 24.07.26 

2013-66457 

2013.04.18 

第5326147号 

平 25.８.２ 

新規乳酸菌およびこの乳酸菌を利用し

た発酵食品の製造方法 

西脇俊和 

他 1名 

2012-113007 

平 24.05.17 

2013-236604 

2013.11.28 

第5577559号 

平 26.７.18 

大豆発酵食品及びその製造方法（共同

） 

渡辺 聡 

他２名 

2012-242765 

平 24.11.02 

2014-090693 

2014.05.19 

第5919457 

平 28.４.22 

大豆アレルゲンと小麦アレルゲンを含

まない醤油風調味料の製造方法（共同

） 

堀井悠一郎 

他６名 

2018-239824 

平 30.12.21 

2020-099252 

2020.07.02 

第6967244号 

令３.10.27 

抗ストレス組成物（共同） 相原浩太郎 
他６名 

2020-56467 

令 2.3.26 

2021-153461 

2021.10.7 

 

新規乳酸菌およびこの乳酸菌を利用し

た粘性発酵物の製造法 

奥原宏明 
他 1名 

2020-129598 

令 2.7.30 

2022-26233 

2022.2.10 

第7199063号 

令４.12.22 

 

（９）栄誉 

令和４年度 全国食品関係試験研究場所長会 優良研究・指導業績表彰 

「新規用途米粉の用途別推奨指針の策定とその普及」穀類食品科 専門研究員 諸橋敬子 
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VII 高冷地農業技術センター  組織構成図 

高冷地農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 
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－ VII - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

 

 

 

 

 

 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

701 

702 

703 

 

704 

705 

706 

707 

708 

(1) 雪及び冷涼な気候を活用した園芸生産技術の開発 

ア 地域ブランド品目の高品質生産技術の開発 

（ア）えだまめの高品質生産技術の開発 

（イ）ユリの高品質生産技術の開発 

（ウ）ユリの生産コスト低減技術の開発 

イ 雪及び冷涼な気候を活用した特産品目生産技術の開発 

（ア）雪下栽培ニンジンの安定生産技術の開発 

（イ）かぼちゃの高品質省力化技術の開発 

（ウ）ねぎの作期拡大技術の開発 

（エ）多雪地におけるブドウ栽培技術の開発 

（オ）こんにゃくの栽培技術の開発 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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－ VII - 4 － 

（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 雪及び冷涼な気候を活用した園芸生産技術の

開発 

研究の背景と目的 

大規模畑作地域における園芸品目の高品質安定

生産に寄与する技術開発を進めるとともに、雪と

冷涼な気候という地域の特性を活かした特産品

目・新規品目の生産技術を開発する。 

 

701 えだまめの高品質生産技術の開発  （前田） 

 えだまめ「新潟系 14 号」の早期出荷を目指した

栽培は、黒マルチによる前進効果は少なく、株間を

20cm に狭めた密植で収量が増加した。 

えだまめ専用の緩効性一発基肥による栽培は、

窒素成分を２割減らしても慣行施肥と同等の収量

が確保された。 

 えだまめ「新潟系 14 号」の種どり栽培は、緩効

性肥料で栽培により収量、品質が向上する効果が

あった。一方、標高 1000ｍ弱の高冷地での栽培や

マルチ栽培は、収量や品質が低下した。 

 

702 ユリの高品質生産技術の開発   （大塚） 

オリエンタル系ユリ露地栽培で発生する葉焼け

に対するミスト散水による発生軽減効果は認めら

れなかった。 

 

703 ユリの生産コスト低減技術の開発 （大塚） 

球根養成および切花栽培では尿素単体利用体

系により、施肥コストを大幅に削減できること

が分かった。 

 

704 雪下栽培ニンジンの安定生産技術の開発 

         （西土、前田） 

雪下栽培において外観と品質両面で優れた品種

は「ひとみ５寸」であり、次いで「はまべに５寸」

が優れていた。 

 

705 かぼちゃの高品質省力化技術の開発（前田） 

主づるの仕立て本数は、２本仕立てが大きさ、収

量、Ａ品率において３、４本仕立てより優れていた。

また１本仕立ては２本仕立てより数日早く収穫さ

れるが、収量とＡ品率はやや劣っていた。 

脇芽の放任管理栽培は、収穫個数が変わらない

ものの、Ａ品率が障害果の発生によりやや低下し

た。 

  

706 ねぎの作期拡大技術の開発 （西土・前田） 

 軟白長の確保には、定植時に 20cm の深さへ植える

方法が有効であった。また追肥時の亜リン酸施用は、

葉鞘径を太くするものの、その効果はわずかであった。 

  

 

707 多雪地におけるブドウ栽培技術の開発  

（大塚） 

ブドウ「シャインマスカット」の多雪地におけ

る栽培適応性を検討した。２月 24 日に最深積雪 4

19cm が観測された条件下において、越冬後は主枝

の曲がり、やや裂けている株があったが、主枝が

折れた株はなかった。 

 

708 こんにゃくの栽培技術の開発（西土・前田） 

標高 1000ｍ弱の高冷地での栽培は日焼けが発生

せず地上部は健全に生育したが、球茎の肥大はや

や劣っていた。 

追肥を慣行の２倍量にする施肥方法は、やや株

間の狭くした栽培において、地下部（生子、球

茎）の生育促進効果が高かった。 
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－ VII - 5 － 

２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載）  

なし 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

     なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

    なし 

 

イ  講演発表 

なし 

 

（３）現地指導 

    なし 
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－ VII - 6 － 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

   なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令４.４.27 十日町地域農業振興協議会園芸振興部会 16 前田浩 

令４.７.６ 小松原工区の畑活用に関する意見交換会 15 山田一成・前田浩 

令４.９.９ 十日町地域ユリ切り花研修会 15 大塚英昭 

令４.９.12 十日町地域農業振興協議会野菜栽培技術交流会 15 前田浩 

令４.12.14 十日町地域園芸実績検討会 20 前田浩 

令５.１.31 津南町地域農業再生協議会総会 28 山田一成 

令５.２.８ 高冷地農業技術センター試験成績検討会 13 山田一成・前田

浩・大塚英昭 

令５.３.７ 十日町地域農業振興協議会園芸振興部会 14 前田浩 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 

 

（５）その他講師派遣 

   なし 

 

（６）研修生受け入れ 

   なし 

 

（７）取材対応 

なし 
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－ VII - 7 － 

４ 総務報告 

（１）施設（高冷地農業技術センター） 

所 在 地 中魚沼郡津南町大字中深見乙7910 

建物面積 1,452.79ｍ2 

圃場面積 3.35ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,656    950 1,706 

維持管理費 3,712     3,712 

経常研究費 1,080    700 380 

ほ場・飼育管理費 442     442 

受託試験費 1,938    1,938 0 

政策研究費 862     862 

備品整備費 374     374 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 1,107     1,107 

その他（他課事業） 594     594 

合   計 12,765 0 0 0 3,588 9,177 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

（庶務） 

（研究） 

センター長 

副 参 事 

専門研究員 

  〃 

  〃 

技 術 員 

   

山田 一成 

井口 哲亨 

前田 浩 

大塚 英昭 

西土 恒二 

樋口 晴人 
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－ VII - 8 － 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

 

令和４年 

３月31日付 

転 入 

 

 

 

退 職 

転 出 

山田 一成 

井口 哲亨 

前田 浩 

 

大原 雅浩 

本田 賢幸 

センター長 

副参事 

専門研究員 

 

 

研究員 

三条地域振興局・農林振興部長 

 

長岡地域振興局農林振興部小千谷

分室・課長代理 

センター長 

県庁・農産園芸課 

 

（５）購入研究備品 

 備品・施設名 型式・規格・規模 

ＰＨ、ＥＣ、ＤＯ測定器 

 

 

 

ハンナ インスツルメンツジャパン（株） 商品名：edge 

 

 

 

 

（６）派遣研修者 

   なし 

 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

２回 ０回 ０回 ２回 

２人 ０人 ０人 ２人 

 

  

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

    なし 

 

イ  実用新案権 

    なし 

 

ウ 意匠権 

    なし 

 

（９）栄誉 

   なし 
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VIII 中山間地農業技術センター  組織構成図 

中山間地農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 
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 （３） 現地指導 ············································································ VIII- 5 

 

３ 技術援助及び行政対応活動 

 （１） 指針及び行政関係資料の執筆 ·························································· VIII- 6 

 （２） 成果発表会、研修会、関係会議等 ······················································ VIII- 6 

 （３） 農業大学校 ·········································································· VIII- 6 

 （４） 農業大学校研究科 ···································································· VIII- 6 

 （５） その他講師派遣 ······································································ VIII- 6 

 （６） 研修生受け入れ ······································································ VIII- 6 

 （７） 取材対応 ············································································ VIII- 6  

 

４ 総務報告 

 （１） 施設 ················································································ VIII- 7 

 （２） 事業予算 ············································································ VIII- 7 
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 （４） 職員の異動 ·········································································· VIII- 7 

 （５） 購入研究備品 ········································································ VIII- 7 

 （６） 派遣研修者 ·········································································· VIII- 7 

 （７） 参観者数 ············································································ VIII- 8 
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－ VIII - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

 

801 

802 

803 

 

804 

 

805 

806 

 

 

807 

808 

809 

810 

 

811 

 

812 

 

813 

(1) 中山間地域農業の活性化に向けた地域資源活用技術の確

立 

ア 中山間地における持続可能な生産システムの確立  

（ア）既存野菜等の中核的品目の安定生産 

  ａ かぐらなんばんの抵抗性台木利用技術の開発 

  ｂ カリフラワー「N2280」｢MSD1219｣の生育特性の把握 

  ｃ カリフラワースーパーセル苗の特性把握 

（イ）中核的花き品目の高品質安定生産技術の確立 

ａ オリエンタルユリの白化要因の解明 

（ウ）特産、薬用品目の作型開発 

ａ じねんじょの安定生産技術 

 ｂ トウキの生育特性解析 

 

イ 地域未利用資源の一層の活用に向けた技術の確立 

（ア）ワラビのポット苗定植方法の検討 

（イ）ウルイの栽培技術の改良 

（ウ）フキ品種特性の把握 

（エ）シバの種子直まき試験 

ウ データ・AI の活用による生産性向上技術の開発 

（ア）気象情報を活用した栽培管理システムの利用 

（イ）日射型灌水による無人育苗技術の確立 

 ａ日射制御型かん水によるカリフラワー底面給水育苗の安

定化 

 ｂ日射制御型かん水による底面給水育苗の多様な作目への

応用検討 

令４～６ 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

  ※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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－ VIII - 4 － 

（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 中山間地域農業の活性化に向けた地域資源活用

技術の確立 

研究の背景と目的 

中山間地域の農業活性化を目的として、既存産地

における栽培品目の安定化、地域特産品目の活用方

法の開発、ICT を活用した生産性向上技術の３つを

柱に研究を行っている。 

 

801 かぐらなんばんの抵抗性台木利用技術の開発 
           （横山） 
自根栽培において数種の石灰資材を供試し、土壌pH

矯正による青枯病発病抑制効果を検討したが、発病が

少なく判然としなかった。土壌pH矯正効果は、転炉ス

ラグが安定して高かった。 

 

802 カリフラワー「N2280」｢MSD1219｣の生育特性の

把握         （横山） 

10 月下旬～11 月初旬収穫を目標とした場合、

「N2280」の８月中旬～９月上旬定植作型が安定して

品質が高かった。「MSD1219」は気象条件により花ら

い障害が発生し不安定であった。 

 

803 カリフラワースーパーセル苗の特性把握 

（神戸） 

 スーパーセル苗は、定植後の耐旱性、耐虫性が慣

行苗より優った。花らいの形質に大差はなかった。 

 

804 オリエンタルユリの白化要因の解明 

                         （諸橋） 

 白化の原因を調査するために、庫内での光照射を

行ったが、改善はしなかった。 

 

805 じねんじょの安定生産技術 

                  （神戸） 

 加温出芽により、早期定植・収穫を実現した。結

果、慣行と収量に有意差は認められなかった。 

806 トウキの生育特性解析        （神戸） 

 露地および温室育苗における、好適な定植時根頭 

径苗の確保に資する栽培条件を概ね把握した。 

 

807 ワラビのポット苗定植方法の検討     (神戸） 

同方法は、試験環境下で栽培上の優点が認められ

なかった。技術の特性を把握し、検討を終了した。 

 

808 ウルイの栽培技術の改良            （神戸） 

伏込み栽培および株養成栽培に用いる資材をそれ

ぞれ検討し、一定の改良が見込まれた。 

 

809 フキ品種特性の把握        （神戸） 

品種特性検定試験に供する標準品種を収集し、種

根を増殖した。増殖効率には品種間差がみられた。 

 

810 シバの種子直まき試験          （横山） 

品種「CY-2」は、は種２年目で高い被覆率を維持

し、６月及び９月の２回除草により管理が可能であ

った。 

 

811 気象情報を活用した栽培管理システムの利用 

     （諸橋） 

ユリ産地の現地のデータについて解析を行った。栽

培数が多い品種は、素性ごとに分けると精度高く、生

育日数の予測できることが判明。 

 

812 日射制御型かん水によるカリフラワー底面給水育

苗の安定化                  （神戸） 

同苗方式で、成苗率99％、活着率96％以上を実現 

した。収量、品質ともに慣行苗と大差はなかった。 

 

813 日射制御型かん水による底面給水育苗の多様な

作目への応用検討 （神戸） 

同育苗方式は、４品目において、慣行と大差ない収

量を示し、一部品質では慣行より優っていた。 



115 
 

－ VIII - 5 － 

２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

10 月中旬～11 月どりが可能なカリフラワー品種「豊月」（とよづき）の定

植時期及び特徴 

 

中山間  

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし     

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載雑誌名等） 

開催年月日 

抵抗性台木｢台ちから｣を用いたかぐらなんばんの青枯病の発病抑

制効果と接ぎ木技術 

（横山泰之） 

令和４年度園芸病害虫防除

対策検討会 野菜部門 

令５.２.28 

     

 

（３）現地指導 

   なし 
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－ VIII - 6 － 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

なし 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 

 

（５）その他講師派遣 

   なし 

 

（６）研修生受け入れ 

   なし 

 

（７）取材対応 

   なし 
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－ VIII - 7 － 

４ 総務報告 

（１）施設（中山間地農業技術センター） 

所 在 地 長岡市川口牛ヶ島 135-1 

    敷地面積 56,693 ㎡ 

    圃場面積 31,226 ㎡ 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 3,186    331 2,855 

維持管理費 5,342    82 5,260 

経常研究費 870     870 

ほ場・飼育管理費 1,050     1,050 

受託試験費 592    592 0 

政策研究費 461     461 

備品整備費 320     320 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 286     286 

その他（他課事業） 622     622 

合   計 12,729 0 0 0 1,005 11,724 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

中山間地農業

技術センター 

センター長 

副参事 

専門研究員 

専門研究員 

主任研究員 

技術員 

山田 一成 

吉川 智宏 

諸橋 修一 

横山 泰之 

神戸 崇 

小林 勝 

   

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

平成４年 

３月31日付 

転 入 

 

転 出 

退 職 

山田 一成 

吉川 智宏 

田村 道代 

柴田 宏志 

 

センター長 

副参事 

十日町地域振興局・課長代理 

三条農業振興部 部長 

小出保健所 

専門研究員 

センター長 

 

（５）購入研究備品 

   なし 

 

（６）派遣研修者 

   なし 
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－ VIII - 8 － 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

６回 ０回 ２回 ８回 

２２人 ０人 ３人 ２５人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

（９）栄誉 

   なし 
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IX 佐渡農業技術センター  組織構成図 

佐渡農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 
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（９） 栄誉 ················································································· IX– 8 
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－ IX - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

 

901 

902 

 

903 

904 

(1) 佐渡のブランド産地を支援・形成する園芸作物の高位安定

生産技術の確立 

 

ア かきの生産性向上のための栽培技術の開発 

（ア）霜害後の副芽新梢の形質調査 

（イ）病虫害発生予察 

イ 佐渡園芸振興品目の栽培法確立と新規品目の発掘 

（ア）かきの生育データの蓄積 

（イ）枝変わり系統の特性把握 

 

令２～４ 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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－ IX - 4 － 

（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 佐渡のブランド産地を支援・形成する園芸作物

の高位安定生産技術の確立 

研究の背景と目的 

佐渡は離島というハンディを伴うが、かきをはじ

め島外出荷される園芸品目は多く、安定生産及び生

産性向上に向けた技術確立が望まれる。 

そこで、米に次ぐ重要なブランド品目であるかき

について、産地維持・発展のための技術確立や、佐

渡特産として地域農業活性化に寄与できる園芸品目

の探索、栽培特性把握及び栽培技術の確立を目指

す。 

 

901 霜害後の副芽新梢の形質調査    （山本） 

霜害後発生して８葉程度で伸長停止した副芽新梢

は翌年の母枝として適度な着らいが確保されること

がわかった。 

 

902 病虫害発生予察          （山本） 

 チョウ目害虫及びカメムシ類フェロモントラップ

調査は防除所の調査として移管。新たにアオマツム

シについてトラップを設置したが誘殺されなかった。 

 

903 かきの生育データの蓄積      （山本） 

 ジョイント樹を含め着らい数が多く着果が多くな

ったが、肥大は順調で平年並となった。 

 

904 枝変わり系統の特性把握      （山本） 

 平核無枝変わり系統は平年並の着色での収穫で、

果重及び糖度等品質も平年並みだった。今後は母樹

栽培のみを残し調査を終了とする。新たに「刀根早

生」の枝変わりが発見されたため、その調査を行う。 
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－ IX - 5 － 

２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和５年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

施肥、不織布トンネルによる耕種的防除を組み合わせたレタスの有機栽培法 

 

佐渡 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

霜害を受けたかきの副芽新梢の管理と翌年の着らいの関係 

 

佐渡 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし 

 

イ  講演発表 

なし 

 

（３）現地指導 

   なし 
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－ IX - 6 － 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

おけさ柿作柄・展示ほ成績書 

佐渡の園芸 

佐渡農業振興連絡会 

佐渡農業振興連絡会 

令５.１ 

令５.３ 

山本和広 

佐藤秀明 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令４.４.12 園芸 1億円産地育成に係る産地支援チーム会議 19 山本和広、佐藤秀明 

令４.４.14 園芸振興会担当者会議 12 佐藤秀明 

令４.４.22 稲作振興会担当者会議 12 塚本充広 

令４.５.19 水田への園芸導入促進技術開発研究成果説明会 20 佐藤秀明 

令４.６.７ 佐渡農業振興連絡会総会 14 塚本充広 

令４.６.21 イチゴ萎黄病対策指導会 10 佐藤秀明 

令４.６.28 キャベツ・ブロッコリー栽培説明会 20 佐藤秀明 

令４.７.５ おけさ柿ジョイント栽培研修会 20 山本和広 

令４.７.20 おけさ柿現地研修会 50 山本和広 

令４.８.26 佐渡指導農業士会夏期研修会 21 塚本充広 

令４.８.29 園芸 1億円産地育成に係る産地支援チーム会議 12 山本和広、佐藤秀明 

令４.10.29 佐渡農業技術センター一般公開 11 全研究員 

令４.12.７ 果樹振興協議会かき部会 10 山本和広 

令４.12.20 「佐渡米」作柄検討会 18 塚本充広 

令５.１.18 果樹振興協議会かき部会 10 山本和広 

令５.１.19 園芸 1億円産地育成に係る産地支援チーム会議 10 山本和広、佐藤秀明 

令５.２.８ 園芸振興会担当者会議 11 佐藤秀明 

令５.２.28 稲作振興会担当者会議 11 塚本充広 

令５.３.20 園芸振興会担当者会議 11 山本和広 

令５.３.20 トウモロコシ栽培・春まき野菜研修会 ９ 佐藤秀明 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 

 

（５）その他講師派遣 

   なし 

 

（６）研修生受け入れ 

   なし 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令４.10.29 新潟日報社 
佐渡農業技術センター一般公開「農の体験

教室」について 
塚本 充広 令４.11.10 
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－ IX - 7 － 

４ 総務報告 

（１）施設（佐渡農業技術センター） 

    所 在 地 佐渡市中興甲 351 番地 

    建物面積 延 1,686.62 ｍ2 

    圃場面積 田 12,900ｍ2、畑 27,052ｍ2 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 1,988     1,988 

維持管理費 1,852     1,852 

経常研究費 1,195     1,195 

ほ場・飼育管理費 3,687    2,749 938 

受託試験費 0     0 

政策研究費 299     299 

備品整備費 847     847 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 320     320 

その他（他課事業） 144     144 

合   計 10,332 0 0 0 2,749 7,583 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

(庶務)[兼務]  

  〃 [兼務] 

(研究)  

センター長 

庶務係長 

主査 

専門研究員 

塚本 充広 

笹川 彰人 

三條 則子 

山本 和広 

(研究)  専門研究員 

技術員 

    〃 

佐藤 秀明 

赤塚 良和 

山川 利喜 

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和４年 

４月１日付 

 

 

令和４年 

３月31日付 

 

転出 

転入 

〃 

〃 

退職 

〃 

〃 

古城 利憲 

塚本 充広 

山本 和広 

笹川 彰人 

長谷川 雅明 

伊藤 公一 

金田 智 

法務文書課（法務調整員） 

センター長 

専門研究員 

庶務係長（兼務） 

退職 

退職 

退職 

庶務係長 

村上農林部・副部長 

佐渡企画振興部・地域振興専門員 

出納局管理課佐渡・会計調査員 

センター長 

専門研究員 

専門研究員 

 

（５）購入研究備品 

  なし 

 

（６）派遣研修者 

  なし 
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－ IX - 8 － 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

０回 ０回 １回 １回 

０人 ０人 11 人 11 人 

 

（８）無体財産権など 

    ア  特許権 

    なし 

 

    イ  実用新案権 

    なし 

 

ウ 意匠権 

    なし 

 

エ  登録品種 

    なし 

 

（９）栄誉 

    なし 


